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実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

本文-① 島根２号炉は，一部保管場所を防波壁内側に設定

本文-② 島根２号炉は，重大事故等対処設備の有効性を確認するための事故シーケンスの選定において津波特有の事故シーケンスを選定していない

本文-③ 島根２号炉は，柏崎6/7における中越沖地震及び東海第二における東北地方太平洋沖地震と同様な被害実績はない

本文-④ 島根２号炉は，淡水貯水槽を②周辺タンク等の損壊において評価している

本文-⑤
島根２号炉は，斜面高さ，勾配等の影響要因の観点及び簡便法から，安定性が厳しいと考えられる評価対象斜面及び対策工を実施した斜面において基準地震動Ｓｓによる安定解析
を実施し，全斜面の安定性を確認しているのに対し，柏崎6/7 は斜面の崩壊を前提とした影響評価を行っている

本文-⑥
東海第二は，代表斜面において基準地震動Ｓｓによる安定解析を実施し，斜面高さ，勾配等の観点から，安定性が確保されていると考えられる斜面以外は崩壊を前提とした影響評
価を行っている

本文-⑦ 島根２号炉は，4.(4)③周辺斜面の崩壊に記載

本文-⑧ 島根２号炉は，一部に埋戻部が存在する第１保管エリア及び輪谷貯水槽（西１／西２）の上に設定される第２保管エリアの評価を実施

本文-⑨ 島根２号炉は，柏崎6/7と同様に最大せん断ひずみと体積ひずみの関係から沈下量を算出

本文-⑩ 島根２号炉は，海野らの知見に基づき不飽和地盤の揺すり込み沈下率を設定

本文-⑪ 島根２号炉は，柏崎6/7と同様に登坂可能な勾配（15%）を設定

本文-⑫ 島根２号炉は，埋戻土（掘削ズリ）の沈下率をもとに沈下量を算出

本文-⑬ 島根２号炉は，地盤改良部を地中埋設構造物と同様に段差発生の可能性がある箇所として検討

本文-⑭
島根２号炉は，地山と埋戻部との境界部の評価を実施する。なお，建物周辺については，地盤改良若しくは頑健な構造物（低圧原子炉代替注水槽等）が設置されており，沈下が想
定されないため，評価を実施しない

本文-⑮ 島根２号炉は，３号炉北西エリアを選定し評価を実施

本文-⑯ 島根２号炉は，柏崎6/7と同様に二次元有効応力解析を実施

本文-⑰ 島根２号炉は，段差緩和対策の実施及び周辺構造物の損壊による影響評価結果等を踏まえると，地震時に通行不能となる被害は想定されない

本文-⑱ プラントの相違による有効性評価における対応手段，作業場所の相違

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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相違No. 相違理由

別紙(4)-① 島根２号炉は，鉄塔の耐震評価を踏まえ鉄塔が倒壊しないよう必要な対策を今後実施

別紙(6)-① 島根２号炉は，アクセスルート付近において，主要変圧器以外に重油タンク等の可燃物施設が設置されている事から，重油タンク等も火災影響評価を実施

別紙(9)-① 島根２号炉は，周辺斜面の基準地震動によるすべり安定性評価結果より土砂の発生が想定されないため，崩壊土砂の撤去作業は発生しない

別紙(10)-① 島根２号炉は，車両重量が最も大きい車両以外も検証

別紙(23)-① ホイールローダの仕様の相違

別紙(23)-② ホイールローダの仕様及び確保する道路幅の相違に伴う除雪作業方法の相違

別紙(24)-① ホイールローダの仕様の相違

別紙(24)-② ホイールローダの仕様及び確保する道路幅の相違に伴う除灰作業方法の相違

別紙(30)-① 島根２号炉は，路盤補強（段差緩和対策）の例として，鉄筋コンクリート床版による路盤補強を選定

別紙(30)-② 島根２号炉は，地中埋設構造物は損壊しないため，液状化及び揺すり込みによる不等沈下及び液状化に伴う浮き上がりを想定し，路盤補強（段差緩和対策）の評価を実施

別紙(35)-① 島根２号炉は，薬品タンクが屋内アクセスルートとは異なる場所にあり薬品の影響を受けないため，自給式呼吸用保護具の着用は不要

補足(6)-①
島根２号炉は，廃止措置中である１号炉及び初装荷燃料装荷前である３号炉との同時発災について，1～3.に記載
東海第二は，敷地を共有する東海発電所及び使用済燃料乾式貯蔵設備について，1～3.　に記載

補足(6)-② 島根１，２号炉は，当該設備はなく燃料プールへ燃料を貯蔵

補足(6)-③ 島根２号炉は，重大事故等対処設備の有効性を確認するための事故シーケンスの選定において津波特有の事故シーケンスを選定していない

補足(6)-④ 東海発電所における黒鉛炉固有の記載

補足(6)-⑤ 島根２号炉は，段差緩和対策の実施及び周辺構造物の損壊による影響評価結果等を踏まえると，地震時に通行不能となる被害は想定されない
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(10) 車両走行性能の検証･･･････････････････････ 1.0.2-248 

(11) 地震時の地中埋設構造物損壊による影響 

について･･･････････････････････････････ 1.0.2-253 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(12) がれき撤去時のホイールローダ作業量 

時間について･･･････････････････････････ 1.0.2-255 

 

 

 

 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，アク

セスルート付近におい

て，主要変圧器以外に

重油タンク等の可燃物

施設が設置されている

事から，重油タンク等

も火災影響評価を実施 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，横断

する 47 箇所の地中埋設

構造物を対象に評価を

実施 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，周辺

斜面の基準地震動によ

るすべり安定性評価結

果より土砂の発生が想

定されない 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，代表

的な構内道路補修作業

としてがれき撤去時の

作業量時間を算定 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 
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(17) 屋内アクセスルートの設定について........ 1.0.2-233 

(18) 屋内アクセスルート確認状況（地震時の影響）........ 

........................................ 1.0.2-271 

(19) 屋内アクセスルートにおける資機材設備の転倒等による 

影響について.............................1.0.2-279 

 

 

 

 

 

 

 

(20) アクセスルート通行時における通信連絡手段及び照明.. 

........................................ 1.0.2-287 

(21) 地震随伴火災の影響評価.................. 1.0.2-289 

 

(22) 地震随伴内部溢水の影響評価.............. 1.0.2-300 

 

(23) 屋外アクセスルートにおける地震後の被害想定（一覧） 

........................................ 1.0.2-311 

(24) 資材設置後の作業成立性.................. 1.0.2-312 

(25) 保管場所及び屋外アクセスルート等の点検状況........ 

........................................ 1.0.2-313 

(26) 発電所構外からの要員の参集について...... 1.0.2-314 

(27) 屋外アクセスルート 除雪時間評価......... 1.0.2-323 

(28) 屋外アクセスルート 除灰時間評価......... 1.0.2-326 

(29) 森林火災発生時における屋外アクセスルートの影響.... 

........................................ 1.0.2-329 

(30) 降水に対する影響評価結果について........ 1.0.2-330 

(31) 可搬型設備の小動物対策について.......... 1.0.2-338 

(32) 屋外アクセスルート近傍の障害となり得る要因と影響評 

 

 

 

 

 

 

 

(30) 屋内アクセスルートの設定について 

(33) 屋内アクセスルート確認状況（地震時の影響）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(28) アクセスルート通行時における照明及び通信連絡手段につ

いて 

(31) 地震随伴火災源の影響評価について 

 

(32) 地震随伴内部溢水の影響評価について 

 

(22) 屋外アクセスルートにおける地震後の被害想定（一覧）に

ついて 

(27) 資機材設置後の作業成立性について 

(25) 保管場所及び屋外アクセスルート等の点検について 

 

(34) 発電所構外からの災害対策要員の参集について 

(3) 屋外アクセスルート 除雪時間評価について 

(4) 屋外アクセスルート 降灰除去時間評価について 

(6) 森林火災時における保管場所及びアクセスルートへの影響

について 

(2) 降水に対する影響評価について 

(5) 可搬型設備の小動物対策について 

(15) 屋外アクセスルート近傍の障害となり得る要因と影響評価

 

 

 

 

 

 

 

(13) 屋内のアクセスルートの設定について･･･････ 1.0.2-257 

(14) 屋内のアクセスルート確認状況（地震時の 

影響）･････････････････････････････････ 1.0.2-284 

(15) 屋内のアクセスルートにおける資機材設備 

の転倒等による影響について･････････････ 1.0.2-292 

 

 

 

 

 

 

 

(16) 屋外及び屋内のアクセスルート通行時におけ 

る通信連絡手段及び照明･････････････････ 1.0.2-296 

(17) 屋内のアクセスルートにおける地震随伴火災 

の影響評価･････････････････････････････ 1.0.2-298 

(18) 屋内のアクセスルートにおける地震随伴内部溢水 

の影響評価･････････････････････････････ 1.0.2-310 

(19) 屋外のアクセスルートにおける地震後の 

被害想定（一覧）･･･････････････････････ 1.0.2-321 

(20) 資材設置後の作業成立性･･･････････････････ 1.0.2-322 

(21) 保管場所及び屋外のアクセスルート等の 

点検状況･･･････････････････････････････ 1.0.2-323 

(22) 発電所構外からの要員の参集について･･･････ 1.0.2-325 

(23) 屋外のアクセスルート 除雪時間評価･･･････ 1.0.2-341 

(24) 屋外のアクセスルート 除灰時間評価･･･････ 1.0.2-346 

(25) 森林火災発生時における屋外のアクセス 

ルートの影響･･･････････････････････････ 1.0.2-351 

(26) 降水に対する影響評価結果について･････････ 1.0.2-355 

(27) 可搬型設備の小動物対策について･･･････････ 1.0.2-361 

(28) 保管場所及び屋外のアクセスルート近傍の 

島根２号炉は，周辺

斜面の基準地震動によ

るすべり安定性評価結

果より土砂の発生が想

定されず，仮復旧なし

で可搬型設備（車両）

の通行が可能 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現場

確認結果を別紙(14)

に，機器等の転倒防止

処置等確認結果を別紙

(15)に記載（東海第二

は別紙(33)にまとめて

記載） 
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価について.............................. 1.0.2-340 

(33) 斜面の崩壊形状について.................. 1.0.2-357 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(34) 揺すり込み沈下の影響評価................ 1.0.2-359 

 

 

 

 

 

 

 

(35) 津波発生時のアクセスルートのアクセス性について.... 

........................................ 1.0.2-365 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(36) 代表的な災害時における通行可能なアクセスルートにつ 

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(35) 基準津波を超え敷地に遡上する津波に対する対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害となり得る要因と影響評価について･･･ 1.0.2-363 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(29) 揺すり込み沈下の影響評価･････････････････ 1.0.2-396 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では斜面の

崩壊を前提とした評価

に関連して，斜面の崩

壊形状を検討している

が，島根２号炉は，全

斜面の基準地震動によ

るすべり安定性評価を

実施しており，斜面の

崩壊を前提とした評価

を行わないため，柏崎

6/7 別紙(33)と同様の資

料を掲載しない 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に鉄道構造物

等設計標準に基づき，

設定した揺すり込み沈

下率の保守性を説明 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，防波

壁等を設置することに

より，津波による遡上

波を地上部及び取水

路，放水路等の経路か

ら敷地に到達又は流入

させないため，津波発

生時のアクセスルート

のアクセス性に影響は

ないことから，評価を

実施しない 

 

・設備の相違 
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いて.................................... 1.0.2-371 

 

 

 

 

 

(37) 地震による建屋直近の地盤沈下に伴う可搬型重大事故等 

対処設備の接続作業等への影響について.... 1.0.2-373 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(38) 不等沈下に対する事前対策................ 1.0.2-380 

(39) 保管場所と周辺斜面の離隔について........ 1.0.2-381 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(42) 路盤補強（段差緩和対策）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(37) 使用済燃料乾式貯蔵建屋の西側斜面の安定性評価について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(30) 路盤補強（段差緩和対策）について･････････ 1.0.2-401 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(31) 保管場所及び屋外のアクセスルートの 

斜面の地震時の安定性評価について･･･････ 1.0.2-404 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，代表

的な災害時において通

行不能となるアクセス

ルートはない 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ホー

スの接続作業等が想定

される建物直近につい

て，地盤改良若しくは

頑健な構造物（低圧原

子炉代替注水槽等）が

設置されており，沈下

が想定されないため，

本評価は不要と整理 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では斜面か

らの離隔が確保できる

保管場所が存在し，斜

面の安定性評価が不要

となることを説明した

資料であるが，島根２

号炉は，斜面からの離

隔が確保できる保管場

所が存在しないため，

柏崎 6/7 別紙(39)と同

様の資料を掲載しない 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，斜面

高さ，勾配等の影響要

員の観点及び簡便法の
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(38) 敷地の地質・地質構造の特徴及び想定されるリスクについ

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(32) 敷地の地質・地質構造の特徴及び想定 

されるリスクについて･････････････････････ 1.0.2-538 

 

 

 

 

結果から，安定性が厳

しいと考えられる評価

対象斜面及び対策工を

実施した斜面において

基準地震動Ｓｓによる

安定解析を実施してい

るのに対し，全斜面の

安定性を確認している

のに対し，柏崎 6/7

は，斜面の崩壊を前提

とした影響評価を行っ

ているため当該資料は

ない 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，斜面

高さ，勾配等の影響要

因の観点及び簡便法の

結果から，安定性が厳

しいと考えられる評価

対象斜面及び対策工を

実施した斜面において

基準地震動Ｓｓによる

安定解析を実施してい

るのに対し，東海第二

は，代表斜面において

基準地震動Ｓｓによる

安定解析を実施（代表

斜面より急峻な斜面は

崩壊を想定して時間評

価を実施） 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，東海

第二と同様に敷地の地

質・地質構造の特徴及

び想定されるリスクに
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(2) 屋外の純水・ろ過水タンク溢水時の影響等について.... 

........................................ 1.0.2-383 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(19) T.P.＋11m エリアの屋外タンク溢水時の影響等について 

 

 

(1) 外部事象の抽出について 

 

 

 

 

 

 

(36) 薬品類の漏えい時に使用する防護具について 

 

 

 

 

 

 

 

 

(41) 敷地内の地下水位の設定について 

 

 

 

 

 

 

(39) 有効応力解析について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(40) 保管場所及びアクセスルートにおける相対密度の設定につ

 

(33) 屋外タンク溢水時の影響等について･････････ 1.0.2-544 

 

 

(34) 外部事象の抽出について･･･････････････････ 1.0.2-554 

 

 

 

 

 

 

(35) 薬品類の漏えい時に使用する防護具につい

て･･････････････････････････････････････ 1.0.2-559 

 

 

 

 

 

 

 

(36) 敷地内の地下水位の設定について･･･････････ 1.0.2-561 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついて検討 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，外部事

象抽出の考え方につい

て，本文「2.概要」に

記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，アク

セスルート近傍に薬品

タンク等が位置してい

ることから，薬品漏え

い時に使用する防護具

について説明 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，東海

第二と同様に敷地内の

地下水位の設定につい

て検討 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に最大せん断

ひずみと体積ひずみの

関係から沈下量を算出

しており，有効応力解

析を実施していないた

め，評価を実施しない 

 

・記載方針の相違 
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いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(37) 建物関係の耐震評価について･･･････････････ 1.0.2-562 

 

 

 

 

 

 

 

 

(38) 地滑り又は土石流による影響評価について･･･ 1.0.2-591 

 

 

 

 

 

 

 

(39) 島根原子力発電所における敷地の特徴 

について････････････････････････････････ 1.0.2-625 

 

 

 

 

 

 

(40) 鉄塔の影響評価方針について･･････････････ 1.0.2-632 

 

 

 

 

 

 

【東海第二】 

島根２号炉は，保管

場所及びアクセスルー

トにおける相対密度の

設定を別紙(29)に記載 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，保管

場所及びアクセスルー

トに影響を与える可能

性のある建物につい

て，耐震評価内容を記

載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，一部

の保管場所及びアクセ

スルートが土石流の影

響を受けるため，評価

内容を記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，敷地

の特徴を踏まえた屋外

のアクセスルート及び

保管場所の設定の考え

方を記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，鉄塔

の影響評価方針につい

て記載 
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8. 補足資料  .................................. 1.0.2-382 

(1) 第 159 回審査会合（2014 年 11 月）からの主要な変更点 

........................................ 1.0.2-382 

 

 

 

 

(3) 作業に伴う屋外の移動手段について....... 1.0.2-388 

 

 

 

 

 

 

(4) 屋内アクセスルート運用変更について...... 1.0.2-390 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 屋内アクセスルートにおける資機材設備の転倒調査につ 

いて.................................... 1.0.2-394 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 作業時間短縮に向けた取り組みについて.... 1.0.2-401 

 

 

 

 

 

(7) 第 261 回審査会合（2015 年 8 月）からの主要な変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. 補足資料･･･････････････････････････････････ 1.0.2-662 

(1) 第159回審査会合（平成26年11月13日）から 

の主要な変更点について･･････････････････ 1.0.2-662 

 

 

 

 

(2) 作業に伴う屋外の移動手段について･････････ 1.0.2-664 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 屋内のアクセスルートにおける資機材設備 

の転倒調査について･･･････････････････････ 1.0.2-666 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 作業時間短縮に向けた取り組みについて･････ 1.0.2-672 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，第 159

回審査会合からの主要

な変更点を記載 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，作業

に伴う屋外の移動手段

を補足説明 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，内部

溢水による，現場操作

への影響はないため，

運用変更等の対策は不

要 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，万が 

一資機材が転倒した場

合を考慮し，転倒した

資機材の移動可否，乗

り越え可否について現

場調査を実施 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，作業

時間短縮に向けた取り

組みを補足説明 

 

・記載方針の相違 
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点： 一時待避場所・追加ルートの設定（2015 年 9 月説 

明内容）................................ 1.0.2-402 

 

 

(8) 緊急時対策所の設置に関する考え方（2015 年 9 月説明 

時点）.................................. 1.0.2-423 

 

 

 

(9) 屋外での通信機器通話状況の確認.......... 1.0.2-434 

(10) 1～7 号炉同時発災時におけるアクセスルートへの影響 

........................................ 1.0.2-435 

(11) 溢水評価におけるブローアウトパネルの位置付け 

（2015 年 11 月説明内容）................ 1.0.2-447 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(12) 海水取水場所での取水ができない場合の代替手段につい 

て...................................... 1.0.2-448 

 

(13) 6 号及び 7 号炉主変圧器の地震による接続口への影響 

について................................ 1.0.2-452 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(29) 屋外での通信機器通話状況の確認について 

(26) 防潮堤内他施設等の同時被災時におけるアクセスルートへ

の影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11) 海水取水場所での取水が出来ない場合の代替手段について 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 屋外での通信機器通話状況の確認･･･････････ 1.0.2-673 

(6) １～３号炉同時発災時における屋外のアク 

セスルートへの影響･･････････････････････ 1.0.2-675 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 海水取水場所での取水ができない場合の 

代替手段について･････････････････････････ 1.0.2-686 

 

 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，補足

（1）に前回審査会合か

らの主な変更点を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉及び柏崎

6/7 において，ISLOCA

時に期待するブローア

ウトパネルの開放機能

は SA設備と位置付けて

いるが，柏崎 6/7 の補

足(11)は，ブローアウ

トパネルは SAに該当し

ないと考えられる理由

（2015 年 11 月）を参考

記載している資料であ

る。 

島根２号炉の ISLOCA

時に期待するブローア

ウトパネルの位置付け

は SA設備とすることを

46 条等で説明している

ため，本補足での説明

は不要と整理 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 
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(14) 荒浜側防潮堤の扱い変更に伴う アクセスルート追加等 

の主な変更点について.................... 1.0.2-455 

(15) 5 号炉東側第二保管場所の新設について.... 1.0.2-460 

(16) 自衛消防隊建屋の扱いについて............ 1.0.2-461 

(17) 緊急時対策所及び淡水送水配管の扱い変更に伴う見直し 

について................................ 1.0.2-464 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料 

(1) 原子炉建屋内の可搬型重大事故等対処設備の配置について 

 

 

 

 

 

 

(2)  可搬型代替注水大型ポンプ等使用時におけるホースの配備

長さ並びにホースコンテナ及びホース展張車の配備イメー

ジについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 防波壁通路防波扉の運用について･･･････････ 1.0.2-687 

 

 

 

 

 

(9) ２号炉原子炉建物南側屋外のアクセスルー 

トについて･･･････････････････････････････ 1.0.2-688 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 大量送水車等使用時におけるホースの配 

備長さ並びにホースコンテナ及びホース 

展張車の配備イメージについて･････････････ 1.0.2-689 

 

 

 

 

島根２号炉は，別紙

(28)に示すとおり，接

続口周辺において地震

時に転倒等によって影

響を与える設備がない 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 固有の補足

説明 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，防波

壁通路防波扉の運用を

補足説明 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉原子炉建

物南側道路幅の補足説

明 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉建物内の可搬型重大

事故等対処設備の配置

を別紙(13)に記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，ホー

スの長さ，数量及び配

備イメージについて記

載 
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(3)  アクセスルート復旧時間評価の妥当性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  地震時における屋外アクセスルートへの放射線影響につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

(5)  竜巻対策固縛を解除する時間の考慮について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11) 地震時における屋外のアクセスルートへの 

放射線影響について･･･････････････････････ 1.0.2-708 

 

 

 

 

 

 

 

(12) 飛来物発生防止対策のうち固縛を解除す 

る時間の考慮について･････････････････････ 1.0.2-710 

 

 

 

 

 

(13) ２号炉と同じ敷地内で実施する工事に 

おける資機材，廃材等による屋外の 

アクセスルートへの影響･･････････････････ 1.0.2-717 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，地震

によるアクセスルート

復旧の妥当性につい

て，机上の検討結果を

別紙(12)に記載してお

り，その検討結果の妥

当性を別紙(9)の訓練結

果に記載 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，発電

所内の構造物が地震に

より損壊することを想

定した場合の屋外アク

セスルートへの放射線

影響について検討 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，飛来

物発生防止対策のうち

固縛を解除する時間の

考慮を補足説明 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，同じ

敷地内にある第３系統

直流電源設備設置工事

等による影響を評価 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，別紙

(26) 防潮堤内他施設等

の同時被災時における
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(6)  重大事故等対応時の中央制御室から原子炉棟入口までの移

動時間評価について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 路盤補強の対策箇所について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(14) アクセスルートの用語の定義･･･････････････ 1.0.2-720 

 

 

 

 

 

(15) 迂回路における人力による仮置資機材の排 

除の考え方について･･････････････････････ 1.0.2-721 

 

 

 

 

 

(16) 保管場所内の可搬型設備配置について･･･････ 1.0.2-722 

 

アクセスルートへの影

響についてに記載 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，中央

制御室から原子炉建物

入口までのルートに傾

斜の急な階段，垂直梯

子，開閉操作に時間を

要する扉や建物屋上を

通行するルートは無

く，アクセスに際し時

間的影響がないため，

本補足説明資料は不要

と整理 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，段差

緩和対策箇所を別紙

(30)に記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，アク

セスルートの用語の定

義を整理 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，屋内の

迂回路における人力に

よる排除の考え方につ

いて記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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(17) 有効性評価で用いる屋外のアクセスルートの設定に 

ついて･･････････････････････････････････ 1.0.2-730 

 

 

 

 

 

(18) 第819回審査会合（令和元年12月24日）から 

の主要な変更点について･･････････････････ 1.0.2-737 

 

 

 

 

(19) 第861回審査会合（令和２年５月18日）から 

の主要な変更点について･････････････････ 1.0.2-743 

 

 

 

 

(20) 海岸付近のアクセスルートの通行について･･･ 1.0.2-745 

島根２号炉は，保管

場所における可搬型設

備の配置の考え方及び

配置図を記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，有効

性評価で用いる屋外の

アクセスルートの設定

の考え方を記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は，第 819

回審査会合からの主要

な変更点を記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は，第 861

回審査会合からの主要

な変更点を記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，想定

を上回る沈下が発生し

た場合における，海岸

付近のアクセスルート

の通行について記載 
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3.保管場所の評価

(1) 保管場所選定の考え方

・ 地震，津波その他の自然現象，設計基準事故対処設備及

び常設重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮す

る。 

・ 原子炉建屋，タービン建屋および廃棄物処理建屋から

100m 以上離隔する。 

・ 常設代替交流電源設備に対し，可搬型代替交流電源設備

の保管場所は 100m 以上離隔する。 

・ 可搬型設備の保管場所は高所かつ防火帯の内側とする。

・ 2 セットある可搬型設備については，保管場所を分散配

置する。 

第 4図 保管場所からの離隔距離 

（原子炉建屋，常設代替交流電源設備） 

(2) 保管場所における主要可搬型設備等

可搬型重大事故等対処設備の分類を第 5 図に，保管場所

における主要可搬型設備の配備数を第 4‐1 表に，主要設備

の配備数を第 4‐2 表に示す。可搬型設備の配備数について

は，「2n+α」，「n+α」，「n」の設備に分類し，それら

を屋外設備であれば荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管

4. 保管場所の影響評価

4.1 保管場所における主要可搬型設備等 

保管場所の影響評価に当たって，保管場所等に配備する可搬

型設備の配備数及び分類について整理した。 

可搬型設備の配備数については，「2N＋α」，「N＋α」，

「N」の設備に分類し，重大事故等時に屋外で使用する設備で

あれば西側及び南側保管場所に，屋内で使用する設備であれば

3. 保管場所の評価

(1) 保管場所における主要可搬型設備等

主な可搬型重大事故等対処設備の分類を第 3－1図に，

保管場所における主な可搬型重大事故等対処設備の配置を

第 3－1表に，主要設備の配備数を第 3－2表に示す。可搬

型設備の配備数については「２ｎ＋α」，「ｎ＋α」，

「ｎ」の設備に分類し，重大事故等時に屋外で使用する設

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，保管場

所選定の考え方を 2.(3)

に記載 
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場所，5 号炉東側保管場所，5 号炉東側第二保管場所のい

ずれか 2 箇所以上に，屋内設備であれば建屋内の複数箇所

に，分散配置することにより多重化，多様化を図ってい

る。 

1） 「2n+α」の可搬型設備

原子炉建屋外から水・電力を供給する可搬型代替交流

電源設備（電源車）・可搬型代替注水ポンプ（消防

車）・代替原子炉補機冷却系・大容量送水車（海水取水

用）については，必要となる容量を有する設備を 1 基あ

たり 2 セット及び予備を保有し，荒浜側高台保管場所，

大湊側高台保管場所，5 号炉東側第二保管場所のいずれ

か 2 箇所以上にそれぞれ分散配置する。 

建屋内の複数箇所に分散配置することにより設備の多重化を図

っている。また，常設及び可搬型設備を設置することで多様化

を図っている。 

なお，保管場所に配備する可搬型設備は，地震による転倒防

止及び竜巻による飛散防止を考慮した固縛を実施していること

から，隣接する可搬型設備及びアクセスルートに影響を与える

ことはない。 

さらに，保管場所に配備する可搬型設備のうち，燃料を保有

する設備は，燃料タンクに燃料を規定油量以上の状態で保管す

る。ただし，タンクローリの背後搭載タンクは，空状態で保管

する。 

分類を第 4.1－1 表，配備数を第 4.1－2 表及び第 4.1－3 表

示す。 

(1) 「2N＋α」の可搬型設備（「設置許可基準規則」解釈 第

43 条 5（a）対象設備）

原子炉建屋外から水・電力を供給する可搬型代替交流電

源設備（可搬型代替低圧電源車，ケーブル），可搬型代替

直流電源設備（可搬型代替低圧電源車，ケーブル，可搬型

整流器）及び可搬型代替注水ポンプ（可搬型代替注水大型

ポンプ，可搬型代替注水中型ポンプ，ホース）は，必要と

なる容量を有する設備を 2セット，故障時のバックアップ

並びに保守点検による待機除外時のバックアップとして予

備であれば第１～第４保管エリアのいずれか２箇所以上

に，屋内で使用する設備であれば建物内の複数箇所に，分

散配置することにより多重化，多様化を図っている。 

また，屋外の可搬型設備のうち，予備（「２ｎ+α」の

可搬型設備のα及び「ｎ」の可搬型設備の予備）は，保

管場所（第１～第４保管エリア）に保管する。ｎとα及

びｎと予備は，それぞれ分散配置するため，同時に機能喪

失することはない。 

なお，保管場所に配備する可搬型設備は，地震による転

倒防止及び竜巻による飛散防止を考慮した固縛※を実施し

ていることから，隣接する可搬型設備及びアクセスルート

に影響をあたえることはない。 

さらに，保管場所に配備する可搬型設備のうち，燃料を

保有する設備は，燃料タンクに燃料を規定油量以上の状態

で保管する。ただし，タンクローリの背後搭載タンクは，

空状態で保管する。 

※ 飛来物発生防止対策エリア内のみが対象。

ａ．「２ｎ＋α」の可搬型設備 

原子炉建物外から水・電力を供給する可搬型代替交流

電源設備（高圧発電機車），大量送水車，移動式代替熱

交換設備，大型送水ポンプ車については，必要となる容

量を有する設備を１基あたり２セット及び予備を保有

し，第１～第４保管エリアのいずれか２箇所以上にそれ

ぞれ分散配置する。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はα及び予

備の配置の考え方を記載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，地震及

び竜巻を考慮した固縛を

実施 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，燃料を

保有する可搬型設備の保

管時における運用を記載 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，飛来物

発生防止対策エリア外に

位置する保管場所があ

り，当該保管場所におい

ては竜巻による飛散防止

を考慮した固縛を実施し

ない 

・対象設備の相違

【東海第二】 

 島根２号炉の可搬型代

替直流電源設備と可搬型

代替交流電源設備はとも

に高圧発電機車を電源と
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2） 「n+α」の可搬型設備

負荷に直接接続する，高圧窒素ガスボンベ・逃がし安

全弁用可搬型蓄電池・遠隔空気駆動弁操作用ボンベにつ

いては，必要となる容量を有する設備を 1 基あたり 1 セ

ット及び予備を保有し，原子炉建屋内にそれぞれ分散配

備を配備する。 

ただし，ホース及びケーブルについては，待機除外せず

に目視確認等により保守点検を行うことから，故障時のバ

ックアップのみ予備を配備する。 

必要となる容量を有する設備の 2セットは西側及び南側

保管場所にそれぞれ分散配置し，予備は予備機置場に配備

する。ただし，ホース，ケーブル，可搬型整流器の予備は

西側及び南側保管場所に配備する。 

なお，西側又は南側保管場所の必要となる容量を有する

設備の点検を行う場合は，予備を西側又は南側保管場所に

配備後に点検を行うことにより，西側及び南側保管場所に

必要となる容量を有する設備は 2セット確保される。 

また，使用済燃料プールへのスプレイのために原子炉建

屋内で使用する設備は，必要となる容量を有する設備を 2

セット及び予備を配備し，原子炉建屋内に分散配置する。

(2) 「N＋α」の可搬型設備（「設置許可基準規則」解釈 第

43 条 5（b）対象設備）

負荷に直接接続する高圧窒素ボンベ及び逃がし安全弁用

可搬型蓄電池については，必要となる容量を有する設備を 1

セット及び予備を保有し，原子炉建屋内に配置する。

なお，第１～第４保管エリアの必要となる容量を有す

る設備の点検を行う場合は，点検する設備の保管場所に

予備を配備後に点検を行うことにより，第１～第４保管

エリアに必要となる容量を有する設備は２セット確保さ

れる。 

また，燃料プールへのスプレイのために原子炉建物内

で使用する設備は，必要となる容量を有する設備を２セ

ット及び予備を配備し，原子炉建物内に分散配置する。 

ｂ．「ｎ＋α」の可搬型設備 

負荷に直接接続する，逃がし安全弁用窒素ガスボン

ベ，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）について

は，必要となる容量を有する設備を１基あたり１セット

及び予備を保有し，逃がし安全弁用窒素ガスボンベは原

しており，可搬型設備の

範囲が同一であるため，

可搬型代替直流電源設備

を個別に記載していな

い。また，東海第二で

は，常設設備である緊急

海水系を有しているた

め，原子炉補機代替冷却

系を保有していない 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉では，ホー

ス及びケーブルについて

も保守点検による待機除

外時のバックアップを考

慮し，予備を保有してい

る 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉では，東海

第二と同様に，燃料プー

ルスプレイ系（可搬型ス

プレイノズル）に使用す

る可搬型スプレイノズル

及びホースを２ｎ＋αの

対象設備とし，原子炉建

物内に分散配置する 
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置する。 

3） 「n」の可搬型設備（その他）

上記以外の可搬型重大事故等対処設備は，必要となる

容量を有する設備を 1 基あたり 1 セットに加え，プラン

トの安全性向上の観点から，設備の信頼度等を考慮し，

予備を確保する。 

また，「n」の屋外保管設備についても，共通要因によ

る機能喪失を考慮し，荒浜側高台保管場所，大湊側高台

保管場所，5 号炉東側保管場所，5 号炉東側第二保管場

所のいずれか 2 箇所以上に分散配置する。 

可搬型設備の建屋接続箇所及び仕様については別紙 3 

に，淡水及び海水取水場所については，別紙 4 に示す。 

(3) 「N」の可搬型設備（その他）

上記以外の可搬型設備は，必要となる容量を有する設備 1

セットに加え，プラントの安全性向上の観点から，設備の

信頼度等を考慮し，必要となる容量を有する設備 1セット

分及び必要に応じて故障時のバックアップ並びに保守点検

による待機除外時のバックアップの予備を配備する。ただ

し，ホースについては，保守点検が目視確認等であり，保

守点検時に待機除外とならないため，故障時のバックアッ

プとして予備を配備する。 

必要となる容量を有する設備は西側保管場所，予備は南

側保管場所，予備機置場に配備する。 

また，「N」設備は，共通要因による機能喪失を考慮し， 

西側及び南側保管場所に必要となる容量を有する設備 1セ

ットと予備 1セットを分散配置し，故障時のバックアップ

及び保守点検による待機除外時のバックアップの予備は西

側保管場所，南側保管場所又は予備機置場に配備する。 

なお，サポートに使用される可搬型設備（タンクロー

リ，ホイールローダ）については，サポートする対象とな

る設備と同じ保管場所への配備を基本とする。 

可搬型設備の建屋接続箇所及び仕様については別紙

（9），淡水及び海水取水場所については別紙（10），海水

取水場所での取水が出来ない場合の代替手段については別

紙（11）に示す。 

子炉建物内にそれぞれ分散配置する。また，主蒸気逃が

し安全弁用蓄電池（補助盤室）は廃棄物処理建物内にそ

れぞれ分散配置する。 

ｃ．「ｎ」の可搬型設備（その他） 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備は，必要となる

容量を有する設備を１基あたり１セットに加え，プラン

トの安全性向上の観点から，設備の信頼度等を考慮し，

予備を確保する。 

また，「ｎ」の屋外保管設備についても，共通要因に

よる機能喪失を考慮し，第１～第４保管エリアのいずれ

か２箇所以上に分散配置する。 

可搬型設備の建物接続箇所及び仕様については別紙

(2)に，淡水及び海水取水場所については別紙(3)に，海

水取水場所での取水が出来ない場合の代替手段について

は補足(7)に示す。 

また，「２ｎ＋α」と「ｎ＋α」の可搬型設備α及び

「ｎ」の可搬型設備の予備については，故障時のバック

アップ及び保守点検による待機除外時のバックアップと

して，発電所全体で確保する。なお，配備用途が異なる

場合において，要求されるいずれの機能も満足する設備

については，予備を兼用する。 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉では，ホー

ス及びケーブルについて

も保守点検による待機除

外時のバックアップを考

慮し，予備を保有してい

る 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，予備確

保の考え方を記載 
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第５図 可搬型重大事故等対処設備の分類 

第 4.1－1表 可搬型設備の分類 

第 3－1図 主な可搬型重大事故等対処設備の分類 
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第4－1 保管場所における主要可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1－2表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（重大事故等時に期待する設備）（1／4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，基本的

な配置概要を記載 
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（1）「2n＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 「2N＋α」の屋外に保管する可搬型設備（1／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

重大事故時に必要とな

る注水流量等が異なるた

め，可搬型重大事故等対

処設備の仕様及び数量が

相違する。また，プラン

トが異なる事により，建

物等の配置が異なるた

め，可搬型重大事故等対

処設備の保管場所が相違

する 
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第 4.1－2表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（重大事故等時に期待する設備）（2／4） 

(1) 「2N＋α」の屋外に保管する可搬型設備（2／2）

(2) 「2N＋α」の屋内に保管する可搬型設備

(1
)

「
２
ｎ
＋
α
」
の
可
搬
型
設

備
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（2「n＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1－2表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（重大事故等時に期待する設備）（3／4） 

(3) 「N＋α」の可搬型設備 
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（3）「n」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 「N」の屋外に保管する可搬型設備（1／2） 

 
 

第 4.1－2表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（重大事故等時に期待する設備）（4／4） 

 (4) 「N」の屋外に保管する可搬型設備（2／2） 
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（3）「n」の可搬型設備 

(3
)

「
ｎ
」
の
可
搬
型
設
備
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(3
)

「
ｎ
」
の
可
搬
型
設
備
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(3
)

「
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の
可
搬
型
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備
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第 4－2表 保管場所等における主要設備 

（1） 重機

（2） その他設備（自主的に所有している設備）

第 4.1－3表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（自主的に所有している設備）（1／3） 

(1) 重機

第 4.1－3表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（自主的に所有している設備）（2／3） 

(2) その他設備（1／2）

(1
)

重
機

第
3－

2
表
 
保
管
場
所
等
に
お
け
る
主
要
設
備
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第 4.1－3表 保管場所等に配備する可搬型設備の配備数 

（自主的に所有している設備）（3／3） 

(2) その他設備（2／2）

(
2
)

そ
の
他
設
備
（
自
主
的
に
所
有
し
て
い
る
設
備
）
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(2
)

そ
の
他
設
備
（
自
主
的
に
所
有
し
て
い
る
設
備
）
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(3) 地震による保管場所への影響評価概要 

地震による保管場所への影響について，中越沖地震時の

被害状況（別紙 2 参照）も踏まえた上で網羅的に①～⑧の

被害要因について評価した結果，第 5 表に示すとおり影響

のある被害要因はないことを確認した。被害要因に対する

詳細な確認結果については，「(4) 地震による保管場所へ

の影響評価」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 地震，津波による保管場所への影響評価概要 

地震に対する保管場所への影響について，2011 年東北地方

太平洋沖地震の被害状況（別紙(8)参照）も踏まえた上で網羅

的に(1)～(7)の被害要因について，第 4.2－1 表に示すとお

り，影響のある被害要因はないことを確認した。被害要因に対

する詳細な確認内容については，「4.3 地震による保管場所

の影響評価」に示す。 

また，敷地遡上津波に対する保管場所への影響については，

敷地西側の高所 2箇所（T.P.＋23m 及び T.P.＋25m）に設定す

る保管場所が敷地遡上津波による影響を受けないことを津波遡

上解析の結果により確認している。 

第 4.2－1図に敷地遡上津波時の最大浸水深分布を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地震による保管場所への影響評価概要 

地震による保管場所への影響について，網羅的に①～⑦

の被害要因について評価した結果，第 3－3表に示すとお

り影響のある被害要因はないことを確認した。被害要因に

対する詳細な確認結果については，「（3）地震による保

管場所への影響評価」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-③の相違 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

本文-②の相違 
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第 5表 地震による保管場所への影響評価結果 第 4.2－1表 地震による保管場所への影響評価 

第 4.2－1図 敷地遡上津波時の最大浸水深分布 

第 3－3表 地震による保管場所への影響評価結果 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違による

表の内容の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

本文-④の相違 
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(4) 地震による保管場所への影響評価

1） 周辺構造物損壊による影響評価

①周辺構造物の損壊（建屋，鉄塔，主排気筒）

影響評価結果を第 6 表，第 6‐1 図，第 6‐2 図，

第 6‐3 図に示す。保管場所周辺には，損壊により影

響を及ぼすおそれのある建屋，主排気筒等の構造物は

ないことを確認した。 

4.3 地震による保管場所の影響評価 

4.3.1 周辺構造物損壊による影響評価 

【（1）周辺構造物の倒壊（建屋，送電鉄塔等），（2）周辺タン

ク等の損壊】

影響評価及び周辺構造物の配置を第 4.3.1－1 表，第 4.3.1

－1 図に示す。 

(3) 地震による保管場所への影響評価

ａ．周辺構造物損壊による影響評価

① 周辺構造物の損壊（建物，鉄塔等）

(a) 評価方針

周辺構造物の損壊に対する影響評価について，耐震

Ｓクラス又は基準地震動Ｓｓにより倒壊に至らないこ

とを確認し，外装材の影響がないことを確認した構造

物は，各保管場所へ影響を及ぼさないと評価する。 

耐震Ｓクラス又は基準地震動Ｓｓにより倒壊に至ら

ないことを確認し，外装材の影響がある建物について

は，外装材の落下による影響範囲を建物高さの半分と

して設定※する。 

上記以外の周辺構造物については，基準地震動Ｓｓ

により損壊するものとし，各保管場所の敷地が設定し

た周辺構造物の影響範囲に含まれるか否かを評価す

る。影響範囲は，構造物が根元から保管場所側に影響

するものとして設定する。 

(b) 評価結果

影響評価結果を第 3－4表に，保管場所ごとの対象

設備を第 3－2図(1)～(4)に示す。保管場所周辺の構

造物は，基準地震動Ｓｓで倒壊しないように設計，又

は耐震評価により倒壊しないことを詳細設計段階にお

いて確認する。また，損壊する可能性が否定できない

構造物においては損壊による影響範囲が保管場所外で

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，保管場

所に影響を及ぼすおそれ

のある主排気筒はないた

め，鉄塔を代表として記

載 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，周辺タ

ンク等の損壊の評価は

「3.(3)②周辺タンク等

の損壊」に記載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価方

針を記載 
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荒浜側高台保管場所の近傍には送電鉄塔が設置され

ているが，鉄塔基礎の安定性に影響を及ぼす要因につ

いて評価を行い，影響がないことを確認している。ま

た，更なる安全性向上のための対策として，新新潟幹

線 No.1 及び南新潟幹線 No.1 送電鉄塔基礎の補強及び

送電鉄塔周辺法面の補強を実施し，信頼性を向上させ

ている（別紙 5 参照）。 

同保管場所近傍の上空には送電線が架線されている

が，万一，送電鉄塔が倒壊した場合であっても，送電

線による影響のない範囲を保管場所としている。な

お，万一に備え，電線カッターを配備している。 

西側保管場所の近傍には送電鉄塔が設置されているが，鉄

塔基礎の安定性に影響を及ぼす要因について評価を行い，影

響がないことを確認した。（別紙（12）参照） 

同保管場所近傍の上空には送電線が架線されているが，送

電鉄塔が倒壊した場合であっても，送電線による影響のない

範囲を保管場所とする。 

なお，送電鉄塔間の水平距離確保のために送電鉄塔を移設

する際は，倒壊した送電鉄塔及び送電線が保管場所に干渉し

ない位置に移設する。 

さらに，同保管場所近傍には緊急時対策所建屋が設置され

るが，緊急時対策所建屋はＳＳ機能維持であることから，保管

場所に影響がないことを確認した。 

また，西側保管場所下部に埋設される可搬型設備用軽油タン

ク及び隣接する緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク，並び

に南側保管場所近傍に埋設される可搬型設備用軽油タンクはＳ

Ｓ機能維持※であることから，保管場所に影響がないことを確

認した。 

あることから損壊による影響はないことを確認した

（別紙(28)参照）。 

第１保管エリア周辺には，免震重要棟，免震重要棟

遮蔽壁，緊急時対策所，統合原子力防災ＮＷ用屋外ア

ンテナ，非常用ろ過水タンク，通信用無線鉄塔がある

が，基準地震動Ｓｓにより倒壊しない設計とする。ま

た，損壊する可能性が否定できない建物，構築物等の

構造物は，損壊に対して十分な離隔距離をとることか

ら，保管場所の可搬型設備への影響はない。 

第２保管エリア周辺には，輪谷貯水槽（西１／西

２）があるが，基準地震動Ｓｓにより倒壊しない設計

とする。 

同保管場所周辺には，220kV 第二島根原子力幹線

No.1 鉄塔及び 220kV 第二島根原子力幹線 No.2 鉄塔が

設置されているが，鉄塔基礎の安定性に影響を及ぼす

要因について評価を行い，影響がないことを確認して

いる（別紙(4)参照）。また，更なる安全性向上のた

めの対策として，220kV 第二島根原子力幹線 No.1 鉄

塔及び 220kV 第二島根原子力幹線 No.2 鉄塔の基準地

震動Ｓｓにおける耐震評価を行い，地震時においても

鉄塔が倒壊しない設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の第１保管

エリアの評価結果を記載

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の第２保管

エリアの評価結果を記載

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，耐震評

価の結果を踏まえ，保管

場所に影響を与えないよ

うな設計とする 

・設備の相違

【東海第二】 

 東海第二の保管場所評

価結果 
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5 号炉東側保管場所周辺には，5 号炉原子炉建屋，5 

号炉原子炉格納容器圧力逃し装置遮蔽壁，5 号炉主排

気筒があるが，地震による影響がないことを確認して

いる。 

5 号炉東側第二保管場所の東側には連絡通路がある

が，損壊に対し十分な離隔距離をとることから，保管

場所の可搬型設備への影響はない。 

第 6表 周辺構造物損壊による保管場所への影響評価結果 

※ 耐震Ｂ，Ｃクラスの機器又はＳＡ設備において，基準地震

動ＳＳで耐震評価を行い，耐震性が確認された機器を指す 

第 4.3.1－1 表 周辺構造物倒壊時の影響評価 

第３保管エリア周辺には，構造物がないことを確認

している。 

第４保管エリア周辺には，損壊する可能性が否定で

きない建物，構築物等の構造物があるが，損壊に対し

て十分な離隔距離をとることから，保管場所の可搬型

設備への影響はない。 

外装材以外の部材等については，保管場所に影響を

及ぼさない設計とする（別紙(37)参照）。 

※：外装材の落下による影響範囲は，平成 20 年 4 月

1 日に国土交通省住宅局建築指導課長より出され

た，「建築基準法施行規則の一部改正等の施行に

ついて（技術的助言）」を参考に，設定する。 

第 3－4表 周辺構造物損壊による保管場所への影響評価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の第３保管

エリアの評価結果を記載

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 の保管場所評

価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の第４保管

エリアの評価結果を記載

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，外装材

以外の部材について考慮 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価方

針のうち外装材の落下に

よる影響範囲の考え方を

記載 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違による

表の内容の相違 
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第 4.3.1－1 図 周辺構造物の配置図 

第 3－2 図(1) 第１保管エリア 

第 3－2 図(2) 第２保管エリア 
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第 3－2 図(3) 第３保管エリア 

第 3－2 図(4) 第４保管エリア 
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②周辺タンクの損壊 

 

 

 

 

 

 

保管場所近傍にある溢水源となる可能性のあるタン

クの配置を第 6‐4 図，第 6‐5 図に示す。溢水源とな

る可能性のあるタンクについて評価を実施し，第 7 

表，第 8 表に示すとおり保管場所に影響がないことを

確認した。 

 

荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所につい

ては，屋外タンクと保管場所のの位置関係（標高が大

きく異なる）より影響を受けない。 

5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所に

ついては，屋外タンクからの溢水を考慮した場合にお

いても，周辺の空地が平坦かつ広大であり，周辺の道

路上及び排水設備を自然流下し，拡散すること，タン

クと保管場所の間には建物等の障害物があり，溢水し

たタンクからの水が直接保管場所へ到達しづらいこ

と，また，保管する可搬型設備は，周辺地表面上に

30cm の浸水が生じた場合であっても機能に影響がない

設計とすることから，周辺タンクの損傷による影響を

受けない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 周辺タンク等の損壊 

(a) 評価方針 

周辺タンクの損壊による火災，薬品，溢水による影

響が及ぶ範囲に各保管場所の敷地が含まれるか否かを

評価する。 

 

(b) 評価結果（可燃物施設の損壊） 

保管場所に影響を及ぼす可能性のある可燃物施設の

配置及び火災想定施設の火災発生時における放射熱強

度を第 3－3図(1)～(4)に示す。 

第１保管エリアについて，緊急時対策所用燃料地下

タンク及びガスタービン燃料地下タンクは地下式のタ

ンクであり保管場所への影響はない。 

第２保管エリア周辺にガスタービン発電機用軽油タ

ンクがあるが，基準地震動Ｓｓにより損壊しないこと

を詳細設計段階において確認する（別紙(28)参照）。 

第３保管エリア周辺に，可燃物施設はないことか

ら，影響はない。 

第４保管エリアについて，３号炉主要変圧器，重油

タンク，補助ボイラサービスタンクの火災が発生した

場合でも，保管場所からの離隔距離が確保されてお

り，影響はない（別紙(6)参照）。 

 

(c) 評価結果（薬品タンクの損壊） 

保管場所周辺に，薬品タンクはないことから，影響

はない。 

 

 

(d) 評価結果（タンクからの溢水） 

保管場所の最大浸水深は第４保管エリアにおける約

21cm であり，可搬型設備の機関吸気口及び排気口高

さ以下（別紙(8)）であり，可搬型設備は機能喪失し

ないため，影響はない（別紙(33)）。 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，影響評

価対象に貯水槽も含むた

め「等」を記載 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，周辺タン

ク等の損壊評価を第

「4.3.1 (2)周辺タンク

等の損壊」に記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，評価方

針を記載。また，可燃物

施設の損壊，薬品タンク

の損壊，タンクからの溢

水について，項目毎に評

価結果を記載 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

プラントの相違に伴う

評価結果の相違 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，可搬型

設備の機関吸気口及び排

気口高さを示す別紙(8)

及び屋外タンク溢水時の

影響等を示す別紙(33)と

の関連を記載 
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第 7表 溢水タンク漏えい時被害想定 

第 8表 周辺構造物損壊による保管場所への影響評価結果 第 3－5表 周辺タンク等の損壊による保管場所への 

影響評価結果 

第 3－3 図(1) 第１保管エリア 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

プラントの相違による

表の内容の相違 
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第 3－3 図(2) 第２保管エリア 

第 3－3 図(3) 第３保管エリア 

第 3－3 図(4) 第４保管エリア 
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2） 周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりに対する影響評価

③周辺斜面の崩壊，④敷地下斜面のすべり

a. 評価方法

第 7‐1 図に周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりに対す

る影響評価フローを示す。 

保管場所の周辺斜面については，全斜面が崩壊するものと仮

定し，崩壊後の堆積土砂形状（以下「崩壊形状」という。）を予

測した上で，保管場所が崩壊後の堆積土砂による影響範囲内に

入らないように必要な離隔を確保していることを確認する。ま

た，保管場所の敷地下斜面については，基準地震動によるすべ

り安定性評価を実施し，保管場所がすべり線の影響範囲内に入

らないように必要な離隔を確保していることを確認する。 

4.3.2 周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりに対する影響評

価 

【（3）周辺斜面の崩壊，（4）敷地下斜面のすべり】 

(1) 評価方法

周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりによる影響につ

いては，以下の方法ですべり安定性評価を行い，評価基準

と比較することにより評価を行う。影響評価においては，

周辺斜面の崩壊により保管場所が土砂流入の影響を受けな

いこと，また，保管場所の敷地下斜面の安定性が確保され

ていることを確認する。 

 第 4.3.2－1 図に周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべ

りに対する影響評価フローを示す。 

第 4.3.2－1 図 周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面の 
すべりに対する影響評価フロー 

ｂ．周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりに対する影響評

価 

③ 周辺斜面の崩壊，④ 敷地下斜面のすべり

(a) 評価方法

保管場所の周辺斜面及び敷地下斜面について，基準地

震動Ｓｓによるすべり安定性評価を実施する。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，斜面高

さ，勾配等の影響要因の

観点及び簡便法から，安

定性が厳しいと考えら

れる評価対象斜面及び

対策工を実施した斜面

において基準地震動Ｓ

ｓによる安定解析を実

施し，全斜面の安定性を

確認しているのに対し，

柏崎6/7は斜面の崩壊を

前提とした影響評価を

行っている（以下，本文

-⑤の相違）

【東海第二】 

 東海第二は，代表斜面

において基準地震動Ｓ

ｓによる安定解析を実

施し，斜面高さ，勾配等

の観点から，安定性が確

保されていると考えら

れる斜面以外は崩壊を

前提とした影響評価を

行っている（以下，本文

-⑥の相違）
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【周辺斜面の崩壊後及び敷地下斜面の崩壊形状】 

・斜面の崩壊形状としては，安息角と内部摩擦角の関係※1 及

び土砂の移動時の内部摩擦角の下限値※2 を考慮し，崩壊形

状の勾配を 15°と設定する。 

・すべり線が大きいほど，崩壊後の堆積土砂の到達距離は長く

なり，崩壊形状の法肩位置は崩壊前の斜面形状の法肩位置に

近づくことから，崩壊前の斜面形状の法肩位置を基点にして，

勾配が 15°となる崩壊形状を保守的に設定した（別紙 33 参

照）。 

※1 土質工学会：技術手帳 1,1978

※2 砂防フロンティア整備推進機構：土砂災害防止に関する基

礎調査の手引き，2001 ほか 

【敷地下斜面のすべり安定性評価】 

斜面形状，斜面高さ等を考慮して検討断面を選定し，基準地

震動に対する地震応答解析を二次元動的有限要素法により行

う。地震応答解析は周波数応答解析手法を用い，等価線形化法

によりせん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性を考慮す

る。地震時の応力は，静的解析による常時応力と地震応答解析

による動的応力を重ね合わせることにより算出する。 

なお，静的解析には解析コード「stress_nlap Ver2.8」を，

地震応答解析には解析コード「Super FLUSH /2DJB Ver4.0」を，

すべり計算には解析コード「suberi_sf Ver.2」を使用する。 

各保管場所の周辺斜面及び敷地下斜面を第 7‐2 図に示す。 

評価対象断面は，荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所

については斜面形状，斜面高さ等を考慮して汀線直交方向の断

面を，5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所につい

ては周辺斜面と直交する断面を選定した。 

ａ．評価断面の抽出 

 評価断面については，保管場所周辺における斜面の形状

及び高さ等を考慮して抽出する。保管場所の周辺斜面の崩

壊及び敷地下斜面のすべりに対する影響評価断面の位置図

を第 4.3.2－2図，断面図を第 4.3.2－3図に示す。また，

評価断面の具体的な抽出方法を以下に示す。 

・西側保管場所の周辺斜面は，保管場所よりも高い位置に

【周辺斜面及び敷地下斜面のすべり安定性評価】 

斜面形状，斜面高さ等を考慮して検討断面を選定し，基準地

震動Ｓｓに対する地震応答解析を二次元動的有限要素法により

行う。地震応答解析は周波数応答解析手法を用い，等価線形化

法により土質材料のせん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存

性を考慮する。地震時の応力は，静的解析による常時応力と地

震応答解析による地震時増分応力を重ね合わせることにより算

出する。 

なお，静的解析には解析コード「s-stan Ver.20_SI」を，地

震応答解析には解析コード「ADVANF/Win Ver.4.0」を使用する。 

保管場所の周辺斜面及び敷地下斜面を第 3－4図に示す。 

評価対象断面については，保管場所の周辺斜面及び敷地下斜

面がアクセスルート周辺斜面を兼ねることから，アクセスルー

ト周辺斜面において検討する。（選定結果は「4. 屋外のアクセ

スルートの評価 (4)被害想定 ③周辺斜面の崩壊」を参照）

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

本文-⑤の相違 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，4．（4）

③周辺斜面の崩壊に記

載（以下，本文-⑦の相

違） 
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第 7‐1 図 周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりに 

対する影響評価フロー 

斜面はない。敷地下斜面は保管場所の東側に斜面高さ約

9.0m の斜面があるが，保管場所は斜面高さに対して十分

離れて（約 140m）いる（Ａ－Ａ断面）。また，最大高さ

約 4.5m の盛土で造成されていることから，当該箇所を敷

地下斜面として選定する（ｂ－ｂ断面）。 

・南側保管場所は，周辺斜面として高さが最も高い南側の

斜面（高さ約 4.0m）を評価対象斜面として選定する（Ｄ

－Ｄ断面）。敷地下斜面は保管場所の東側に斜面高さ約

13.0m の斜面があるが,保管場所は斜面高さに対して十

分離れて（約 100m）いる（Ｃ－Ｃ断面）。また，最大高

さ約 3.0m の盛土で造成されていることから，当該箇所を

敷地下斜面として選定する（ｄ－ｄ断面）。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

本文-⑤の相違 
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第 7‐2 図 各保管場所の周辺斜面及び敷地下斜面 

第 3－4図 保管場所の周辺斜面及び敷地下斜面 

第 4.3.2－2 図 保管場所の周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面の 

  すべりに対する影響評価断面位置図 
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第 4.3.2－3 図 保管場所の周辺斜面の崩壊及び 

敷地下斜面のすべりに対する影響評価断面図（1／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

本文-⑥の相違 
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第 4.3.2－3 図 保管場所の周辺斜面の崩壊及び 

敷地下斜面のすべりに対する影響評価断面図（2／2） 

 

ｂ．保管場所の安定性確認 

抽出された評価断面について,別紙（37）にて基準地震動

ＳＳに耐性があることを確認したＤ／Ｃの西側斜面と地

質・斜面形状の比較を実施し，基準地震動ＳＳに対する安定

性を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

本文-⑥の相違 
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【すべり安定性評価の基準値の設定】 

すべり安定性評価の評価基準値としては，「日本道路協会：道

路土工‐盛土工指針，2010」において，盛土の安定性照査につ

いて，「レベル 2 地震動に対する設計水平震度に対して，円弧

すべり面を仮定した安定解析法によって算出した地震時安全率

の値が 1.0 以上であれば，盛土の変形量は限定的なものにとど

まると考えられるため，レベル 2 地震動の作用に対して性能 2 

を満足するとみなしてよい。」と記載されている。 

また，性能 2 とは，「安全性及び修復性を満たすものであり，

盛土の機能が応急復旧程度の作業により速やかに回復できる。」

と記載されており，斜面に隣接する施設等に影響を与える規模

の崩壊ではなく修復可能な小規模の損傷であると判断される。 

本評価においては，水平・鉛直震度を同時に考慮した基準地

震動に対する動的解析により安全率 Fs が 1.0 以上であること

を評価基準値とする。 

 

解析モデルを第 7‐3 図，第 7‐4 図に示す。 

 

 

 

 

解析用地盤物性値は，基礎地盤安定性評価の物性値（「柏崎刈

羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉原子炉建屋等の基礎地盤及び

周辺斜面の安定性について」ほか）を用いる。 

 

 

また，入力地震動には，基準地震動 Ss を解析モデル下端

（T.M.S.L.-60m）まで引き上げた波形を用いる。なお，敷地内

の地震増幅特性を踏まえ，荒浜側高台保管場所及び大湊側高台

保管場所ともに荒浜側の基準地震動 Ss を用いる。荒浜側高台

保管場所の周辺斜面並びに 5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東

側第二保管場所の敷地下斜面については，該当する斜面がない

ことから，すべり安定性評価の対象から除く。 

ｃ．評価基準の設定 

保管場所の周辺斜面が，Ｄ／Ｃの西側斜面よりも斜面高

さが低く緩斜面であり，かつ，すべりが想定される範囲で

地質が同一であることを評価基準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【すべり安定性評価の基準値の設定】 

すべり安定性評価の基準値としては，「日本道路協会：道路土

工‐盛土工指針，2010」において，盛土の安定性照査について，

「レベル２ 地震動に対する設計水平震度に対して，円弧すべり

面を仮定した安定解析法によって算出した地震時安全率の値が

1.0 以上であれば，盛土の変形量は限定的なものにとどまると

考えられるため，レベル２ 地震動の作用に対して性能２を満足

するとみなしてよい。」と記載されている。 

また，性能２とは，「安全性及び修復性を満たすものであり，

盛土の機能が応急復旧程度の作業により速やかに回復できる。」

と記載されており，斜面に隣接する施設等に影響を与える規模

の崩壊ではなく修復可能な小規模の損傷であると判断される。 

本評価においては，水平動・鉛直動を同時に考慮した基準地

震動Ｓｓに対する動的解析により安全率 Fs が 1.0 を上回るこ

とを評価基準値とする。 

 

 

 

 

 

 

なお，解析用地盤物性値は，「島根原子力発電所２号炉 耐震

重要施設及び常設重大事故等対処施設の基礎地盤及び周辺斜面

の安定性評価について」の物性値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，すべり安

定性評価の基準値の設

定について別紙(37)に

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，解析モ

デルについて別紙(31)

に記載 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，解析用地

盤物性値について別紙

(37)に記載 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

基準地震動Ｓｓの相

違 

本文-⑤の相違 
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第 7‐3 図 荒浜側高台保管場所の解析モデル図 

 

 

第 7‐4 図 大湊側高台保管場所の解析モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．周辺斜面の崩壊後及び敷地下斜面のすべり後の堆積形状 

Ｄ／Ｃの西側斜面との比較・評価の結果,崩壊及びすべり

のおそれがある断面については，当該斜面が崩壊し，土砂

が流出するものと想定する。崩壊土砂の到達距離について

は,斜面高さと到達距離などの関係が整理されている各種

文献より，斜面高さの 2倍を崩壊土砂の到達距離とし，堆

積形状は崩壊前後の土砂量が等しくなるものとする。（別

紙（13）参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，解析モ

デルについて別紙(31)

に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

本文-⑥の相違 
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b. 評価結果 

周辺斜面の崩壊形状を第 7‐5 図，第 7‐6 図に，敷地下斜面

のすべり安定性評価結果を第 7‐7 図，第 7‐8 図に，周辺斜面

の崩壊及び敷地下斜面のすべりに対する影響評価結果を第9 表

に示す。 

保管場所が周辺斜面崩壊後の堆積土砂による影響範囲内に入

らないように必要な離隔を確保していること，及び，すべり安

全率が 1 を下回るすべり線の範囲を踏まえて，法肩から最大崩

壊範囲までの距離に対して2 割程度の裕度を持たせて保管場所

を設定することから，土砂流入及び敷地下斜面のすべりによる

可搬型設備の損壊，通行不能が発生しないことを確認した。さ

らに，保管場所の周辺斜面の法尻から 50m の範囲及び斜面高さ

の1.4 倍の高さの範囲には安定性評価の対象とすべき斜面がな

いことを確認している（別紙 39 参照）。 

なお，別紙2 に示すとおり中越沖地震時の敷地内の斜面には，

アクセス性に影響がある事象は発生していない。 

 

 

第 7‐5 図 大湊側高台保管場所周辺斜面の崩壊形状 

(2) 評価結果 

   保管場所の周辺斜面は，基準地震動ＳＳに対して耐性のあ

るＤ／Ｃの西側斜面と比較すると第 4.3.2－1 表のとおりす

べりが想定される範囲で地質は同一であり，緩斜面かつ斜面

高さが低いことから基準地震動ＳＳに対して裕度があり，崩

壊及びすべりは発生しないことを確認した。 

 また，保管場所の敷地下斜面は，盛土の施工において，改

良土等により，安定性が確認されている強度（地山（du 層）

相当）を確保する。 

 なお，保管場所は周辺斜面の法尻及び敷地下斜面の法肩か

ら 3m の離隔を確保して配置する。更に，可搬型設備を保管

するエリア（以下「保管エリア」という。）は，周辺斜面か

ら十分な離隔距離（南側保管場所 約 24m）を確保して，鉄筋

コンクリート床版を設置することとしている。 

評価結果を第 4.3.2－2表に示す。 

 

第 4.3.2－1 表 各保管場所及びＤ／Ｃの西側斜面の 

地質及び斜面形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価結果 

周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面のすべりに対する影響

評価結果を第 3－6表に示す。 

保管エリアの周辺斜面及び敷地下斜面を対象としたす

べりに対する安定性評価の結果，評価対象斜面の最小す

べり安全率は評価基準値を上回っていることを確認し

た。（安定性評価結果については，「4．屋外のアクセスル

ートの評価 (4)被害想定 ③周辺斜面の崩壊」を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 本文-⑤の相違 

【東海第二】 

本文-⑥の相違 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-⑦の相違 
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第 7‐6 図 5 号炉東側保管場所及び 

5 号炉東側第二保管場所周辺斜面の崩壊形状 

 

 

第 7‐7 図 荒浜側高台保管場所の敷地下斜面の 

すべり安定性評価結果 

 

第 7‐8 図 大湊側高台保管場所の敷地下斜面の 

すべり安定性評価結果 

 

第 9 表 周辺斜面の崩壊及び敷地地下斜面の 

すべりに対する影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3.2－2 表 周辺斜面の崩壊及び 

   敷地下斜面のすべりに対する影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3－6 表 保管場所周辺斜面の崩壊及び敷地下斜面の 

すべりに対する影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違によ

る表の内容の相違 
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3） 沈下等に対する影響評価

⑤液状化及び揺すり込みによる不等沈下・傾斜，液状化に伴う

浮き上がり 

a. 評価方法

第 8‐1 図に不飽和地盤及び飽和地盤の沈下量算出フロー

を示す。 

荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所は，砂質地

盤，盛土地盤からなることから，不等沈下及び傾斜に対す

る評価を実施する。 

5 号炉東側保管場所は，杭を介して岩盤に支持させてい

ることから，不等沈下及び傾斜に対する評価対象から除

く。 

5 号炉東側第二保管場所は，主に粘性土からなり，液状

化は想定されないものの，保守的に液状化するものと想定

し，不等沈下及び傾斜に対する評価を実施する。 

沈下の影響因子としては，飽和地盤の液状化によるもの

と，不飽和地盤の揺すり込みによるものを想定する。 

4.3.3 沈下に対する影響評価 

【(5)液状化及び揺すり込みによる不等沈下】 

(1) 評価方法

第 4.3.3－1図に飽和地盤及び不飽和地盤の沈下量算

出フローを示す。 

 保管場所は，砂質地盤（盛土・埋戻土（fl），du 層，

D2s－3 層，D2g－3層及び D1g－1層）等からなることか

ら，不等沈下及び傾斜に対する評価を実施する。 

 沈下の影響因子としては，飽和砂質地盤の液状化によ

るものと，不飽和砂質地盤の揺すり込みによるものを想

ｃ．沈下等に対する影響評価 

⑤ 液状化及び揺すり込みによる不等沈下・傾斜，液状化

に伴う浮き上がり 

(a) 評価方法

保管場所の埋戻土（掘削ズリ）の範囲を第 3－5図に

示す。第１保管エリアでは埋戻土及び切土地盤（岩

盤）上に，第２保管エリアでは埋戻土上に設置された

輪谷貯水槽（西１／西２）上に，第３保管エリアでは

切土地盤（岩盤）上に可搬型設備を保管する。また，

第４保管エリアでは埋戻土上を避けて切土地盤（岩

盤）上に可搬型設備（α及び予備を除く）を保管す

る。 

また，第 3－7図に不飽和地盤及び飽和地盤の沈下量

算出フローを示す。 

第１保管エリアは，敷地造成による切土地盤（岩

盤）からなるが，一部に埋戻部が存在することから，

不等沈下及び傾斜に対する評価を実施する。 

第２保管エリアは，盛土地盤に支持された輪谷貯水

槽（西１／西２）の上であることから，不等沈下及び

傾斜に対する評価を実施する。 

第３保管エリアの可搬型設備は，切土地盤（岩盤）

上に保管することから，不等沈下及び傾斜に対する評

価対象から除く。 

第４保管エリアの可搬型設備（α及び予備を除く）

は，切土地盤（岩盤）上に保管し，切土地盤（岩盤）

上及びコンクリート置換部を走行することから，不等

沈下及び傾斜に対する評価から除く。 

沈下の影響因子としては，飽和地盤の液状化による

ものと，不飽和地盤の揺すり込みによるものを想定す

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，一部

に埋戻部が存在する第

１保管エリア及び輪谷

貯水槽（西１／西２）

の上に設定される第２

保管エリアの評価を実

施（以下，本文-⑧の相

違） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，切土

地盤（岩盤）であるた

め評価対象から除いて

おり，理由が異なる 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，可搬

型設備が埋戻部を走行

する場合は対策を実施

するため，評価しない 
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・飽和地盤の液状化による沈下量は，最大せん断ひずみと体積

ひずみの関係※2 から沈下率(B)を設定し，飽和層の厚さ(h2)

を乗じて沈下量を算出する。

・不飽和地盤の揺すり込みによる沈下量は，中越沖地震後に原

子炉建屋周辺で実施した室内試験に基づくせん断応力と体積

ひずみの関係※1 から沈下率(A)を設定し，不飽和層の厚さ

(h1)を乗じて沈下量を算出する。 

・液状化及び揺すり込みによる沈下により保管場所に発生する

地表面の傾斜及び段差量の評価基準値については，緊急車両

が徐行により登坂可能な勾配（15%※3）及び走行可能な段差

量（15cm※4）とする。

※2 Kenji Ishihara，Mitsutoshi Yoshimine：Evaluation

of settlements in sand deposits 

followingliquefaction during earthquakes，Soils 

and Foundations，1992 

※1 北爪 貴史，酒井 俊朗，佐藤 博，佐藤 正行：繰返し

せん断による不飽和砂質土の体 積収縮特性と沈下量

推定に関する基礎的検討，土木学会論文集 C（地圏工

学），2012 

※3 濱本 敬治，上坂 克巳，大脇 鉄也，木下 立也，小林

寛：小規模道路の平面線形及び縦断勾配の必要水準に

定する。 

・飽和砂質地盤の液状化による沈下量は，一次元有効応

力解析による残留変位（C）と，Ishihara et al.

（1992）※1の体積ひずみと液状化抵抗の関係から沈下

率（B）を設定し，飽和砂質土層の厚さ（h2）を乗じ

た沈下量を足し合わせて算出する。

・不飽和砂質地盤の揺すり込みによる沈下量は，鉄道構

造物等設計標準・同解説 耐震設計※2に示されている

方法に基づき算定した沈下量から沈下率（A）を設定

し，不飽和砂質土層の厚さ（h1）を乗じて算出する。

※1 Kenji Ishihara and Mitsutoshi Yoshimine

（1992）:Evaluation Of Settlements In Sand 

Deposits Following Liquefaction During 

Earthquakes;Solis And Foundations 

Vol32,No.1,173-188 

※2 鉄道総合技術研究所編（1999）：鉄道構造物等

設計標準・同解説 耐震設計，p.323 

る。 

・飽和地盤の液状化による沈下量は，最大せん断ひ

ずみと体積ひずみの関係※1から沈下率(A)を設定

し，飽和層の厚さ(h1)を乗じて沈下量を算出す

る。 

・不飽和地盤の揺すり込みによる沈下量は，海野ら

※2の知見を採用し，安全側に飽和地盤が完全に液

状化した後の再圧密による体積収縮量と等しいと

仮定して沈下率(B)を設定し，これに不飽和地盤

の厚さ（h2）を乗じて算出する。 

・液状化及び揺すり込みによる沈下により保管場所

に発生する地表面の傾斜及び段差量の評価基準値

については，緊急車両が徐行により登坂可能な勾

配（15%※3）及び走行可能な段差量（15cm※4）とす

る。 

※1 Kenji Ishihara，Mitsutoshi Yoshimine：Evaluation

of settlements in sand deposits following 

liquefaction during earthquakes，Soils and 

Foundations，1992 

※2 海野 寿康，風間 基樹，渦岡 良介，仙頭 紀明：同一

繰返しせん断履歴における乾燥砂と飽和砂の体積収縮

量の関係，土木学会論文集 C，2006 

※3 濱本 敬治，上坂 克巳，大脇 鉄也，木下 立也，小林

寛：小規模道路の平面線形及び縦断勾配の必要水準に

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に最大せん断

ひずみと体積ひずみの

関係から沈下量を算出 

（以下，本文-⑨の相

違） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，海野

らの知見に基づき不飽

和地盤の揺すり込み沈

下率を設定（以下，本

文-⑩の相違） 

・記載方針の相違

【東海第二】 

東海第二は，4.3.3 

(1)ｆ．に記載

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に登坂可能な

勾配（15%）を設定（以

下，本文-⑪の相違） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑩の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】
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関する基礎的検討，国土技術政策総合研究所資料，

2012 

※4 依藤 光代，常田 賢一：地震時の段差被害に対する補

修と交通開放の管理・運用方法について,平成 19 年度

近畿地方整備局研究発表会，防災・保全部門，2007 

荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所，5 号炉東側

第二保管場所には地中埋設構造物が存在しないこと，5 号

炉東側保管場所は杭を介して岩盤に支持させていることか

ら，液状化に伴う地中埋設構造物の浮上がりによる影響は

ない。 

各保管場所における液状化及び揺すり込み沈下による不

等沈下に対する影響評価断面の位置図及び断面図を第 4.3.3

－2 図に示す。なお，保管エリアは，路面を補強するため鉄

筋コンクリート床版を設置する計画である。 

鉄筋コンクリート床版は，液状化等に伴う不等沈下や，

地震時や竜巻時の可搬型設備の荷重に対し，可搬型設備の

保管に十分耐え得る構造として，厚さ 1m 程度の床版とす

る。なお，別紙(38)を踏まえた，b.砂質地盤に液状化を仮

定した噴砂による不陸については，鉄筋コンクリート床版

による路面補強を行うため影響はない。 

関する基礎的検討，国土技術政策総合研究所資料，

2012 

※4 依藤 光代，常田 賢一：地震時の段差被害に対する補

修と交通開放の管理・運用方法について,平成 19 年度

近畿地方整備局研究発表会，防災・保全部門，2007 

第２保管エリアには，半地下構造物である輪谷貯水

槽（西１／西２）があることから，液状化に伴う地中

埋設構造物の浮き上がりに対する評価を実施する。 

第１保管エリア，第３保管エリア及び第４保管エリ

アには，地中埋設構造物が存在しないことから，液状

化に伴う地中埋設構造物の浮き上がりによる影響はな

い。 

別紙(32)を踏まえた，b.液状化を仮定した噴砂によ

る不陸については，第２保管エリアは輪谷貯水槽（西

１／西２）の上であること，第３保管エリアは切土地

盤（岩盤）により構成されること，第４保管エリアの

可搬型設備（α及び予備を除く）は，切土地盤（岩

盤）上に保管し，通行範囲の埋戻部はあらかじめコン

クリート置換等の対策を実施することから，噴砂によ

る不陸の影響はない。一方で，第１保管エリアは一部

に埋戻部が存在することから，詳細設計段階において

決定する地下水位が埋戻部下端以浅となる場合，噴砂

による不陸の影響の評価を実施し，不陸の発生が想定

される場合は，あらかじめ路盤補強等の対策を行う。 

東海第二は，4.3.3 

(1)ｆ．に記載

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑪の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

東海第二は，4.3.3 

(1)ｄ．に記載

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

本文-⑧の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，

3.(4)c.(b) 傾斜の評価

結果 に記載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，東海

第二と同様に敷地の地

質・地質構造の特徴及

び想定されるリスクに

ついて検討 
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保管エリアの路面補強のイメージを第 4.3.3－3図に示

す。 

第 4.3.3－1 図 飽和地盤及び不飽和地盤の沈下量算出フロー 

第3－6図に噴砂による不陸の対策例を示す。 

第3－5図(1) 第１保管エリア 

第3－5図(2) 第２保管エリア 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，第 3－

7図に記載 

58



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 4.3.3－2 図 各保管場所における液状化及び揺すり込み沈下

による不等沈下に対する影響評価断面の位置図及び断面図 

第 4.3.3－3 図 保管エリアの路面補強のイメージ 

第3－5図(3) 第３，４保管エリア 

第3－6図 噴砂による不陸の対策例 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，

3.(4)c.⑤(b) 傾斜の評

価結果に記載 

鉄筋コンクリート床版
砕石

埋戻部

地山
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【液状化による沈下量及び揺すり込みによる沈下量の算出の考

え方】 

・液状化については，地下水位以深の飽和地盤（埋戻土，

新期砂層・沖積層，番神・大湊砂層，古安田層※5（保守

的に粘性土層も含む））を，すべて液状化による沈下の

対象層として沈下量を算出する。

・揺すり込みについては，地表～地下水位以浅の不飽和地

盤を，すべて揺すり込みによる沈下の対象層として沈下

量を算出する。

・液状化と揺すり込みによる沈下量の合計を総沈下量とす

る。

※5 安田層下部層の MIS10～MIS7 と MIS6 の境界付近の堆

積物については，本資料では『古安田層』と仮称する。 

第 8‐1 図 不飽和地盤及び飽和地盤の沈下量算出フロー 

【揺すり込みによる沈下量の算出法】 

地下水位以浅の不飽和地盤の揺すり込み沈下量の算出方

法を第 8‐2 図に示す。 

揺すり込み沈下量は，中越沖地震後に原子炉建屋周辺の

不飽和地盤を対象に実施した繰り返しせん断試験結果から

得られたせん断応力，繰り返し回数，体積ひずみとの関係

に基づいて沈下率を設定し，これに不飽和地盤の厚さを乗

じて算出する。 

揺すり込み沈下量の算出に当たっては，基準地震動が大

き い 荒 浜 側 で ， 標 高 や 地 層 構 成 が 異 な る 4 地 点

（T.M.S.L.+5m，+13m，+37m）を選定し，それぞれの地点で

基準地震動による一次元等価線形解析（第 8‐3 図）を実施

ａ．液状化による沈下量及び揺すり込みによる沈下量の算

出の考え方 

・液状化については，地下水位以深の飽和砂質地盤を，全

て液状化による沈下の対象層として沈下量を算出する。

・揺すり込みについては，地表～地下水位以浅の不飽和砂

質地盤を，全て揺すり込みによる沈下の対象層として沈

下量を算出する。

・液状化と揺すり込みによる沈下量の合計を総沈下量とす

る。

【液状化による沈下量及び揺すり込みによる沈下量の算出の考

え方】 

・液状化については，地下水位以深の飽和地盤（埋戻土

（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層及び旧表土）

を，保守的にすべて液状化による沈下の対象層として沈

下量を算出する。 

・揺すり込みについては，地表～地下水位以浅の不飽和地

盤を，すべて揺すり込みによる沈下の対象層として沈下

量を算出する。

・液状化と揺すり込みによる沈下量の合計を総沈下量とす

る。

第 3－7図 不飽和地盤及び飽和地盤の沈下量算出フロー 

・記載方針の相違

【東海第二】 

東海第二は，第 4.3.3

－1 図に記載 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑨の相違 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑩の相違 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，【液

状化による沈下量の算

出法】の後に記載 

地下水位条件の設定

地下水位以深の飽和地盤 地下水位以浅の不飽和地盤

過剰間隙水圧の消散に伴
う沈下率を相対密度と液状
化後の体積ひずみとの関係
から算出

海野らの知見を採用し，
不飽和地盤の沈下率の設定
に当たっては，安全側に飽
和地盤が完全に液状化した
後の再圧密による体積収縮
量と等しいと仮定して沈下
率を算出

地盤の沈下量
s1＝h1×A%＋h2×B%

地中埋設構造物位置に生じる沈下量
s2＝(h1－h3)×A%＋(h2－h4)×B%

段差(相対沈下量) 
δ＝s1－s2＝h3×A%＋h4×B%

飽和地盤

不飽和地盤

地下水位

h2

h1

h4

h3

δ

s2
s1

道路面(地震前)

道路面(地震後)

地中埋設
構造物
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し，沈下率を算出した。 

地下水位以浅の不飽和地盤の揺すり込み沈下量の算出結

果を第 10‐1 表に示す。 

沈下率（沈下量/不飽和地盤の厚さ）は，バラツキがある

ものの，全て 2%以下となっていることから，保守的に 2%と

設定した。 

第 8‐2 図 不飽和地盤の揺すり込みによる沈下率の算出法 
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第 8‐3 図 不飽和地盤の揺すり込みによる沈下率を算出した 

地点と解析モデル 

第 10‐1 表 不飽和地盤の揺すり込みによる沈下率算出結果 
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【液状化による沈下量の算出法】 ｂ．液状化による沈下量の算出法 

・液状化による沈下量は，液状化を含めた地震時の地盤の

変形とその後の排水沈下を想定する。前者は有効応力解

析による地震時の残留変位により算出し，後者は液状化

後の排水に伴う沈下量を算出する。両者を合算して液状

化による沈下量とする。 

① 一次元有効応力解析による地震時の残留変位

 保管場所の地震時の残留変位は，有効応力解析

(FLIP)により算出する。西側及び南側保管場所直下の

地質・地質構造はおおむね水平成層になっていること

から，一次元モデルにより検討を行う。西側及び南側

保管場所のそれぞれ１点を選定し，それぞれの地点で

の基準地震動ＳＳによる残留変位を算出する（第

4.3.3－2図及び第 4.3.3－4 図）。（別紙（39）参

照） 

 一次元有効応力解析に用いる解析用物性値は，地盤

調査結果及び室内試験により得られた各地層の物性値

を用いる。当該箇所に分布する飽和砂質地盤（盛土・

埋戻土（fl），du層，D2s－3層，D2g－3 層及び D1g

－1 層）の液状化パラメータについては，液状化現象

を考慮できるよう室内試験で得られた液状化強度の平

均と標準偏差を適切に考慮して設定する（第 4.3.3－

5 図）。 

一次元有効応力解析の解析モデルは，地表面から

T.P.－100m とした。解析モデルの境界条件として

は，静的解析においては底面は固定境界及び側方は水

平変位拘束（鉛直ローラー境界と同等の条件）とし，

動的解析においては底面は粘性境界及び側方は周期境

界とする。また，解析要素分割における要素の最大高

さは，考慮するせん断波の波長を適切に分割できるよ

う設定する。なお，最小要素高さについては 1m程度

を目安とした。地震動は，解析モデル下端に入力し，

入力地震動は，解放基盤表面で定義された基準地震動

ＳＳをモデル下端位置まで一次元波動論により立ち上

げたものを用いる（第 4.3.3－6 図）。 

【液状化による沈下量の算出法】 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑨の相違 
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第 4.3.3－4 図 一次元有効応力解析モデル 

第 4.3.3－5 図 液状化強度特性 
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第 8‐4 図に最大せん断ひずみと体積ひずみの関係

（Ishihara et al.，1992）を，第 10‐2 表に液状化対象層

の相対密度の調査結果（別紙 34 参照）を，第 8‐5 図に想

定する沈下率を示す。 

・飽和地盤の液状化後の排水に伴う沈下については，地震

時の最大せん断ひずみと地震後の体積ひずみ（沈下率）

の関係（Ishihara et al.，1992）を用いて設定する。

・相対密度は，埋戻土，新期砂層・沖積層，古安田層中の

砂層の調査結果から，保守的に 80%とする。

・沈下率は，保守的に地震時の最大せん断ひずみを考慮せ

ず，最大値を踏まえて 2%とする。

第 4.3.3－6 図 保管場所の解析モデルの概念図 

② 液状化後の排水に伴う沈下量

第 4.3.3－7図に体積ひずみと液状化抵抗の関係

（Ishihara et al.1992）及び想定する沈下率を示

す。 

・液状化後の排水に伴う沈下については, (Ishihara et

al.1992）に示されている液状化の対象となる細粒分

含有率が 35％以下（Clean sands）の体積ひずみと液

状化抵抗の関係を用いて設定する。 

・相対密度（Dr）は，保管場所周辺に分布する飽和砂質

地盤の調査結果から，保守的に最も相対密度の小さい

D2s－3 層の相対密度 71.7％を全ての対象層に適用す

る。（別紙（40）参照） 

・沈下率（B）は体積ひずみと液状化抵抗の関係と相対

密度より，一次元有効応力解析の結果に依らず，保守

的に最大せん断ひずみレベルの体積ひずみである

第 3－8図に最大せん断ひずみと体積ひずみの関係

（Ishihara et al.，1992）を，第 3－7表に液状化対象層

の相対密度の調査結果（別紙(29)参照）を，第 3－9図に想

定する沈下率を示す。なお，埋戻土（粘性土）及び旧表土

は，粘性土を含むため液状化しないが，保守的に埋戻土

（掘削ズリ）に置き換えて沈下量を算出する。砂礫層は，

粒径加積曲線が埋戻土（掘削ズリ）と同様な傾向を示すこ

とから，埋戻土（掘削ズリ）に置き換えて沈下量を算出す

る。 

・飽和地盤の液状化後の排水に伴う沈下については，地

震時の最大せん断ひずみと地震後の体積ひずみ（沈下

率）の関係（Ishihara et al.，1992）を用いて設定す

る。 

・相対密度は，埋戻土（掘削ズリ）の調査結果から，平

均で 71.3%となり，ばらつきを考慮すると 54.1%とな

る。 

・沈下率は，保守的に地震時の最大せん断ひずみを考慮

せず，相対密度の平均値 71.3%から 2.5%となるが，ば

らつきを考慮して算出した相対密度 54.1%から保守的に

・地盤の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，埋戻

土（掘削ズリ）の沈下

率をもとに沈下量を算

出（以下，本文-⑫の相

違） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は相対密

度のばらつきを考慮す

る 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は相対密
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第 8‐4 図 最大せん断ひずみと体積ひずみの関係（Ishihara et 

al.，1992） 

2.0％と設定し，飽和砂質地盤の地層厚（h2）を乗じ

て沈下量を算出する。 

3.5%とする。 

第 3－8図 最大せん断ひずみと体積ひずみの関係（Ishihara et 

al.，1992） 

度のばらつきを考慮し

た相対密度から沈下率

を設定 
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第 10‐2 表 液状化対象層の相対密度調査結果 

第 8‐5図 想定する沈下率 第 4.3.3－7 図 体積ひずみと液状化抵抗の関係及び想定する沈

下率 

第 3－7表 液状化対象層の相対密度調査結果 

最大せん断ひずみと体積ひずみの関係（Ishihara et al.，

1992） 

第 3－9 図 想定する沈下率 

・地盤の相違

【柏崎 6/7】 

本文-⑫の相違 

・地盤の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑫の相違 

地層 
相対密度［%］ 備考 

（調査位置） 平均 平均-σ 

埋戻土（掘削ズリ） 71.3 54.1 防波壁周辺 

液状化による沈下：沈下率 3.5% 
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ｃ．揺すり込みによる沈下量の算出法 

地震時の地下水位以浅の不飽和地盤の揺すり込み沈下

量の算定方法を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

沈下量は,各検討箇所での基準地震動ＳＳによる一次元

等価線形解析を実施し，地震前後のせん断弾性係数から

算定した。一般的な弾性論でのせん断弾性係数と変形係

数の関係は以下の式で示される。 

  
 

 (   )
  

ここで， :せん断弾性係数（kN／m２） 

Ｅ：変形係数（kN／m２） 

ν：動ポアソン比 

である。 

第 4.3.3－2 図及び第 4.3.3－4図に揺すり込み沈下量

を算出した地点と解析モデルの概念図を示す。 

第 4.3.3－1 表に各検討箇所の揺すり込み沈下率の算定

【揺すり込みによる沈下量の算出法】 

地下水位以浅の不飽和地盤の揺すり込み沈下量の算出方

法を第 3－10 図に示す。 

揺すり込み沈下量は，海野らの知見を採用し，安全側に

飽和地盤が完全に液状化した後の再圧密による体積収縮量

と等しいと仮定して沈下率を設定し，これに不飽和地盤の

厚さを乗じて算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，【液状

化による沈下量の算出

法】の前に記載 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑨の相違 
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結果を示す。 

基準地震動ＳＳによる沈下率は極めて小さい値である

が，新潟県中越沖地震時における東京電力柏崎刈羽原子

力発電所の沈下実績も考慮し，沈下率（不飽和地盤沈下

量／不飽和地盤層厚）を保守的に 1％と設定する。 

第 4.3.3－1 表 不飽和地盤の揺すり込み沈下率算定結果 

ｄ．液状化に伴う浮き上がりの評価方法 

液状化に伴う地中埋設構造物の浮き上がりについては，

トンネル標準示方書（土木学会，2006）に基づき評価す

る。評価基準値としては，安全率 1.0 とする。 

・液状化については，地下水位以深の飽和砂質地盤を，

全て液状化の対象層として想定した。 

・浮き上がりの評価対象は，西側保管場所下部に埋設さ

れる可搬型設備用軽油タンクとし，以下の条件に該当

する場合は浮き上がりの評価を実施する。 

条件① 構造物下端よりも地下水位が高い 

なお，南側保管場所下部には地中埋設構造物

は設置されないため，浮き上がりの評価対象

は存在しない。 

第 3－10 図 不飽和地盤の揺すり込み沈下率 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑨の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，

3.(4)c.⑤(a)評価方法 

に記載 

液状化による沈下：沈下率 3.5% 

（【液状化による沈下量の算出法】参照） 

揺すり込みによる沈下：沈下率 3.5% 

同一繰返しせん断履歴における乾燥砂と飽和砂の

体積収縮量の関係（海野ら，2006） 

  乾燥砂の繰返しせん断中に生じる体積ひずみ 

は，飽和砂の繰返し載荷後の再圧密の際に生じ 

る体積ひずみと等しい 
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【地下水位の設定】 

沈下量の算出における地下水位については，評価対象箇

所周辺に既工認実績の構造物がある場合は，その構造物の

設計水位をもとに設定する。周辺に構造物のない場合は，

過去の地下水位観測記録等をもとに設定する。 

ｅ．地下水位の設定 

沈下量の算出における地下水位については，過去のボー

リング等による地下水位観測記録などを基に，防潮堤の設

置により地下水位が上昇する可能性を考慮し，保守的に設

定する。（別紙（41）参照） 

ｆ．評価基準値の設定 

  液状化及び揺すり込みによる沈下により，保管場所に

発生する地表面の段差量及び縦横断勾配の評価基準値に

ついては，緊急車両が徐行により走行可能な段差量 15cm※

1及び登坂可能な勾配 12％※2,3とする。 

※1 地震時の段差被害に対する補修と交通解放の管理・運用方法

について（佐藤ら，2007[平成 19 年度 近畿地方整備局研究発

表会]） 

※2 道路構造令 第 20 条及び林道規程 第 20 条より（可搬型設備

の移動速度を 10km／h と想定していること，私有地内で交通

量が少ないことから，縦断勾配は 12％を適用する。） 

※3 小規模道路の平面線形及び縦断勾配の必要水準に関する基礎

的検討（濱本ら，2012[国土交通省 国土技術政策総合研究所 

第 667 号]）では，積雪時における登坂可能な勾配を 15％と

しているが，車両の通行の確実性を考慮し，本評価における

評価基準値としては保守的な 12％を適用する。 

【地下水位の設定】 

沈下量の算出及び浮き上がり評価における地下水位につ

いては，詳細設計段階で決定するため，設置許可段階にお

いては地下水位を地表面に設定する。（別紙(36)参照） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，地下

水位を地表面に設定 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，

3.(4)c.⑤(a)評価方法 

に記載 
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b. 評価結果

【不等沈下の評価結果】 

沈下に対する影響評価結果を第 10‐3 表に示す。 

液状化及び揺すり込みによる不等沈下については，各保

管場所に地中埋設構造物が存在しないことから，車両通行

の許容段差量 15cm を超える局所的な段差は発生せず，通行

への影響はない。 

また，荒浜側高台保管場所で最大 1m，大湊側高台保管場

所で一部 40 ㎝，5 号炉東側第二保管場所で 70 ㎝地表面の

地盤改良を施しているが，地盤改良部と未改良部との境界

では最大 2 ㎝（地盤改良厚 1m の場合）の段差と想定され

ることから，通行への影響はない。 

第 10‐3 表 沈下に対する影響評価結果 

【傾斜の評価結果】 

傾斜の評価地点を第 8‐6 図，評価結果を第 10‐4 表，第

10‐5 表に示す。 

液状化及び揺すり込みによる傾斜については，評価地点（両端

及び中央部の 3 地点）においておおむね一様に沈下することか

ら，通行への影響はない。また，評価地点のうち，想定される最

大の傾斜(最大沈下量/保管場所の幅)を仮定しても最大で 1.6%で

あることから通行への影響はない。 

(2) 評価結果

  ａ．不等沈下の評価 

評価結果を第 4.3.3－2表に示す。 

 液状化及び揺すり込みによる不等沈下については，西

側及び南側保管場所の保管エリアに鉄筋コンクリート床

版を設置する予定としており，床版と周辺の地盤の境界

では最大 2cm（床版の厚さ 1mの場合）の段差と想定され

ることから，車両通行に影響はない。 

第 4.3.3－2 表 不等沈下に対する影響評価結果 

ｂ．傾斜の評価 

  第 4.3.3－8 図及び第 4.3.3－9 図に各保管場所の液状

化及び揺すり込みに対する影響評価断面の位置図及び断面

図を示す。また，第 4.3.3－3表及び第 4.3.3－4表に各保

管場所の液状化及び揺すり込みによる傾斜を示す。 

 液状化及び揺すり込みによる傾斜については，評価地

点のうち,想定される最大沈下が発生した場合の傾斜（最

大沈下量／保管場所の幅）を仮定した場合でも最大で

1.3％（西側保管場所（Ａ－Ａ断面）において，総沈下量

が最大となる南側が沈下し，北側が沈下しなかった場合

の保管場所の傾斜）であり，緊急車両が登坂可能な勾配

(b) 評価結果

【不等沈下の評価結果】 

沈下に対する影響評価結果を第 3－8表に示す。 

第１保管エリアは，敷地造成による切土地盤（岩盤）か

らなるが，一部に埋戻部が存在する。地山と埋戻部の境界

では，第 3－11図のように擦り付ける工夫がなされている

ことから，許容段差量 15cm を超える局所的な段差は発生せ

ず，通行への影響はない。 

第２保管エリアは，輪谷貯水槽（西１／西２）の上であ

ることから，車両通行の許容段差量 15cm を超える局所的な

段差は発生せず，通行への影響はない。 

第 3－11 図 地山と埋戻部との境界部の状況 

第 3－8表 沈下に対する影響評価結果 

【傾斜の評価結果】 

第１保管エリアにおける傾斜が発生する箇所として埋戻

部が２箇所存在することから，広範囲に傾斜が生じる埋戻

部を評価地点とし，傾斜の評価地点を第 3－12 図，評価結

果を第 3－9表に示す。評価地点のうち，想定される最大の

傾斜（最大沈下量/岩盤傾斜面の幅）を仮定しても最大で

3.5%であることから通行への影響はない。 

第２保管エリアにおける傾斜の評価地点を第 3－13 図，

評価結果を第 3－10 表に示す。液状化及び揺すり込みによ

る傾斜については，評価地点（両端及び中央部の 3 地点）

においておおむね一様に沈下することから，通行への影響

被害要因

評価結果

第１保管

エリア

第２保管

エリア

第３保管

エリア

第４保管

エリア

⑤液状化及び揺

すり込みによる

不等沈下

問題なし 問題なし 該当なし 該当なし 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違に伴う評

価内容の詳細の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違に伴

う表の内容の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違に伴う評

価結果の相違 

道路面

埋戻部 地山

道路面

埋戻部 地山

（不等沈下発生前のイメージ） （不等沈下発生後のイメージ）
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第 8‐6 図① 荒浜側高台保管場所の傾斜評価地点 

第 10‐4 表① 荒浜側高台保管場所の液状化及び揺すり込みによ

る傾斜評価結果 

12％以下のため車両通行に影響はない。 

評価結果を第 4.3.3－5表に示す。 

第 4.3.3－8 図 西側保管場所の液状化及び揺すり込みに対する 

影響評価断面の位置図及び断面図 

第 4.3.3－3 表 西側保管場所の液状化及び揺すり込みによる傾

斜 

はない。また，評価地点のうち，想定される最大の傾斜

（最大沈下量/保管場所の幅）を仮定しても最大で 4.1%であ

ることから通行への影響はない。 

傾斜に対する評価結果を第 3－11 表に示す。 

平面図 

断面図 

第 3－12 図 第１保管エリアの傾斜評価地点 

第 3－9表 第１保管エリアの液状化及び揺すり込みによる傾斜

評価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑧の相違 

沈下対象層 

① 北東側 ② 南西側

対象厚さ 
（m） 

沈下量 
（cm） 

対象厚さ 
（m） 

沈下量 
（cm） 

地下水位
以深 

埋戻土（掘削ズリ） 3.0 10.5 0.0 0.0 

最大沈下量 10.5cm 0.0cm 

岩盤傾斜面の幅 3.0m 

保管場所の傾斜（θ） 
（最大沈下量/岩盤傾斜面の幅） 

3.5％ 

岩盤傾斜面の幅 3m 

最大沈下量 

10.5cm 

想定する保管場所の傾斜の考え方 

θ
 

① ②

72



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 8‐6 図② 大湊側高台保管場所の傾斜評価地点 

第 10‐4 表② 大湊側高台保管場所の液状化及び揺すり込みによ

る傾斜評価結果 

第 4.3.3－9 図 南側保管場所の液状化及び揺すり込みに対する 

影響評価断面の位置図及び断面図 

第 4.3.3－4 表 南側保管場所の液状化及び揺すり込みによる傾

斜 

平面図 

断面図（短辺方向） 

第 3－13 図 第２保管エリアの傾斜評価地点 

第 3－10 表 第２保管エリアの液状化及び揺すり込みによる傾斜

評価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑧の相違 

沈下対象層 

①北西側 ②中央部 ③南東側

対象厚さ 
（m） 

沈下量 
（cm） 

対象厚さ 
（m） 

沈下量 
（cm） 

対象厚さ 
（m） 

沈下量 
（cm） 

地下水位
以深 

埋戻土（掘削ズリ） 17.7 62.0 17.7 62.0 9.5 33.3 

旧表土 5.6 19.6 - - - - 

総沈下量 81.6cm 62.0cm 33.3cm 

最大沈下量 81.6cm 

保管場所の幅 20m 

保管場所の傾斜（θ） 
（最大沈下量/保管場所の幅） 

4.1％ 

保管場所の幅 20m 

最大沈下量 

81.6cm 

想定する保管場所の傾斜の考え方 

θ
 

① ② ③
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第 8‐6 図③ 5 号炉東側第二保管場所の傾斜評価地点 

10‐4 表③ 5 号炉東側第二保管場所の液状化及び揺すり込みに 

よる傾斜評価結果 

第 10‐5 表 傾斜に対する影響評価結果 第 4.3.3－5 表 傾斜に対する影響評価結果 第3－11表 傾斜に対する影響評価結果 

被害要因

評価結果

第１保管

エリア

第２保管

エリア

第３保管

エリア

第４保管

エリア

⑤液状化及び揺

すり込みによる

傾斜

問題なし 問題なし 該当なし 該当なし 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

本文-⑧の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う表の内容の相違 
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【浮き上がりの評価結果】 

 液状化に伴う浮き上がりについては，保管場所には地中埋設構

造物が存在しないことから，影響はない（第 10‐6 表）。 

第 10‐6 表 浮き上がりに対する影響評価結果 

ｃ．浮き上がりの評価 

評価結果を第 4.3.3－6表に示す。 

  西側保管場所下部に埋設される可搬型設備用軽油タンクは，

基準地震動ＳＳ機能維持設備であることから，浮き上がりが生

じない設計とし，以下の点を考慮して設計を行う。 

・周辺地盤の基準地震動ＳＳに対する有効応力の変化を考慮し

た地震時影響評価は，有効応力解析により部材の応力等を求

め，ＳＳ機能維持を確認する。 

・有効応力解析に用いる解析用物性値は，地盤調査及び室内試

験により得られた各地層の物性値を用いる。当該箇所に分布

する飽和砂質地盤の解析用の液状化強度特性は，室内試験で

得られた液状化強度の平均と標準偏差を適切に考慮して設定

する。 

・本施設は杭基礎構造であり，液状化を仮定した場合において

も，杭基礎が支持性能を確保できることを確認する。 

第 4.3.3－6 表 浮き上がりに対する影響評価結果 

【浮き上がりの評価結果】 

第２保管エリアには，輪谷貯水槽（西１／西２）がある

が，揚圧力 683kN/m 以上に対して，浮き上がり抵抗力

2,468kN/m であるため，液状化に伴う地中埋設構造物の浮き

上がりによる影響はない（第 3－12表）。 

第 3－12 表 浮き上がりに対する影響評価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

浮き上がりの評価結

果に係る根拠の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う表の内容の相違 
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4） 地盤支持力に対する影響評価 

⑥ 地盤支持力 

a. 接地圧の評価方法 

荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所及び 5 号炉東側

第二保管場所については，第 9‐1 図に示す可搬型設備のうち

接地圧が最も大きい大容量送水車（21,740kg）を代表として常

時・地震時接地圧を以下により算出した。 

 

・ 常時接地圧 ：大容量送水車の前軸重量(4,860kg)から舗装に

よる荷重分散を考慮して算出 

 

・ 地震時接地圧：常時接地圧×鉛直震度係数※1 

5 号炉東側保管場所については，5 号炉原子炉建屋内緊急時

対策所可搬型電源設備を設置する基礎は杭を介して岩盤に支持

されていることから，基準地震動 Ss※2 による地震応答解析

を実施して杭に発生する軸力を算出する。第 9‐2 図に 5 号炉

東側保管場所の断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 基準地震動 Ss による各保管場所の地表面での鉛直最大応

答加速度から鉛直震度係数を算出（第 11 表）。 

 

※2 敷地内の地震増幅特性を踏まえ，荒浜側高台保管場所及び

大湊側高台保管場所については荒浜側の基準地震動 Ss 

を，5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所に

ついては，大湊側の基準地震動 Ss を用いる。 

 

4.3.4 地盤支持力に対する影響評価 

【(6)地盤支持力の不足】 

(1) 接地圧の評価方法 

西側及び南側保管場所について，可搬型設備の総重量

及び鉄筋コンクリート床版の重量より，常時接地圧及び

地震時接地圧を以下により算出した。 

 

 

・常時接地圧：可搬型設備の総重量及び鉄筋コンクリート床

版（厚さ 1m の場合）の重量の和を鉄筋コンクリート床版の

面積で除して算出。 

・地震時接地圧：常時接地圧×鉛直震度係数※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 基準地震動ＳＳによる各保管場所の地表面での下向

きの鉛直最大応答加速度から鉛直震度係数を算出 

     算出結果を第 4.3.4－1 表に示す。 

 

 

 

 

 

ｄ．地盤支持力に対する影響評価 

⑥ 地盤支持力の不足 

(a) 接地圧の評価方法 

第１，３，４保管エリアについては，第 3－14 図に

示す可搬型設備のうち接地圧が最も大きい移動式代替

熱交換設備（42,620kg）を代表として常時・地震時接

地圧を以下により算出した。 

 

・常時接地圧 ：移動式代替熱交換設備の前前軸重

量（7,181kg）から舗装による荷

重分散を考慮して算出 

・ 地震時接地圧 ：常時接地圧×鉛直震度係数※1 

第２保管エリアについては，盛土上の輪谷貯水槽

（西１／西２）の上であることから，盛土の地盤支持

力に対して可搬型設備と輪谷貯水槽（西１／西２）の

重量を足した地震時接地圧を以下により算出した。 

 

・常時接地圧 ：大量送水車，中型ホース展張車

（150A），可搬型ストレーナの合

計重量（21,194kg）に輪谷貯水槽

（西１／西２）１槽分の重量を加

え，輪谷貯水槽（西１／西２）１

槽分の面積による荷重分散を考慮

して算出 

・地震時接地圧 ：常時接地圧×鉛直震度係数※1 

 

※１：基準地震動Ｓｓの地震力による各保管場所の

地表面での鉛直最大応答加速度から鉛直震度

係数を算出（第 3－13 表）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 常時接地圧の算出に

おいて考慮する設備の

相違 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，輪谷

貯水槽（西１／西２）

及び可搬型設備の重量

により評価を実施 
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第 11 表 保管場所における地表面での鉛直最大応答加速度 

及び鉛直震度係数 

※3 5 号炉原子炉建屋近傍の値を流用

第 9‐1 図 大容量送水車の仕様 

第 9‐2 図 5 号炉東側保管場所杭伏図及び断面図 

第 4.3.4－1 表 保管場所における地表面での鉛直最大応答加速

度及び鉛直震度係数 

第 3－13 表 保管場所における地表面での鉛直最大応答加速度 

及び鉛直震度係数 

保管場所 

地表面での 

鉛直最大応答加

速度 

鉛直震度係数 

第１保管

エリア

岩盤部 707Gal 1.73 

埋戻部 666Gal 1.68 

第２保管エリア 1,055Gal 2.08 

第３保管エリア 452Gal 1.47 

第４保管エリア 465Gal 1.48 

第 3－14 図 移動式代替熱交換設備の仕様 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う表の内容の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

常時接地圧の算出に

おいて考慮する設備の

相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，輪谷

貯水槽（西１／西２）

及び可搬型設備の重量

により評価を実施 
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b. 評価基準値の設定方法

・荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所は主に砂質土

で構成されていること及び 5 号炉東側第二保管場所は主

に粘性土で構成されていることから，「日本道路協会：

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編，2012」を参考に，

それぞれ砂地盤の最大地盤反力度(常時)の 400kN/m2 及び

粘性土地盤の最大地盤反力度(常時)の 200kN/m2 を評価基

準値とする。 

・5 号炉東側保管場所については，杭を介して岩盤に支持

していることから，杭の終局鉛直支持力を評価基準値と

する。 

c. 評価結果

・荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所及び 5 号炉東

側第二保管場所は，地盤支持力について評価した結果，

第 12 表のとおり地震時接地圧は評価基準値内であり，影

響がないことを確認した。なお，5 号炉東側保管場所に

ついては杭支持力にて評価するとともに，杭体について

も基準地震動 Ss に対して損傷しないことを確認してい

る。

(2) 評価基準値の設定

西側及び南側保管場所は，主に砂質土で構成されているこ

とから，道路橋示方書※を参考に砂地盤の最大地盤反力度(常

時)の 400kN／m２を評価基準値とする。 

※ 道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（社団法人日本道路

協会，2012） 

(3) 評価結果

評価結果を第 4.3.4－2 表に示す。

西側及び南側保管場所は，地盤支持力について評価した結果，

地震時接地圧は評価基準値内であり，影響がないことを確認し

た。 

(b) 評価基準値の設定方法

・第１保管エリアの可搬型設備はＣＬ級～ＣＨ級の岩

盤（一部，埋戻部）に設置されていることから，岩

盤部と埋戻部を対象に評価する。岩盤部について

は，安全側の評価の観点から，平板載荷試験結果に

基づくＣＬ級岩盤の地盤支持力を評価基準値に設定

した。また，埋戻部については，安全側の評価の観

点から，平板載荷試験結果に基づく埋戻土（掘削ズ

リ）の地盤支持力を評価基準値に設定した。

・第２保管エリアの可搬型設備は，盛土上の輪谷貯水

槽（西１／西２）の上に設置されることから，安全

側の評価の観点から，平板載荷試験結果に基づく埋

戻土（掘削ズリ）の地盤支持力を評価基準値に設定

した。 

・第３保管エリアの可搬型設備はＣＬ級～ＣＨ級の岩

盤に設置されているが，安全側の評価の観点から，

平板載荷試験結果に基づくＣＬ級岩盤の地盤支持力

を評価基準値に設定した。 

・第４保管エリアは岩盤（一部，埋戻部）であり，可

搬型設備は岩盤部に設置されていることから，岩盤

部を対象に評価する。岩盤部については，安全側の

評価の観点から，平板載荷試験結果に基づくＣＬ級

岩盤の地盤支持力を評価基準値に設定した。 

(c) 地盤支持力の評価

・地盤支持力について評価した結果，第 3－14 表のとおり地

震時接地圧は評価基準値内であり，影響がないことを確認

した。

・地盤の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の第１，

３，４保管エリアは，

ＣＬ級岩盤の地盤支持力

で評価を行う 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の第１，

２保管エリアは，埋戻

土の地盤支持力で評価

を行う 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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第 12 表 地盤支持力に対する影響評価結果 

5） 地中埋設構造物，淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損壊に対

する影響評価 

⑦ 地中埋設構造物，⑧ 淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損壊

地中埋設構造物，淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損壊

に対する影響評価結果を第 13 表に示す。

建設工事の記録やプラントウォークダウンの結果，荒浜

側高台保管場所，大湊側高台保管場所，5 号炉東側保管場

所及び 5 号炉東側第二保管場所には地中埋設構造物は存在

しないことから地中埋設構造物の崩壊による影響はない。 

第 4.3.4－2 表 地盤支持力に対する影響評価結果 

4.3.5 地中埋設構造物の損壊に対する影響評価結果 

【(7)地中埋設構造物の損壊】 

評価結果を第 4.3.5－1表に示す。 

西側保管場所下部には可搬型設備用軽油タンクが埋設さ

れるが，当該タンクはＳＳ機能維持設備のため，損壊が生

じない設計とする。 

南側保管場所下部には地中埋設構造物は設置されないた

め，損壊の評価対象は存在しない。 

第 3－14 表 地盤支持力の評価 

保管場所 
地震時接地圧 

(N/mm2) 

評価基準値

(N/mm2) 
評価結果 

第１保管

エリア

岩盤部 1.1 3.92 問題なし 

埋戻部 1.0 1.20 問題なし 

第２保管エリア 0.4 1.20 問題なし 

第３保管エリア 0.9 3.92 問題なし 

第４保管エリア 0.9 3.92 問題なし 

ｅ．地中埋設構造物の損壊に対する影響評価 

⑦ 地中埋設構造物の損壊

地中埋設構造物の損壊に対する影響評価結果を第 3－

15 表に示す。 

建設工事の記録やプラントウォークダウンの結果，第

１保管エリア，第３保管エリア及び第４保管エリアには

損壊が想定される地中埋設構造物が存在しないことか

ら，地中埋設構造物の損壊による影響はないため，評価

対象から除く。第２保管エリアにおける地中埋設構造物

の損壊の評価地点を第 3－15図に示す。第２保管エリア

には輪谷貯水槽（西１／西２）があるが，基準地震動Ｓ

ｓに対して損壊しない設計とする。なお，輪谷貯水槽

（西１／西２）の耐震評価結果は詳細設計段階で示す

（別紙(28)参照）。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う表の内容の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

本文-④の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑧の相違 
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淡水貯水池及び送水配管の位置を第 10 図に示す。 

淡水貯水池の堰堤及び送水配管が周辺斜面の崩壊等の影

響により万一損壊し，溢水が発生したとしても，淡水貯水

池と荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所の間に道

路及び排水路が敷設されており，保管場所に到達すること

なく道路上及び構内の排水路を経て海域に排水されること

から，淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損壊による溢水の

影響はない。 

また，5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所

については，周辺の空地が平坦かつ広大であり，仮に淡水

貯水池の堰堤及び送水配管の損壊による溢水が発生したと

しても，周辺の道路上及び排水設備を自然流下し，拡散す

ること，また，保管する可搬型設備は，地表面上 30cm の浸

水が生じた場合であっても機能に影響がない設計であるこ

とから，淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損壊による溢水

平面図 

断面図 

第 3－15 図 第２保管エリア 損壊評価地点 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑧の相違 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

本文-④の相違 
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の影響はない（別紙 10，30 参照）。 

 

第 13 表 地中埋設構造物，淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損

壊に対する影響評価結果 

 

 

 

第 10 図 淡水貯水池及び送水配管の位置図 

 

 

 

 

第4.3.5－1表 地中埋設構造物の損壊に対する影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

第3－15表 地中埋設構造物の損壊に対する影響評価結果 

 

 

 

被害要因 
評価結果 

第１保管

エリア 

第２保管

エリア 

第３保管

エリア 

第４保管

エリア 

⑦地中埋設構造

物の損壊 該当なし 問題なし 該当なし 該当なし 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違に伴

う表の内容の相違 
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4.屋外アクセスルートの評価

(1) アクセスルートの概要

アクセスルート（車両）はおおむね幅員 8m の道路であ

り，第 11‐1 図に示すとおり 5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所及び 4 箇所の保管場所から目的地まで，複数ルートで

アクセスが可能であり，可搬型設備の運搬，要員の移動，

重大事故等時に必要な設備（軽油タンク，常設代替交流電

源設備等）の状況把握，対応が可能である※（別紙 7 参

照）。 

※5 号炉東側保管場所からは，可搬型設備の運搬はな

い。 

5. 屋外アクセスルートの評価

5.1 アクセスルートの概要 

アクセスルートは幅が約 5m～10m の道路であり，第 5.1－1

図に示すとおり緊急時対策所建屋及び保管場所から重大事故等

時の取水箇所（西側淡水貯水設備，代替淡水貯槽）を経て，各

接続箇所まで複数ルートでアクセスが可能であり，可搬型設備

の運搬，重大事故等対応要員の移動，取水場所，ホース又はケ

ーブル敷設ルート，可搬型設備の接続口の状況把握，対応が可

能である。 

屋外アクセスルートの現場確認結果を別紙（14）に示す。 

  なお，重大事故等発生直後に使用する可搬型設備（可搬型代

替注水大型ポンプ，ホース展張車等）は，先行してがれき撤去

を行うホイールローダを追従して取水箇所や接続箇所に向かう

ため，すれ違いは生じない。仮にすれ違いが生じた場合でも，

敷地内の複数箇所に可搬型設備の待機・旋回が可能なスペース

があることから，影響はない。 

4. 屋外のアクセスルートの評価

(1) アクセスルートの概要

アクセスルート（車両）はおおむね幅員７m の道路であ

り，第 4－1 図に示すとおり緊急時対策所及び４箇所の保管

場所から設置場所及び接続場所まで，複数ルートでアクセ

スが可能であり，可搬型設備の運搬，緊急時対策要員の移

動，重大事故等発生時に必要な設備（ガスタービン発電機

用軽油タンク，常設代替交流電源設備等）の状況把握，対

応が可能である。（別紙(5)参照） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，全ての

保管場所について可搬型

設備の運搬作業がある 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，被害想

定結果を踏まえると仮復

旧なしで可搬型設備（車

両）の通行が可能 
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第 11‐1 図 保管場所からのアクセスルート概要 

第 5.1－1図 保管場所～水源及び接続口までのアクセスルート

概要 

第 4－1図 保管場所からのアクセスルート概要(1/4) 
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第 4－1図 保管場所からのアクセスルート概要(2/4) 
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第 4－1図 保管場所からのアクセスルート概要(3/4) 

85



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 4－1図 保管場所からのアクセスルート概要(4/4) 
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また，第 11‐2 図に示すとおり新規制基準を満足するの

みに止まらず，現場要員の安全性及びアクセスの多様性確

保の観点も踏まえた自主整備ルートを整備している。 

第 11‐2 図 保管場所からのアクセスルート概要 

（自主整備ルート含む） 

また，第 5.1－2 図に示すとおり，予備機置場から可搬型

設備の運搬等に使用するルートとして，自主整備ルートを

設定する。 

第 5.1－2図 保管場所からのアクセスルート概要 

（自主整備ルート含む。） 

また，第 4－2図に示すとおり新規制基準を満足するのみ

に止まらず，緊急時対策要員の安全性及びアクセスの多様

性確保の観点も踏まえたサブルートを整備している。 

第 4－2図 保管場所からのアクセスルート概要 

(サブルート含む)

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，サブル

ートを使用が可能な場合

に活用するルートとして

位置づけている 
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(2) 地震時におけるアクセスルート選定の考え方 

 

・ 地震時におけるアクセスルートについては，地震時に想

定される被害事象を考慮し，5 号炉原子炉建屋内緊急時

対策所～保管場所～6 号及び 7 号炉までの「仮復旧によ

り通路が確保可能なアクセスルート」を選定する。 

・ 仮復旧を実施するものについては，仮復旧に要する時間

の評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 地震による被害想定の方針，対応方針 

地震によるアクセスルートへの影響について，第 14 表の

とおり，中越沖地震時の被害状況（別紙 2 参照）も踏まえ

た上で，網羅的に①～⑧の被害要因に対する被害事象，影

響評価の方針及び対応方針を定めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 地震及び津波時におけるアクセスルートの復旧時間評価 

（1） 地震時 

  地震時におけるアクセスルートについては，地震時に

想定される被害事象を考慮し，緊急時対策所建屋～保管場

所～目的地までの復旧できるルートを選定し，復旧に要す

る時間の評価を行う。 

 

 

(2) 津波時 

敷地遡上津波時におけるアクセスルートについては，

敷地西側に西側淡水貯水設備，高所東側接続口及び高所

西側接続口を設置し，敷地遡上津波の影響を受けないル

ートを設定するため，復旧に要する時間の評価は不要で

ある。 

 

5.3 地震による被害想定の方針，対応方針 

地震によるアクセスルートへの影響について，2011 年東北 

地方太平洋沖地震の被害状況（別紙（8）参照）を踏まえ，第

5.3－1 表に示すとおり網羅的に（1）～（7）の被害要因を抽

出し，評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地震時におけるアクセスルート選定の考え方 

 

・地震時におけるアクセスルートについては，地震時に想

定される被害事象を考慮し，緊急時対策所～保管場所～

２号炉までの「仮復旧により通路が確保可能なアクセス

ルート」を選定する。 

・仮復旧を実施するものについては，仮復旧に要する時間

の評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 地震による被害想定の方針，対応方針 

地震によるアクセスルートへの影響について，第 4－1表

のとおり，網羅的に①～⑦の被害要因に対する被害事象，

影響評価の方針及び対応方針を定めた。なお，サブルート

は地震時に期待しないルートと位置付けるため，地震によ

る影響評価の対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

本文-②の相違 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-③の相違 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，サブル

ートが影響評価の対象外

であることを明記 
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第 14 表 アクセスルートにおいて地震により懸念される 

被害事象 

第 5.3－1表 アクセスルートにおいて地震により懸念される 

被害事象 

第 4－1表 アクセスルートにおいて地震により懸念される 

被害事象 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違による

表の内容の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

本文-④の相違 
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(4) 被害想定 

 

①  周辺構造物の損壊（建屋，鉄塔及び主排気筒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外アクセスルート近傍の障害となり得る構造物を抽

出し，アクセスルート近傍にある周辺構造物について評

価を実施した（別紙 32 参照）。その結果，第 12 図，第

15 表に示すとおり，周辺構造物の損壊があってもアクセ

スルートを確保することが可能であることを確認した。 

 

 

 

 

 

・ 建屋の損壊に伴うがれきの発生により，必要な幅員

（3m※）を確保できないアクセスルートも想定される

が，迂回する，若しくは，重機にてがれきを撤去する

ことによりアクセスルートの確保が可能である。 

 

 

 

5.4 地震時の被害想定 

5.4.1 周辺構造物等の倒壊・損壊による影響評価 

【（1）周辺構造物の倒壊（建屋，送電鉄塔等）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクセスルート近傍にある周辺構造物について評価を実

施した結果，第 5.4.1－1図及び第 5.4.1－1表に示すとお

り，構造物等の損壊によるがれきの影響は受ける（別紙

（15）参照）ものの，アクセス性を確保することが可能で

あることを確認した。 

 

 

 

 

 

・構造物等の損壊に伴うがれきの発生により，アクセスル

ートの必要な幅員が確保できない場合は，ホイールロー

ダによる撤去又はがれき上へのホース，ケーブルの敷設

によりアクセス性が確保可能である。 

 

 

 

(4) 被害想定 

 

① 周辺構造物の損壊(建物，鉄塔等) 

ａ．評価方針 

周辺構造物の損壊に対する影響評価について，耐震Ｓ

クラス又は基準地震動Ｓｓにより倒壊に至らないことを

確認し，外装材の影響がないことを確認した構造物は，

アクセスルートへ影響を及ぼさないと評価する。 

耐震Ｓクラス又は基準地震動Ｓｓにより倒壊に至らな

いことを確認し，外装材の影響がある建物については，

外装材の落下による影響範囲を建物高さの半分として設

定※1する。 

上記以外の周辺構造物については，基準地震動Ｓｓに

より損壊するものとし，アクセスルートが設定した周辺

構造物の影響範囲に含まれるか否かを評価する。影響範

囲は，構造物が根元からアクセスルート側に影響するも

のとして設定する。 

その結果，必要な幅員（3.0m※2）を確保できないと想

定される場合は損壊の影響を受けると評価する。 

 

ｂ．評価結果 

周辺構造物の損壊によるアクセスルートへの影響，被

害想定及び対応内容を第 4－3 図及び第 4－2 表に示す。

アクセスルート周辺の構造物は，基準地震動Ｓｓで倒壊

しないように設計，又は耐震評価により倒壊しないこと

を詳細設計段階において確認する。また，外装材の影響

がないことを確認した。さらに，損壊する可能性が否定

できない構造物においては損壊による影響範囲を想定し

ても，アクセスルートに必要な幅員が確保可能であるこ

とから，損壊による影響はないことを確認した（別紙

(28)参照）。 

・建物等の損壊に伴うがれきの発生を想定しても，必

要な幅員（3.0m※2）を確保可能である。 

   

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価

方針を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価の

上必要な幅員を確保でき

ないアクセスルートは想

定されない 
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・ 荒浜側高台保管場所の近傍には送電線が架線されてい

るが，万一，送電線の垂れ下がりにより通行支障が発

生した場合であっても，迂回することが可能であり影

響はない。なお，荒浜側高台保管場所の近傍には送電

鉄塔が設置されているが，鉄塔基礎の安定性に影響を

及ぼす要因について評価を行い，影響がないことを確

認している。また，更なる安全性向上のための対策と

して，新新潟幹線 No.1 及び南新潟幹線 No.1 送電鉄塔

基礎の補強及び送電鉄塔周辺法面の補強を実施し，信

頼性を向上させている（別紙 5 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西側保管場所近傍の上空には送電線が架線されている

が，送電線の垂れ下がりにより通行支障が発生した場合

は，迂回路を通行する。 

・西側保管場所近傍に設置されている送電鉄塔は，鉄塔敷

地周辺の地盤変状の影響について評価を行い，影響がな

いことを確認している（別紙（12）参照）が，損壊する

ものとして評価を行った。なお，送電鉄塔間の水平距離

確保のために送電鉄塔を移設する際は，倒壊した送電鉄

塔がアクセスルートに干渉しない位置に移設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・66kV 鹿島支線 No.2-1 鉄塔，66kV 鹿島支線 No.3 鉄

塔，220kV 第二島根原子力幹線 No.1 鉄塔，220kV 第

二島根原子力幹線 No.2 鉄塔，500kV 島根原子力幹

線 No.1 鉄塔，500kV 島根原子力幹線 No.2 鉄塔及び

500kV 島根原子力幹線 No.3 鉄塔は，鉄塔基礎の安

定性に影響を及ぼす要因について評価を行い，影響

がないことを確認している（別紙(4)参照）。 

・66kV 鹿島支線 No.3 鉄塔は，屋内開閉所間のアクセ

スルート上空に送電線が架線されているが，鉄塔倒

壊，送電線落下による影響を設備対策によりアクセ

スルートの健全性を確保する設計とする。また，鉄

塔倒壊し，鉄塔滑落評価により，滑落範囲を確認

し，アクセスルートの健全性を確保する設計とする

（別紙(40)参照）。なお，万一，送電線の垂れ下が

りによる通行支障が発生した場合であっても，送電

線の垂れ下がりによる影響を受けない連絡通路の通

行，迂回又はケーブルカッターによる切断等の対応

が可能であり影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・500kV 島根原子力幹線 No.1 鉄塔，500kV 島根原子力

幹線 No.2 鉄塔及び 500kV 島根原子力幹線 No.3 鉄塔

については，鉄塔滑落評価により滑落範囲を確認

し，必要に応じて設備対策を行い，アクセスルート

の健全性を確保する設計とする（別紙(40)参照）。 

 

 

・66kV 鹿島支線 No.2-1 鉄塔，220kV 第二島根原子力

幹線 No.1 鉄塔，220kV 第二島根原子力幹線 No.2 鉄

塔，通信用無線鉄塔及び第２－66kV 開閉所屋外鉄

構については，アクセスルートの近傍に設置されて

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違による

送電線架線箇所の相違 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，鉄塔倒

壊，送電線落下，鉄塔滑

落評価結果を踏まえ，ア

クセスルートの健全性を

確保する設計とする 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，送電線

垂れ下がりに対して，迂

回だけでなく，連絡通路

の通行，ケーブルカッタ

ーによる切断でも対応す

る 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，鉄塔滑

落評価結果を踏まえ，ア

クセスルートの健全性を

確保する設計とする 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，鉄塔の

耐震評価の結果を踏ま
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・ S クラス（Ss 機能維持含む）の構造物において，万

一，一部損壊によるがれきが発生し，アクセスルート

に影響がある場合には，影響があるアクセスルートを

迂回することとし，復旧が必要な場合には，重機にて

がれきを撤去することで，アクセスルートを確保す

る。

・ 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所周辺については，ア

クセスルートに影響を与える構造物はない。

※可搬型設備のうち最大幅の代替原子炉補機冷却系熱交

換器トレーラー（2.7m）から保守的に設定

・原子炉建屋付属棟及び廃棄物処理建屋の ALC※パネル部に

ついては，地震又は竜巻によって脱落又は損傷が考えら

れるが，地震及び竜巻によって脱落及び損傷しないこと

とすることから，アクセス性に影響はない。（別紙

（15）参照） 

※ ALC：“Autoclaved Lightweight aerated

Concrete”（高温高圧蒸気養生された軽量気泡コ

ンクリート）の頭文字をとって名付けられた建材

で，板状に成形したもの 

いるが，基準地震動Ｓｓにおける耐震評価を行い，

地震時においても鉄塔が倒壊しない設計とする（別

紙(40)参照）。 

・耐震Ｓクラス又は基準地震動Ｓｓにより倒壊に至ら

ない事を確認した構造物において，万一，一部損壊

によるがれきが発生し，アクセスルートに影響があ

る場合には，影響があるアクセスルートを迂回する

こととし，復旧が必要な場合には，重機にてがれき

を撤去することで，アクセスルートを確保する（別

紙(9)参照，別紙(12)参照）。 

・１号炉原子炉建物の外装材は一部複合板（鉄板＋断

熱材＋鉄板）の箇所があるが，脱落しない設計とす

る（別紙(37)参照）。 

・外装材以外の部材等については，アクセスルートに

影響を及ぼさない設計とする（別紙(37)参照）。 

※1：外装材の落下による影響範囲は，平成 20 年 4月 1

日に国土交通省住宅局建築指導課長より出され

た，「建築基準法施行規則の一部改正等の施行に

ついて（技術的助言）」を参考に，設定する。 

え，アクセスルートに影

響を与えないような設計

とする 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 の屋外アクセ

スルートの評価結果

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，１号炉

原子炉建物の外装材によ

る影響を評価 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，外装材

以外の部材について考慮 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価

方針のうち外装材の落

下による影響範囲の考

え方を記載 
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第 12 図 周辺構造物の損壊によるアクセスルートへの影響 

第 5.4.1－1 図 構造物配置図 

※2：可搬型設備のうち最大幅の大型送水ポンプ車の車

両幅（約 2.5m）及び使用ホース中最大サイズの

300A ホース１条敷設の幅（約 0.4m）を考慮し設

定。なお，その他のサイズのホース使用時も１条

敷設で使用する。 

第 4－3図 周辺構造物の損壊によるアクセスルートへの影響 

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7】 

可搬型設備の仕様及び

ホース敷設幅，敷設条数

の相違 
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第 15 表 損壊によるアクセスルートの閉塞が懸念される設備の

被害想定および対応内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.4.1－1 表 損壊時にアクセスルートの閉塞が懸念される構造

物の被害想定及び対応内容 

 

第 4－2 表 損壊によるアクセスルートの閉塞が懸念される設備

の被害想定及び対応内容 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，鉄塔関

係及び損壊によって必要

な幅員が確保出来ない設

備があれば表中に記載 
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② 周辺タンク等の損壊

1） 可燃物施設及び薬品タンクの配置

アクセスルートに影響を及ぼす可能性のある可燃物施

設及び薬品タンクの構内配置を第 13 図に示す。 

第 13図 周辺タンク等の損壊によるアクセスルートへの影響 

【（2）周辺タンク等の損壊】 

(1) 可燃物施設及び薬品タンクの配置

アクセスルートに影響を及ぼす可能性のある可燃物施設及

び薬品タンクの構内配置を第 5.4.1－2図に示す。 

第 5.4.1－2 図 周辺タンク等の損壊によるアクセスルートへの

影響 

② 周辺タンク等の損壊

ａ．可燃物施設及び薬品タンクの配置 

アクセスルートに影響を及ぼす可能性のある可燃物施

設及び薬品タンクの構内配置を第 4－4図に示す。 

第 4－4図 周辺タンク等の損壊によるアクセスルートへの影響 
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2） 可燃物施設の損壊

a. 可燃物施設の損壊

可燃物施設で可燃物の漏えいが発生した場合の被

害想定判定フローを第 14 図に示す。また，火災想

定施設の配置を第 15 図に，火災想定施設の火災発

生時における放射熱強度を第 16 図に示す。 

可燃物施設について評価を実施した結果，第 16‐

1 表に示すとおりアクセスルートに影響がないこと

を確認した。 

・ アクセスルートは複数確保していることから，

万一，火災が発生した場合においても，迂回する

ことが可能である。また，自衛消防隊による消火

活動が可能である。なお，屋外に設置されている

可燃物施設で，万一火災が発生しても，他の屋外

可燃物施設へ引火しないことを「第 6 条：外部か

らの衝撃による損傷の防止（外部火災）」にて評

価しており，アクセスルートは確保可能である。 

・ 主要変圧器は，中越沖地震による変圧器火災対

策，延焼防止対策が図られていること，また，防

油堤内に漏えいした絶縁油は防油堤地下の漏油受

槽に流下することから火災発生の可能性は極めて

低い（別紙 8 参照）。

(2) 可燃物施設の損壊

  ａ．可燃物施設の損壊 

可燃物施設で漏えいが発生した場合の被害想定判定フ

ローを第 5.4.1－3図に示す。また，火災想定施設の配置

を第 5.4.1－4図に，火災想定施設の火災発生時における

輻射強度を第 5.4.1－5図に示す。 

可燃物施設について評価を実施した結果，第 5.4.1－2

表に示すとおりアクセスルートに影響がないことを確認

した。また，可燃物施設の固縛状況を第 5.4.1－6図に示

す。 

・アクセスルートが火災発生時の熱影響を受ける場合

は，迂回路を通行する。

・主要な変圧器（主要変圧器，予備変圧器，所内変圧

器，起動変圧器）は，変圧器火災対策，事故拡大防止

対策が図られていること，また，防油堤内に漏えいし

た絶縁油は防油堤地下の廃油槽に流下することから火

災発生の可能性は極めて低い（別紙(16)参照）と考え

られるが，火災が発生するものとして評価を行った。

ｂ．可燃物施設の損壊 

(a) 可燃物施設の損壊

ⅰ．評価方針

周辺の可燃物施設の損壊時の影響について評価す

る。 

可燃物施設で可燃物の漏えいが発生した場合の被

害想定判定フローを第 4－5図に示す。 

ⅱ．評価結果 

火災想定施設の配置を第 4－6図に，火災想定施

設の火災発生時における放射熱強度を第 4－7図に

示す。 

可燃物施設について評価を実施した結果，第 4－3

表に示すとおりアクセスルートに影響がないことを

確認した。 

・アクセスルートは複数確保していることから，万

一，火災が発生した場合においても，迂回するこ

とが可能である。 

・主要変圧器は，中越沖地震による変圧器火災対

策，延焼防止対策が図られていること，また，

２，３号炉の変圧器において防油堤内に漏えいし

た絶縁油は，防油堤地下の漏油受槽に流下するこ

とから火災発生の可能性は極めて低い（別紙(6)

参照）と考えられるが，火災が発生するものとし

て評価を行った。

・第 4－7 図に示す火災想定施設の火災が発生した

場合でも，アクセスルートからの離隔距離が確保

されており，アクセスルートへの影響はない（別

紙(6)参照）。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価

方針を記載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，別紙

(6)において評価したア

クセスルート周辺にお
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・ 万一，同時に主要変圧器において複数の火災が

発生した場合には，自衛消防隊による早期の消火

活動が可能であり，アクセスルートに対して影響

の大きい箇所から消火活動を行う（別紙 9 参

照）。

・万一，消火活動が必要となった場合においても，自衛

消防隊による早期の消火活動が可能である（別紙(17)

参照）。なお，消火活動は火災発生箇所近傍の使用可能

な消火栓（原水タンク）又は防火水槽を用いる。

・ＯＦケーブル及び重油移送配管は地下又はダクト

内設置であり，地上部のアクセスルートへの影響

はない（別紙(6)参照）。 

・万一，同時に複数の火災が発生した場合でも，自

衛消防隊による早期の消火活動が可能であり，ア

クセスルートに対して影響の大きい箇所から消火

活動を行う（別紙(7)参照)。なお，消火活動は火

災発生箇所近傍の使用可能な消火栓（ろ過水タン

ク，補助消火水槽）又は防火水槽を用いる。

ける変圧器の火災評価

の概要を記載 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，変圧

器以外に想定される火

災影響について評価 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，変圧

器以外に，重油タンク

等についても同時に複

数の火災の発生が想定

されるため変圧器に限

定しない記載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，消火

活動に使用する水源を

記載 
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第 14 図 可燃物施設漏えい時被害想定 判定フロー 第 5.4.1－3 図 可燃物施設漏えい時被害想定 判定フロー 第 4－5図 可燃物施設漏えい時被害想定 判定フロー 
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第 15 図 火災想定施設配置 第 5.4.1－4 図 火災想定施設配置 

第 4－6図 火災想定施設配置 
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第 16 図 防油堤全面火災を想定した放射熱強度，迂回ルート 

第 5.4.1－5 図 火災時の輻射強度 

第 4－7図 火災想定施設の放射熱強度 

100



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 16‐1 表 可燃物施設漏えい時被害想定（1/2） 第 5.4.1－2 表 可燃物施設漏えい時被害想定（1／4） 第 4－3表 可燃物施設漏えい時被害想定(１／５) ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違によ

る表の内容の相違 
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第 16‐1 表 可燃物施設漏えい時被害想定（2/2） 

 

第 5.4.1－2 表 可燃物施設漏えい時被害想定（2／4） 

 

 

 

第 4－3 表 可燃物施設漏えい時被害想定(２／５) 
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第 5.4.1－2 表 可燃物施設漏えい時被害想定（3／4） 第 4－3表 可燃物施設漏えい時被害想定(３／５) 

103



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 5.4.1－2 表 可燃物施設漏えい時被害想定（4／4） 第 4－3表 可燃物施設漏えい時被害想定(４／５) 
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  第 4－3 表 可燃物施設漏えい時被害想定(５／５) 
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【可燃物施設の固縛状況等】 

 

 

【可燃物施設の固縛状況等】 

 

第 5.4.1－6 図 可燃物施設の固縛状況 

 

 

 

 

【可燃物施設の固縛状況等】 

 

補助ボイラＬＰＧボンベ庫        補助ボイラＬＰＧボンベの固縛状況 

                     （補助ボイラＬＰＧボンベ庫） 

 

水素・炭酸ガスボンベ室           水素ガスボンベの固縛状況 

                         （水素・炭酸ガスボンベ室） 

 

高圧ガス貯蔵所           水素ガスボンベの固縛状況 

                      （高圧ガス貯蔵所） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違によ

る図の相違 
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b. 可搬型設備 

保管場所に配備する可搬型設備について評価を実

施した結果，第 16‐2 表に示すとおり，アクセスル

ート及び可搬型設備に影響がないことを確認した。 

 

 

第 16‐2 表 可搬型設備の被害想定 

 

 

 

 

 

 

c. 構内（防火帯内側）の植生 

構内の植生火災について評価を実施した結果，第

16‐3 表に示すとおり，アクセスルート及び可搬型

設備に影響がないことを確認した。 

 

 

第 16‐3 表 構内植生による被害想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．可搬型設備の火災 

保管場所に配備する可搬型設備の火災について評価を

実施した結果，第 5.4.1－3 表に示すとおり，被害想定へ

の対応を実施することから，アクセスルート及び可搬型

設備に影響はない。 

 

第 5.4.1－3 表 可搬型設備の被害想定 

 

   

 

 

 

 

ｃ．構内（防火帯内側）の植生火災 

    構内の植生火災について評価を実施した結果，第 5.4.1

－4 表に示すとおり，被害想定への対応を実施することか

ら，アクセスルート及び可搬型設備に影響がないことを確

認した。また，第 5.4.1－7 図に感知設備の例を示す。 

 

第 5.4.1－4 表 構内植生による被害想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 可搬型設備 

保管場所に配備する可搬型設備について評価を実施

した結果，第 4－4 表に示すとおり，アクセスルート及

び可搬型設備に影響がないことを確認した。 

 

 

第 4－4 表 可搬型設備の被害想定 

 

 

 

 

(c) 構内（防火帯内側）の植生 

構内の植生火災について評価を実施した結果，第 4

－5 表に示すとおり，アクセスルート及び可搬型設備

に影響がないことを確認した。 

  

 

第 4－5 表 構内植生による被害想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違によ

る表の内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違によ

る表の内容の相違 
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3） 薬品タンクの損壊 

 

 

 

 

 

薬品タンク漏えい時について評価を実施した結果，

第 17 表に示すとおり，アクセスルートに影響がない

ことを確認した。 

・ 屋外に設置されている薬品タンクは液化窒素貯槽の

みであり，漏えいした場合であっても外気中に拡散

することから，漏えいによる影響は限定的と考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.4.1－7 図 感知設備（例示） 

 

(3) 薬品タンクの損壊 

 

 

 

 

 

薬品タンク漏えい時について評価した結果，第 5.4.1－5

表に示すとおり，アクセスルートへ影響がないことを確認

した。 

 

 

 

 

 

・薬品タンクが損壊した場合，薬品タンク周辺の路面勾配

による路肩への流下が考えられることから，影響は小さ

いと考えられる。 

漏えいした薬品は堰や建屋の周辺への滞留が想定される

が，薬品タンクはアクセスルートから 10m 以上離れてい

るため，漏えいによる影響は小さいと考えられる。 

また，漏えい時にアクセスや送水ホースの敷設作業等が

必要な場合は，防護具の着用及び送水ホースを薬品耐性

のあるゴム等により防護する。（別紙（36）参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．薬品タンクの損壊 

(a) 評価方針 

薬品タンク損壊による影響が及ぶ範囲にアクセスル

ートが含まれるか否かを評価する。 

 

(b) 評価結果 

薬品タンク漏えい時について評価を実施した結果，

第 4－6表に示すとおり，アクセスルートに影響がない

ことを確認した。 

・屋外に設置されている薬品タンクのうち，２号炉

ＮＧＣ液体窒素貯蔵タンクは，漏えいした場合で

あっても液体窒素が外気中に拡散することから，

漏えいによる影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・屋外に設置されている薬品タンクのうち，２号炉

鉄イオン溶解タンクは漏えいした場合であっても

側溝に流れることから，漏えいによる影響はな

い。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違によ

る図の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価

方針を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 プラントの相違に伴

う評価対象タンク及び

評価結果の相違 
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・ 建屋内に設置されている薬品タンクには堰が設置さ

れているため，建屋外へ漏えいする可能性は低いこ

とから，漏えいによる影響は限定的と考えられる。 

 

・なお，薬品タンクは堰内又は建屋内に設置されているた

め，漏えいによる影響は限定的と考えられる。また，屋

外に設置されている窒素ガス供給設備液体窒素貯蔵タン

クは，漏えいした場合であっても大気中に拡散すること

から，漏えいによる影響が限定的と考えられる。 

 

・建物内に設置されている薬品タンクは漏えいした

場合であっても側溝に流れることから，漏えいに

よる影響はない。 
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第 17 表 薬品タンク漏えい時被害想定（1/2） 

 

第 5.4.1－5 表 薬品タンク漏えい時被害想定（1／2） 

 

第 4－6 表 薬品タンク漏えい時被害想定(1/2) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違によ

る表の内容の相違 
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第 17 表 薬品タンク漏えい時被害想定（2/2） 

 

第 5.4.1－5 表 薬品タンク漏えい時被害想定（2／2） 

 

 

 

 

第 4－6 表 薬品タンク漏えい時被害想定(2/2) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違によ

る表の内容の相違 
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  ｄ．アクセスに係る防護具等 

重大事故等により放射線影響のおそれがある場合及び

薬品漏えいが発生した場合を考慮しても対応作業が可能

なよう，持ち運びやすいようセットして放射線防護具及

び薬品防護具を配備する。なお，作業現場に向かう際に

は，放射線防護具及び薬品防護具を携帯する。 

放射線影響のおそれがある場合及び薬品漏えいが発生

していると考えられる場合には，炉心損傷の徴候等や薬

品タンクの損壊及び漏えいの状況に応じて放射線防護具

及び薬品防護具を着用し，対応操作現場に向かう手順と

している。 

 

【配備箇所】 

○緊急時対策所（40 セット） 

○中央制御室 （10 セット） 

【セット品（放射線防護具及び薬品防護具）】 

○汚染防護服 ○全面マスク ○チャコール・フ

ィルタ  

○綿手袋 ○ゴム手袋 ○化学防護手袋  

○化学防護長靴 等 

 

 

放射線防護具，薬品防護具一式（１セット） 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，屋外

に設置されている２号

炉ＮＧＣ液体窒素貯蔵

タンク以外の薬品タン

クから万一アクセスル

ート側に漏えいした場

合を考慮し，防護具を

配備 
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4） タンクからの溢水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクセスルート近傍にある溢水源となる可能性のあ

るタンクの配置を第 17 図に示す。 

溢水源となる可能性のあるタンクについて評価を実

施し，第 18 表に示すとおりアクセスルートに影響がな

いことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外タンクからの溢水を考慮した場合においても，

周辺の空地が平坦かつ広大であり，周辺の道路上及び

排水設備を自然流下し，拡散することからアクセスル

ートにおける徒歩※及び可搬型設備の走行への影響はな

い（別紙 10 参照）。 

 

(4) タンクからの溢水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクセスルート近傍にある溢水源となる可能性のあるタ

ンクの配置を第 5.4.1－8 図に示す。溢水源となる可能性の

あるタンクについて基準地震動ＳＳによるタンク及び付属配

管の破損による溢水を想定し，アクセスルートへの影響評

価を実施した結果，第 5.5.1－6 表に示すとおりアクセスル

ートに影響がないことを確認した。また，この際の破損設

定は，タンクの破損形状を保守的な設定とし，溢水影響の

大きい方向に指向性を持たせて流出させるものとして評価

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外タンクからの溢水を考慮した場合においても，周辺

の道路上及び排水設備を自然流下し比較的短時間で拡散す

ることからアクセスルートにおける徒歩※及び可搬型設備の

走行及び運搬に影響はない（別紙（18），（19）参照）。 

 

 

ｅ．タンクからの溢水 

(a) 評価方針 

敷地内のタンクからの溢水による影響について評価

する。 

また，地震によりタンクに大開口が生じ短時間で大

量の水が流出するようなことはないと考えられるが，

タンクの損傷形態及び流出水の伝播に係る評価条件を

保守的に設定した上で，アクセスルートへの影響を評

価するために溢水伝播挙動評価を実施する。 

 

(b) 評価結果 

敷地内の溢水源となる可能性のあるタンク等の配置

を第 4－8図に示す。 

溢水源となる可能性のあるタンク等について評価を

実施した結果，第 4－7 表に示すとおりアクセスルー

トに影響がないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，屋外タンクからの溢水を考慮した場合におい

ても，EL8.5m エリアについては，周辺の空地が平坦か

つ広大であり，EL15m エリア以上では周辺の道路上及

び排水設備を自然流下し比較的短時間で拡散するもの

と考えられるが，最大約 100cm の浸水深となるルート

上（第 4-8 図地点⑦）であっても敷地形状により管理

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，評価

方針を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価手法の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，輪谷貯

水槽（東１／東２）の基

準地震動Ｓｓ によるス

ロッシング水を考慮した

上で，敷地全体に配置さ

れている溢水源とする屋

外タンク等の保有水全量

が流出するものとして模

擬し評価。 

東海第二は，合算体積

を持った一つの円筒タン

クを模擬し，建屋に指向

性を持って流出するよう

模擬 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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※ 建屋の浸水時における歩行可能な水深は，歩行困

難水深及び水圧でドアが開かなくなる水深等から

30cm 以下と設定しており，屋外においても同様の

値とする。

「地下空間における浸水対策ガイドライン」（平成

14 年 3 月 28 日国土交通省公表）参照） 

※ 建屋の浸水時における歩行可能な水深は，歩行困難水

深及び水圧でドアが開かなくなる水深などから 30cm 以

下と設定されており，屋外においても同様な値とす

る。

「地下空間における浸水対策ガイドライン」（平成 28

年 1 月現在 国土交通省 HP）参照

事務所東側道路から EL8.5m エリアへ向けて流下する

ため，10 分後には徒歩※及び可搬型設備がアクセス可

能な浸水深（別紙(8)参照）となること，可搬型設備

接続口付近を含むその他の抽出地点においては常に徒

歩及び可搬型設備がアクセス可能な浸水深であること

から，事故対応のためのアクセスルート確保及び作業

実施に影響はない（別紙(33)参照）。 

※建物の浸水時における歩行可能な水深は，歩行困難

水深，水圧でドアが開かなくなる水深等から 30cm

以下と設定しており，屋外においても同様の値とす

る。

「地下空間における浸水対策ガイドライン」（平成

14 年 3 月 28 日国土交通省公表）参照

島根２号炉は，溢水水

位評価の結果に基づく作

業成立性を記載 
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第 17 図 周辺タンクの溢水によるアクセスルートへの影響 

第 5.4.1－8 図 周辺タンクの溢水によるアクセスルートへの 

影響 

第 4－8図 発電所内の主な屋外タンク等の配置図 
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第 18 表 溢水タンク漏えい時の被害想定 第 5.4.1－6 表 溢水タンク漏えい時被害想定 第 4－7表 溢水タンク漏えい時被害想定(１／２) ・設備配置状況の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違による

表の内容の相違 
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第 4－7表 溢水タンク漏えい時被害想定(２／２) 
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③周辺斜面の崩壊，④道路面のすべり 

1） アクセスルート沿い斜面の概要 

アクセスルート沿いの斜面は，おおむね勾配は 30°

未満，斜面高さ 10m 程度であり，主な斜面は第 18 図

に示すとおりである。 

 

 

第 18 図 アクセスルート沿いの主な斜面の位置及び概要 

5.4.2 周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対する影響評価 

 【（3）周辺斜面の崩壊，（4）道路面のすべり】 

(1) 評価方法 

周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりによる影響について

は，以下の方法ですべり安定性評価を行い，評価基準と比

較することにより評価を行う。影響評価においては，崩壊

のおそれがある斜面がある場合は，崩壊時の堆積形状を予

測し，必要な幅員が確保可能か確認する。なお，必要な幅

員が確保できない場合は，事前対策（斜面の補強等）の実

施又は別途復旧時間の評価を行う。 

第 5.4.2－1 図に周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対

する影響評価フローを示す。 

 

第 5.4.2－1 図 周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対する 

影響評価フロー 

 

③ 周辺斜面の崩壊，④ 道路面のすべり 

ａ．評価方法 

アクセスルートの周辺斜面について，基準地震動Ｓｓ

によるすべり安定性評価を実施する。なお，評価に当た

っては，保管場所の周辺斜面及び敷地下斜面がアクセス

ルート周辺斜面を兼ねることから，アクセスルート周辺

斜面において検討する。 

 

【周辺斜面のすべり安定性評価】 

周辺斜面のすべり安定性評価フローを第 4－9図に示

す。 

保管場所及びアクセスルートに影響を及ぼすおそれの

ある斜面を第 4－10図に示す。これらの斜面を対象に，

斜面法尻標高毎及び種類毎に４つのグループに分類し，

グループ毎に影響要因（①構成する岩級，②斜面高さ，

③斜面の勾配，④シームの分布の有無，⑤盛土厚）の観

点から比較を行い，影響要因の番号付与及び簡便法によ

り定量的に比較検討を実施し，評価対象斜面を選定した

（第 4－11図及び第 4－8表）。 

選定した評価対象斜面を対象に，基準地震動Ｓｓに対

する地震応答解析を二次元動的有限要素法により行う。

なお，解析手法，解析コード等は「島根原子力発電所 2

号炉 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の基礎

地盤及び周辺斜面の安定性評価について」と同様に行

う。 

対策工を実施した斜面のうち切取を行った斜面につい

ては，切取後の斜面で基準地震動Ｓｓに対する地震応答

解析を実施し，地震時の斜面の安定性評価を実施した。

また，地震による斜面崩壊の防止措置を講ずるための敷

地内土木構造物である抑止杭を設置した斜面について

は，抑止杭の耐震評価及び抑止杭を反映した地震時の斜

面の安定性評価を実施した。（詳細は，別紙(31)を参

照） 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

本文-⑤の相違 

【東海第二】 

本文-⑥の相違 
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2） 斜面崩壊による被害想定の考え方

第 19 図に周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対す

る影響評価フローを示す。 

アクセスルートの周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり

については，全斜面が崩壊するものと仮定した場合の堆

積土砂形状を予測し，幅員が 3m 以上確保可能か確認す

る。 

なお，幅員が 3m 以上確保できない場合は，別途仮復

旧時間の評価を行う。 

【周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりの想定】 

・3.(4)2)a.に示した方法と同様に，崩壊前の斜面形状

の法肩を基点に堆積角度が 15°となるように設定し

た（別紙 33 参照）。 

第 19図 周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対する影響評価

フロー

ａ．評価断面の抽出 

 評価断面については，アクセスルート周辺における斜

面の形状及び高さ等を考慮して抽出する。アクセスルー

トの周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対する影響評

価断面位置図を第 5.4.2－2 図，影響評価断面図を第

5.4.2－3図に示す。また，評価断面の具体的な抽出方法

を以下に示す。 

ただし，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁沿いのアクセ

スルートは防潮堤背面の地盤改良した地盤嵩上げ部に設

置されることから，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり

の影響評価対象から除外する。 

・T.P.＋8m エリアのアクセスルート沿いの斜面は，T.P.

＋8m 盤とその西側の T.P.＋11m 盤を区分ける擁壁及び

T.P.＋8m 盤とその東側の T.P.＋3m 盤を介する法面があ

ることから，①－①断面及び②－②断面として選定す

る。 

・保管場所から T.P.＋8m エリアへのアクセスルートに対

しては，斜面勾配が最も大きく斜面高さが最も高い③

－③断面を選定した。また，最大高さ約 3.5m の盛土で

造成されている④－④断面を道路面のすべり評価対象

斜面として選定する。 

第 4－9図 保管場所等の評価対象斜面のすべりに対する安定性

評価のフロー 

第 4－10 図 保管場所及びアクセスルートに影響を及ぼすおそれ

のある斜面 

保管場所及びアクセスルートに影響を及ぼすおそれのある斜面
（グループA～D）

Ｎo

地震により斜面が崩壊しないため，
保管場所等に影響しない

・評価対象斜面について，対策工等の検討を行う
・対策工等を反映後，再度，全斜面を対象に，評

価対象斜面の選定を行う

斜面崩壊を防止する対策工を実施

・保管場所等に影響するおそれのある斜面の中で斜面高さ，すべり方向等を考慮して検討断面を設定する
・各グループにおいて，斜面安定性の影響要因について比較し，以下の観点から影響要因の番号を付与する

①構成する岩級 ：低位岩級（CL，D級）が分布する斜面に番号を付与する
②斜面高さ ：最も高い斜面に番号を付与する
③斜面の勾配 ：最急勾配の斜面に番号を付与する
④シームの分布 ：シームが分布する斜面に番号を付与する【岩盤斜面のみ】
⑤盛土厚 ：盛土厚さが最も厚い斜面に番号を付与する【盛土斜面のみ】

・評価対象斜面を選定するため，簡便法によるすべり安全率を算定する

評価対象斜面に対し，２次元動的FEM解析を実施

Yes

No

すべり安全率
1.0を上回る

No

地震による斜面安定性評価は
グループ内の評価対象斜面に代表させる

Yes

No

Yes

グループ内で
影響要因の番号付与数が最多※1，※2

または 簡便法のすべり安全率が最小

評価対象斜面に選定する

※1 影響要因の番号付与数が最多の検討断面が複数存在する場合，
簡便法のすべり安全率が最小となる断面を評価対象斜面に設定する

※2  影響要因の番号付与数が最多の検討断面よりも簡便法のすべり安全率
が小さい断面が存在する場合，その断面も評価対象斜面に選定する

①-①’～③-③’ ，⑤-⑤’，⑧-⑧’，
⑩-⑩’，⑫-⑫’～⑭-⑭’， ⑰-⑰’断面

①-①’～③-③’，⑩-⑩’断面

④-④’， ⑥-⑥’，⑦-⑦’，⑨-⑨’，
⑪-⑪’，⑮-⑮’，⑯-⑯’断面なし
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第 5.4.2－2 図 アクセスルートの周辺斜面の崩壊及び道路面の 

 すべりに対する影響評価断面位置図（1／2） 

第 4－11 図 評価対象断面位置 

第 4－8表 評価対象斜面 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 斜面種別 対象斜面 

Ａ 岩盤斜面 ⑤－⑤’断面

Ｂ 盛土斜面 ⑧－⑧’断面

Ｃ 岩盤斜面 

⑫－⑫’断面

⑬－⑬’断面

⑭－⑭’断面

Ｄ 盛土斜面 ⑰－⑰’断面

対策工を実

施した斜面 

切取を実施

した斜面 

③－③’断面

⑩－⑩’断面

抑止杭を設

置した斜面 

①－①’断面

②－②’断面
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第 5.4.2－2 図 アクセスルートの周辺斜面の崩壊及び道路面の 

         すべりに対する影響評価断面位置図（2／2） 
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第 5.4.2－3 図  アクセスルートの周辺斜面の崩壊及び道路面の 

すべりに対する影響評価断面図 
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ｂ．アクセスルートの安定性確認 

基準地震動ＳＳに耐性があることを確認したＤ／Ｃの西

側斜面と地質・斜面形状等の比較を実施し，基準地震動

ＳＳに対する安定性を確認する。 

 

ｃ．評価基準の設定 

4.3.2(1)ｃ項と同様に，アクセスルート周辺の斜面

が，Ｄ／Ｃの西側斜面よりも斜面高さが低く緩斜面であ

り，かつ，すべりが想定される範囲で地質が同一である

ことを評価基準とする。 

 

ｄ．周辺斜面の崩壊後及び道路面のすべり後の堆積形状 

4.3.2(1)ｄ項と同様に，Ｄ／Ｃの西側斜面との比較・

評価の結果，崩壊及びすべりのおそれがある断面につい

ては，当該斜面が崩壊し，土砂が流出するものと想定す

る。崩壊土砂の到達距離については，斜面高さと到達距

離などの関係が整理されている各種文献より，斜面高さ

の 2倍を崩壊土砂の到達距離とし，堆積形状は崩壊前後

の土砂量が等しくなるものとする。（別紙（13）参照） 
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3） 評価結果 

アクセスルート沿いの検討対象断面位置を第 20 図に，

周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりの想定結果を第 21‐1 

図～第 21‐3 図に，崩壊土砂のアクセスルート通行への

影響評価結果を第 19‐1 表～第 19‐2 表に，第 21‐4 図

に全斜面が崩壊するものと仮定した場合，必要な幅員が

確保できないルートを示す。 

 

 

第 20 図 アクセスルート沿いの検討対象断面位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価結果  

   アクセスルートの周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりの評

価結果を第 5.4.2－1 表に示す。 

①－①断面については，基準地震動ＳＳに対して耐性のあ

るＤ／Ｃの西側斜面と比較すると，急斜面であるため崩壊

を想定し，ホース等を敷設する場合に,必要な道幅（5m）の

確保が困難であることから，復旧時間の評価を行う。 

②－②断面については，Ｄ／Ｃの西側斜面と比較する

と，急斜面であるため崩壊を想定し，復旧に時間を要する

ことから，当該アクセスルートは地震時には使用しないも

のとする。 

③－③断面については，Ｄ／Ｃの西側斜面と比較する

と，すべりが想定される範囲で地質は同一であり，緩斜面

かつ斜面高さが同等であることから基準地震動ＳＳに対して

裕度があり，崩壊及びすべりは発生しないことを確認し

た。 

④－④断面については，盛土の施工において,改良土等に

より，安定性が確認されている強度（地山（du層）相当）

を確保するため，アクセスルートへの影響はない。 

 

第 5.4.2－1 表 アクセスルートの周辺斜面の崩壊及び 

 道路面のすべりの評価結果 

 

 

 

ｂ．評価結果 

周辺斜面の安定性評価結果を第 4－9 表及び第 4－12 図

に示す。 

周辺斜面を対象としたすべりに対する安定性評価の結

果，評価対象斜面の最小すべり安全率は評価基準値 1.0

を上回っていることを確認した。 

以上のことから，保管場所及びアクセスルート周辺斜

面のすべり安定性について問題ないことを確認した。 

 

第 4－9 表 周辺斜面の安定性評価結果 

 

 

 

第 4－12 図 周辺斜面の安定性評価結果（１／５） 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違による

評価結果の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－9 表 周辺斜面の安定性評価結果 

 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 斜面種別 評価対象斜面 すべり安全率 

Ａ 岩盤斜面 ⑤－⑤’断面 2.48 

Ｂ 盛土斜面 ⑧－⑧’断面 1.61 

Ｃ 岩盤斜面 

⑫－⑫’断面 2.07 

⑬－⑬’断面 1.47 

⑭－⑭’断面 1.53 

Ｄ 盛土斜面 ⑰－⑰’断面 2.17 

対策工を実施

した斜面 

切取を実施

した斜面 

③－③’断面 2.53 

⑩－⑩’断面 3.83 

抑止杭を設

置した斜面 

①－①’断面（対策工なし） 

（対策工あり） 

1.08 

1.37 

②－②’断面（対策工なし） 

      （対策工あり） 

1.24 

1.67 

124



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 21‐1 図 周辺斜面の崩壊及び道路面の 

すべりの想定結果（1） 

 

 

 

 

 

第 4－12 図 周辺斜面の安定性評価結果（２／５） 

 

 

第 4－12 図 周辺斜面の安定性評価結果（３／５） 

 

 

 

第 4－12 図 周辺斜面の安定性評価結果（４／５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 21‐2 図 周辺斜面の崩壊及び道路面の 

すべりの想定結果（2） 

 

 

 

 

 

  

第 4－12 図 周辺斜面の安定性評価結果（５／５） 
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第 21‐3 図 周辺斜面の崩壊及び道路面の 

すべりの想定結果（3） 
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第 19‐1 表 崩壊土砂のアクセスルート通行への 

影響評価結果（1） 
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第 19‐2 表 崩壊土砂のアクセスルート通行への 

影響評価結果（2） 

 
 

 

 

第 21‐4 図 全斜面が崩壊するものと仮定した場合，必要な幅員

が確保できないルート 
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⑤液状化及び揺すり込みによる不等沈下，液状化に伴う浮き上

がり

別紙 2 のとおり中越沖地震時の敷地内の道路には，不等沈下

に伴う段差等が以下の箇所に発生していることから，同様の箇

所に段差発生を想定し，不等沈下による通行不能が発生しない

か確認し，通行に支障がある場合は，別途仮復旧時間の評価を

行う。 

・ 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部等との境界部

（埋設物等境界部）

・ 地山と埋戻部等との境界部

なお，アクセスルート下の地中埋設構造物については，建設

工事の記録やプラントウォークダウンにより確認した。 

また，アクセスルート下の地中埋設構造物の液状化に伴う浮

き上がりについて評価を行い，浮き上がりが想定される場合に

は，対策を行い浮き上がりを防止する。 

さらに，海岸付近のアクセスルートについては，液状化によ

る側方流動を考慮した沈下の検討を行う。 

5.4.3 沈下等に対する影響評価 

【（5）液状化及び揺すり込みによる不等沈下，液状化に伴う浮

き上がり】 

別紙（8）のとおり，東北地方太平洋沖地震では，東海第

二発電所の道路において，不等沈下に伴う段差等が以下の

箇所に発生していることから，同様の箇所に段差発生を想

定し，不等沈下による通行不能が発生しないか確認し，通

行に支障がある段差が発生した場合は，事前対策（路盤補

強等）の実施又は別途復旧時間の評価を行う。 

・地中埋設構造物と埋戻部等との境界部（埋設物等境界

部）

・地山と埋戻部等との境界部

  なお，アクセスルート上の地中埋設構造物については，図

面確認やプラントウォークダウンにより確認した。 

また，アクセスルート下の地中構造物の液状化に伴う浮き

上がりについて評価を行い，浮き上がりが想定される場合に

は対策を行い，浮き上がりを防止する。 

さらに，海岸付近のアクセスルートについては，液状化に

よる側方流動を考慮した沈下の検討を行う。 

ただし，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁沿いのアクセス

ルートは防潮堤背面の地盤改良した地盤嵩上げ部に設置さ

れることから，液状化及び揺すり込みによる不等沈下（地

中埋設構造物と埋戻部等との境界部，地山と埋戻部等との

境界部），液状化に伴う浮き上がり，側方流動の影響評価

対象から除外する。 

⑤ 液状化及び揺すり込みによる不等沈下，液状化に伴う浮き

上がり 

アクセスルートにおいて，以下の箇所における段差発生を想

定し，不等沈下による通行不能が発生しないか確認し，通行に

支障がある場合は，別途仮復旧時間の評価を行う。 

・地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部（埋設

物等境界部）

・地山と埋戻部との境界部

なお，アクセスルート下の地中埋設構造物については，建設

工事の記録やプラントウォークダウンにより確認した。 

また，アクセスルート下の地中埋設構造物の液状化に伴う浮

き上がりについて評価を行い，浮き上がりが想定される場合に

は，対策を行い浮き上がりを防止する。 

さらに，海岸付近のアクセスルートについては，液状化によ

る側方流動を考慮した沈下の検討を行う。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-③の相違 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，地盤

改良部を地中埋設構造

物と同様に段差発生の

可能性がある箇所とし

て検討（以下，本文-⑬

の相違） 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，影響

評価を除外している箇

所はない 
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1） 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部等との境界部（埋

設物等境界部）

a. 評価方法

アクセスルート下にあり，段差が生じる可能性がある地中

埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部等との境界部（埋設物等

境界部）を抽出した。抽出結果を第 22‐1 図に示す。 

この抽出箇所において，3.(4)3)a.と同様に基準地震動 Ss 

に対する液状化及び揺すり込みによる沈下を考慮し，両沈下

量の合計を総沈下量として沈下量の評価を行う。 

液状化及び揺すり込みによる沈下によりアクセスルート上

に発生する地表面の段差量の評価基準値については，緊急車

両が徐行により走行可能な段差量 15cm とする。 

また，液状化に伴う浮き上がりが生じる可能性がある箇所

として，アクセスルート下の地中埋設構造物設置箇所を抽出

した。この抽出結果は，第 22‐1 図と同様の通し番号を使用

する。 

第 22‐1 図 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部等との境界

部の抽出結果 

(1) 地中埋設構造物と埋戻部等との境界部（埋設物等境界部）

の評価方法

 第 5.4.3－1 図に示す地中埋設構造物と埋戻部等との境界

部（埋設物等境界部）を段差発生の可能性がある箇所として

抽出した。 

   この抽出箇所において，4.3.3(1)と同様に基準地震動ＳＳ

に対する液状化及び揺すり込みによる沈下を考慮し，両沈下

量の合計を総沈下量として沈下量の評価を行う。 

液状化及び揺すり込みによる沈下によりアクセスルート上

に発生する地表面の段差量及び縦横断勾配の評価基準値につ

いては，緊急車両が徐行により走行可能な段差量 15cm 及び

登坂可能な勾配 12％とする。 

また，液状化に伴う浮き上がりが生じる可能性がある箇所

として，アクセスルート下の地中埋設構造物設置箇所を抽出

した。 

第 5.4.3－1 図 地中埋設構造物と埋戻部等との境界部の抽出結果 

   （図中の番号は，第 5.4.3－1，2，3，7 表の構造

物番号を示す） 

ａ．地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部） 

(a) 評価方法

アクセスルート下にあり，段差が生じる可能性があ

る地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）を抽出した。抽出結果を第 4－13

図に示す。 

この抽出箇所において，3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に基

準地震動Ｓｓに対する液状化及び揺すり込みによる沈

下を考慮し，両沈下量の合計を総沈下量として沈下量

の評価を行う。 

液状化及び揺すり込みによる沈下によりアクセスル

ート上に発生する地表面の段差量の評価基準値につい

ては，緊急車両が徐行により走行可能な段差量 15cm と

する。 

また，液状化に伴う浮き上がりが生じる可能性があ

る箇所として，アクセスルート下の地中埋設構造物設

置箇所を抽出した。この抽出結果は，第 4－13 図と同

様の通し番号を使用する。 

第 4－13 図 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）の抽出結果 

・設備の相違

【東海第二】 

本文-⑬の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

本文-⑬の相違 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様の方法により

評価基準値を設定 
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【液状化による沈下量の算出法】 

3.(4)3)a.と同様に，液状化による沈下量は，地下水位以

深の飽和地盤（埋戻土，新期砂層・沖積層，番神砂層・大湊

砂層，古安田層（保守的に粘性土層も含む））を液状化によ

る沈下の対象層とし，その堆積層厚の 2%とした。 

ａ．液状化による沈下量の算定方法 

液状化による沈下量は，地下水位以深の飽和砂質地盤

（盛土・埋戻土（fl），du 層，Ag2 層，As 層，Ag1 層，

D2s－3 層，D2g－3層及び D1g－1層）を，全て液状化に

よる沈下の対象層とする。また，相対密度（Dr）はこれ

らの地層の調査結果から，保守的に最も相対密度の小さ

い As層の相対密度 67.5％を全ての対象層に適用する。

（別紙（40）参照） 

沈下率は体積ひずみと液状化抵抗の関係と相対密度よ

り，保守的に最大せん断ひずみレベルの体積ひずみであ

る 2.3％と設定する。 

第 5.4.3－2 図に体積ひずみと液状化抵抗の関係

（Ishihara et al.1992）及び想定する沈下率を示す。 

第 5.4.3－2 図 体積ひずみと液状化抵抗の関係及び想定する 

沈下率 

【液状化による沈下量の算出法】 

3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に，飽和地盤の液状化によ

る沈下量は，地下水位以深の飽和地盤（埋戻土（掘

削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層及び旧表土）

を，保守的にすべて液状化による沈下の対象層と

し，その堆積層厚の 3.5%とした。 

・地盤の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑫の相違 
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【揺すり込み沈下量の算出法】 

3.(4)3)a.と同様に，不飽和地盤の揺すり込み沈下量は，

地表～地下水位以浅の不飽和地盤をすべて揺すり込み沈下の

対象層とし，その堆積層厚の 2%とした。 

【液状化に伴う浮き上がりの評価法】 

液状化に伴う地中埋設構造物の浮き上がりについては，

「土木学会：トンネル標準示方書，2006」に基づき評価す

る。評価基準値としては，安全率 1.0 とする。 

・液状化については，地下水位以深の飽和地盤（埋戻土，新

期砂層・沖積層，番神砂層・大湊砂層，古安田層（保守的

に粘性土層も含む））を，すべて液状化するものとして想

定する。 

・浮き上がりの評価対象は，第 19‐3 表，第 19‐4 表に示す

箇所のうち，以下の条件に該当する箇所とする。

条件① 構造物下端よりも地下水位が高い箇所

条件② 地震時の仮復旧ルート（第 28‐1 図，第 28‐2 図

参照）上の箇所 

条件③ 斜面崩壊の影響を受けない箇所 

ｂ．揺すり込みによる沈下量の算定方法 

4.3.3(1)と同様に，揺すり込みによる沈下量は，地表～

地下水位以浅の不飽和砂質地盤を揺すり込み沈下の対象層

とし，その層厚の 1％とする。 

ｃ．液状化に伴う浮き上がりの評価方法 

第 5.4.3－1表のうち，以下の条件に該当する場合は浮

き上がりの評価を実施する。 

条件① 構造物下端よりも地下水位が高い箇所

（4.3.3(1)と同様） 

【揺すり込み沈下量の算出法】 

3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に，不飽和地盤の揺すり込

み沈下量は，地表～地下水位以浅の不飽和地盤を，

すべて揺すり込み沈下の対象層とし，その堆積層厚

の 3.5%とした。 

【液状化に伴う浮き上がりの評価法】 

液状化に伴う地中埋設構造物の浮き上がりについ

ては，「土木学会：トンネル標準示方書，2006」の

「液状化時の浮上りに関する力のつり合い」に関す

る照査式に基づき評価し，評価値が評価基準値の

1.0 を上回らないことを確認する（第 4－14 図参

照）。 

・液状化については，地下水位以深の飽和地盤（埋

戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層及

び旧表土）を，保守的にすべて液状化するものと

して想定する。 

・浮き上がりの評価対象は，第 4－10 表に示す箇所

のうち，以下の条件に該当する箇所とする。 

条件① 構造物下端よりも地下水位が高い箇所 

条件② 内空を有する構造物の設置箇所 

第 4－14 図 浮き上がり照査方法 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，条件

①以外に，ダクト等の

地下に内空を有する構

造物の設置箇所を条件

とする 

↓WS

↓WB

↑US ↑UD

↓QBQB↓

↓QSQS↓

浮き上がり照査式
γ i(US+UD)/(WS+WB+2QS+2QB)≦1.0

WS：鉛直荷重の設計用値
WB：構造物の自重の設計用値
QS：上載土のせん断抵抗
QB：構造物側面の摩擦抵抗
US：構造物底面の静水圧による揚圧力の設計用値
UD：構造物底面の過剰間隙水圧による揚圧力
γ i：構造物係数(=1.0)

：液状化対象層
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第 19‐3 表 浮き上がり評価対象の抽出結果（1） 

第 4－10 表 浮き上がり評価対象の抽出結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 プラントの相違に伴

う抽出結果の相違 
1 ケーブルダクト（D5ダクト） ○ ○

2 ケーブルダクト（D7ダクト） ○ ○

3 1号炉南側盛土部地盤改良部 ○

4 東側ケーブル等迂回ダクト ○ ○

5 消火配管ダクト ○ ○

6 ケーブルダクト ○ ○

7 ケーブルダクト ○ ○

8 西側配管等迂回ダクト ○ ○

9 ケーブルダクト ○ ○

10 復水配管 ○ ○

11 2号炉開閉所連絡制御ケーブル配管ダクト ○ ○

12 OFケーブルダクト ○ ○

13 排水路 ○ ○

14 光ケーブルダクト（No.20ダクト） ○ ○

15 除じん機洗浄水排水管（北側） ○ ○

16 除じん機洗浄水排水管（南側） ○ ○

17 2号炉循環水排水路（放水槽側） ○ ○

18 2号炉循環水排水路（取水槽側） ○ ○

19 2号炉北側護岸 ○

20 2号炉取水槽（取水管取合部）（西側） ○ ○

21 2号炉取水槽（取水管取合部）（東側） ○ ○

22 海水電解，消火配管ダクト ○ ○

23 光ケーブルダクト（No.24ダクト） ○ ○

24 SB連絡ユーティリティ配管ダクト ○ ○

25 500kVケーブルダクト ○ ○

26 宇中中連絡ダクト ○ ○

27 旧2号炉放水口 ○

28 重油移送配管ダクト ○ ○

29 光ケーブルダクト（No.21ダクト） ○ ○

30 上水配管横断ダクト ○ ○

31 排水路 ○ ○

32 44m盤消火配管トレンチ（Ⅲ） ○ ○

33 OFケーブルダクト ○ ○

34 制御ケーブルダクト ○ ○

35 排水路 ○ ○

36 GTG電路MMR部 ○

37 U-600横断側溝 ○ ○

38 排水路 ○ ○

39 輪谷貯水槽（西１／西２）アクセススロープ（西側） ○

40 輪谷貯水槽（西１／西２）アクセススロープ（東側） ○

41 重圧管 ○ ○

42 44m盤消火配管トレンチ（Ⅳ） ○ ○

43 アクセス道路耐震補強部（西側） ○

44 アクセス道路耐震補強部（東側） ○

45
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

○ ○

46 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） ○ ○

47 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ ○

○：条件に該当する場合

通し番号 名称 条件① 条件②

：浮き上がり評価対象
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第 19‐4 表 浮き上がり評価対象の抽出結果（2） 

【地下水位の設定】 

3.(4)3)a.と同様に，沈下量の算出における地下水位につ

いては，評価対象箇所周辺に既工認実績の構造物がある場合

は，その構造物の設計水位をもとに設定する。周辺に構造物

のない場合は過去の地下水位観測記録等をもとに設定する。 

ｄ．地下水位の設定 

4.3.3(1)と同様に，沈下量の算出における地下水位につ

いては，過去のボーリング等による地下水位観測記録な

どを基に，防潮堤の設置により地下水位が上昇する可能

性を考慮し，保守的に設定する。（別紙（41）参照） 

【地下水位の設定】 

3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に，沈下量の算出及び浮き

上がり評価における地下水位については，詳細設計

段階で決定するため，設置許可段階においては地下

水位を地表面に設定する。（別紙(36)参照） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，地下

水位を地表面に設定 
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b. 評価結果

【沈下量の評価結果】 

沈下量の評価結果を第 19‐5 表，第 19‐6 表，第 22‐2 

図に示す。 

通行に支障のある段差が生じた箇所については，あらかじ

め段差緩和対策等を行う（別紙 38 参照），迂回する，又は

段差復旧用の砕石を用いて，重機により仮復旧を行うことと

し，仮復旧を行う場合は，アクセスルート確保に要する時間

を評価する（別紙 11 参照）。 

なお，段差を応急的に復旧する作業ができるよう重機・資

材（段差復旧用の砕石）の配備並びに訓練を実施するとも

に，復旧後車両が徐行運転をすることで通行可能であること

を確認している（別紙 11，別紙 12 参照）。 

(2) 地中埋設構造物と埋戻部等との境界部（埋設物等境界部）

の評価結果

ａ．不等沈下の評価結果 

評価結果(相対沈下量算出結果)を第 5.4.3－1 表に示

す。 

15cm 以上の段差発生が想定される箇所（第 5.4.3－1

表中の No.118 の構造物埋設部）については，段差緩和対

策の対象として抽出する。 

(b) 評価結果

【沈下量の評価結果】 

沈下量の評価結果を第 4－11 表，第 4－15 図に示

す。 

通行に支障のある段差の発生が想定される箇所に

ついては，あらかじめ段差緩和対策を行う（別紙

(30)参照）。万一，想定を上回る段差が生じた場合

は，迂回する，又は段差復旧用の砕石等を用いて，

重機により仮復旧を行う（別紙(9)参照）。 

なお，段差を応急的に復旧する作業ができるよう

重機・資材（段差復旧用の砕石等）の配備並びに訓

練を実施するとともに，復旧後車両が徐行運転をす

ることで通行可能であることを確認している（別紙

(9)，別紙(10)参照）。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，通行

に支障のある段差の発

生が想定される箇所全

てに対してあらかじめ

段差緩和対策を行うた

め，万一対応として整

理 

・設計方針の相違

【東海第二】 

 東海第二は，5.4.3

【（7）地中埋設構造物

の損壊】に記載 
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第 19‐5 表 沈下量算出結果（1） 第 5.4.3－1 表 相対沈下量算出結果（1／2） 第 4－11 表 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）における沈下量算定結果 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違に伴

う評価結果の相違 
路面高

構造物
上端

構造物
下端

基礎
下端

構造物高
＋基礎

(MMR含む)
地下水位 車両通行可否

T.P.(m) T.P.(m) T.P.(m) T.P.(m) (m) T.P.(m) 0.15m以下：○

1 ケーブルダクト（D5ダクト） 28.33 28.33 26.13 26.01 2.32 28.33 ○

2 ケーブルダクト（D7ダクト） 22.43 22.43 21.50 21.38 1.05 22.43 ○

3 1号炉南側盛土部地盤改良部 16.30 16.30 0.80 0.80 15.50 16.30 ×

4 東側ケーブル等迂回ダクト 15.20 14.07 11.67 11.35 2.72 15.20 ○

5 消火配管ダクト 15.00 15.00 13.00 12.80 2.20 15.00 ○

6 ケーブルダクト 15.00 15.00 13.65 13.45 1.55 15.00 ○

7 ケーブルダクト 15.00 14.70 13.10 12.90 1.80 15.00 ○

8 西側配管等迂回ダクト 15.00 15.00 12.15 12.05 2.95 15.00 ○

9 ケーブルダクト 15.00 14.00 11.60 11.40 2.60 15.00 ○

10 復水配管 15.00 14.90 13.75 13.55 1.35 15.00 ○

11 2号炉開閉所連絡制御ケーブル配管ダクト 15.05 15.05 12.75 12.55 2.50 15.05 ○

12 OFケーブルダクト 8.50 7.50 4.55 4.45 3.05 8.50 ○

13 排水路 8.50 5.95 4.15 3.98 1.97 8.50 ○

14 光ケーブルダクト（No.20ダクト） 8.50 7.53 5.12 4.92 2.61 8.50 ○

15 除じん機洗浄水排水管（北側） 8.50 2.88 2.08 1.78 1.10 8.50 ○

16 除じん機洗浄水排水管（南側） 8.50 3.14 2.34 2.04 1.10 8.50 ○

17 2号炉循環水排水路（放水槽側） 8.50 1.00 -3.60 -4.00 5.00 8.50 ×

18 2号炉循環水排水路（取水槽側） 8.50 -1.85 -6.45 -6.85 5.00 8.50 ×

19 2号炉北側護岸 8.50 3.00 -0.52 -0.52 3.52 8.50 ○

20 2号炉取水槽（取水管取合部）（西側） 8.50 1.70 -5.00 -5.00 6.70 8.50 ×

21 2号炉取水槽（取水管取合部）（東側） 8.50 1.70 -5.00 -5.00 6.70 8.50 ×

22 海水電解，消火配管ダクト 8.50 8.50 7.25 7.05 1.45 8.50 ○

23 光ケーブルダクト（No.24ダクト） 8.50 7.54 4.65 4.45 3.09 8.50 ○

24 SB連絡ユーティリティ配管ダクト 8.50 7.05 3.00 2.88 4.17 8.50 ○

25 500kVケーブルダクト 8.50 6.25 3.20 3.08 3.17 8.50 ○

26 宇中中連絡ダクト 8.50 7.20 2.93 2.48 4.72 8.50 ×

27 旧2号炉放水口 8.50 6.00 -5.00 -5.00 11.00 8.50 ×

28 重油移送配管ダクト 8.50 8.50 7.10 6.80 1.70 8.50 ○

29 光ケーブルダクト（No.21ダクト） 9.60 8.40 4.35 4.23 4.17 9.60 ○

30 上水配管横断ダクト 36.31 35.89 33.09 32.89 3.00 36.31 ○

31 排水路 38.00 36.85 34.25 34.05 2.80 38.00 ○

32 44m盤消火配管トレンチ（Ⅲ） 43.18 43.18 42.18 41.88 1.30 43.18 ○

33 OFケーブルダクト 44.00 43.00 40.30 40.10 2.90 44.00 ○

34 制御ケーブルダクト 44.00 43.73 42.00 41.80 1.93 44.00 ○

35 排水路 44.00 43.60 42.50 42.30 1.30 44.00 ○

36 GTG電路MMR部 44.30 44.30 41.70 41.70 2.60 44.30 ○

37 U-600横断側溝 44.00 44.00 43.10 42.90 1.10 44.00 ○

38 排水路 44.00 43.40 40.95 40.75 2.65 44.00 ○

39 輪谷貯水槽（西１／西２）アクセススロープ（西側） 53.50 53.50 52.37 52.37 1.13 53.50 ○

53.30 47.70 34.40 34.40 13.30 53.30 (0.47)

53.30 43.39 34.40 34.40 8.99 53.30 (0.32)

41 重圧管 46.51 46.26 45.46 45.19 1.07 46.51 ○

42 44m盤消火配管トレンチ（Ⅳ） 46.90 46.90 45.85 45.55 1.35 46.90 ○

43 アクセス道路耐震補強部（西側） 55.55 55.55 52.55 52.55 3.00 55.55 ○

44 アクセス道路耐震補強部（東側） 65.80 65.80 63.70 63.70 2.10 65.80 ○

45
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

47.25 47.25 45.45 44.70 2.55 47.25 ○

46 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 8.50 5.70 1.00 -4.00 9.70 8.50 ×

47 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 8.50 8.20 5.70 5.70 2.50 8.50 ○

※ アクセススロープの沈下量（上段）と輪谷貯水槽（西１／西２）の沈下量（下段）の相対沈下量を示す。
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40 輪谷貯水槽（西１／西２）アクセススロープ（東側）※ ○

0.04

0.55

0.10

0.05

0.09

0.06

0.07

通し番号 名称

0.34

0.09

0.09

相対沈下量

0.04

0.10

0.04

0.05

0.11

0.08

0.06

0.39

0.17

0.18

：段差（相対沈下量）が15cmを超える箇所
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第 19‐6 表 沈下量算出結果（2） 第 5.4.3－1 表 相対沈下量算出結果（2／2） 
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第 22‐2 図 沈下量評価結果 

第 4－15 図 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）における沈下量評価結果 
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評価対象とする地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との

境界部（埋設物等境界部）の評価結果を第 4－12表に示す。 

第 4－12 表 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）の評価結果（１／３） 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，東海

第二の 5.4.3(3)c.と同

様に，評価結果を記載 

通し番号 
地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部） 

3． 

1 号炉南側盛土

部地盤改良部 

評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 55cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 

17． 

2 号炉循環水排

水路（放水槽側） 

評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 18cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 

18． 

2 号炉循環水排

水路（取水槽側） 

評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 18cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 
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第 4－12 表 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）の評価結果（２／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通し番号 
地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部） 

20． 

2 号炉取水槽 

（取水管取合部）

（西側） 

 

21． 

2 号炉取水槽 

（取水管取合部）

（東側） 

 

評
価
結
果 

・埋戻部の沈下により，約 24cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 

26． 

宇中中連絡ダク

ト  

評
価
結
果 

・埋戻部の沈下により，約 17cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 

27． 

旧 2 号炉放水口 
 

評
価
結
果 

・埋戻部の沈下により，約 39cm 及び約 22cm の

段差発生が想定されるため，路盤補強の対象と

して抽出する。 
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【浮き上がりの評価結果】 

浮き上がりの評価結果を第 19‐7 表に示す。 

浮き上がり評価対象構造物について，浮き上がり評価を行

った結果，K‐6 取水路（6 号炉取水路）及び K‐7 取水路

（7 号炉取水路）を除き安全率が評価基準値の 1.0 を上回る

ことから，アクセスルートの通行に支障がある地中埋設構造

物の浮き上がりは生じない。 

なお，K‐6 取水路及び K‐7 取水路は屋外重要土木構造物

に該当し，評価値 1.1 を満足するように必要に応じて構造物

周辺の地盤改良等により浮き上がりを防止する設計とする。 

ｂ．液状化に伴う浮き上がりの評価結果 

地中埋設構造物について，液状化による浮き上がりの

評価を行った結果，安全率が評価基準値の 1.0 を下回

り，15 ㎝以上の浮き上がりが想定される箇所について

は，浮き上がり対策の対象として抽出する。 

浮き上がり量については，保守的に浮き上がり抵抗力

の不足分を構造物周辺の地盤（埋戻土）の飽和単位体積

重量及び構造物の幅で除して算出する。 

浮き上がり評価結果を第 5.4.3－2表に示す。 

第 4－12 表 地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部）の評価結果（３／３） 

【浮き上がりの評価結果】 

浮き上がりの評価結果を第 4－13 表，地中埋設構造物の

浮き上がり想定箇所を第 4－16図に示す。 

4.(4)⑤ａ．(a)により抽出された浮き上がり評価対象構

造物（39 箇所）について，浮き上がり評価を行った結果，

安全率が評価基準値の 1.0 を上回り，浮き上がりが想定さ

れる箇所については，詳細設計段階において決定する地下

水位を用いて再度浮き上がり評価を実施し，浮き上がりが

想定される地中埋設構造物については，第 4－17 図のとお

り，揚圧力(US,UD)に対する浮き上がり抵抗力(WS,WB,QS,QB)の

不足分を補うため，構造物周辺の地盤改良やコンクリート

置換，又はカウンターウエイトを設置する対策を実施する

方針とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う評価結果の相違 

通し番号 
地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部

（埋設物等境界部） 

46． 

屋外配管ダクト

（タービン建物

～放水槽） 

評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 34cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 
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第 19‐7 表 浮き上がり評価結果 第 5.4.3－2 表 浮き上がり評価結果（1／2） 第 4－13 表 浮き上がり評価結果 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う評価結果の相違 
通し番号 名称

揚圧力
（kN/m）

浮き上がり
抵抗力
（kN/m）

安全率

1 ケーブルダクト（D5ダクト） 42 38 1.11
2 ケーブルダクト（D7ダクト） 29 18 1.62
4 東側ケーブル等迂回ダクト 140 84 1.67
5 消火配管ダクト 110 28 3.93
6 ケーブルダクト 53 25 2.12
7 ケーブルダクト 36 42 0.86
8 西側配管等迂回ダクト 58 42 1.39
9 ケーブルダクト 65 77 0.85
10 復水配管 14 18 0.78
11 2号炉開閉所連絡制御ケーブル配管ダクト 39 25 1.56
12 OFケーブルダクト 116 169 0.69
13 排水路 162 120 1.35
14 光ケーブルダクト（No.20ダクト） 175 94 1.87
15 除じん機洗浄水排水管（北側） 124 110 1.13
16 除じん機洗浄水排水管（南側） 119 105 1.14
17 2号炉循環水排水路（放水槽側） 1,491 2,606 0.58
18 2号炉循環水排水路（取水槽側） 1,842 3,326 0.56
20 2号炉取水槽（取水管取合部）（西側） 6,816 7,419 0.92
21 2号炉取水槽（取水管取合部）（東側） 6,816 7,419 0.92
22 海水電解，消火配管ダクト 53 35 1.52
23 光ケーブルダクト（No.24ダクト） 200 94 2.13
24 SB連絡ユーティリティ配管ダクト 200 225 0.89
25 500kVケーブルダクト 150 205 0.74
26 宇中中連絡ダクト 323 170 1.90
28 重油移送配管ダクト 49 28 1.75
29 光ケーブルダクト（No.21ダクト） 229 218 1.06
30 上水配管横断ダクト 167 101 1.66
31 排水路 140 73 1.92
32 44m盤消火配管トレンチ（Ⅲ） 24 36 0.67
33 OFケーブルダクト 101 161 0.63
34 制御ケーブルダクト 53 76 0.70
35 排水路 22 12 1.84
37 U-600横断側溝 20 15 1.34
38 排水路 139 94 1.48
41 重圧管 57 43 1.33
42 44m盤消火配管トレンチ（Ⅳ） 28 22 1.28

45
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電
機）

51 67 0.77

46 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 576 880 0.66
47 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 508 591 0.86

：安全率が評価基準値の1.0を上回る箇所
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第 5.4.3－2 表 浮き上がり評価結果（2／2） 

第 4－16 図 地中埋設構造物の浮き上がり想定箇所 

第 4－17 図 地中埋設構造物の浮き上がり対策（案） 

トレンチ構造 ボックスカルバート構造

【案１】
地盤改良又は
コンクリート置換

【案２】
カウンター

ウエイトの設置
－

改良地盤又はコンクリート置換

QB QB

改良地盤又はコンクリート置換

QB QB

QS QS

WS

・構造物側面の摩擦抵抗QBの増加

・鉛直荷重WSの増加
・構造物の自重WBの増加

・構造物側面の摩擦抵抗QBの増加
・上載土のせん断抵抗QSの増加
・鉛直荷重WSの増加

カウンターウエイト
WB

WS
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2） 地山と埋戻部との境界部

地山と埋戻部との境界部等については，第 23 図のように段

差が生じないように擦り付ける工夫がなされているため，通行

に支障となる段差は生じない。 

第 4‐11 図 地山と埋戻部との境界部の状況 

(3) 地山と埋戻部との境界部の評価

地中埋設構造物の埋設箇所及び建屋周辺は，設置に伴う

掘削により地山と埋戻部との境界が生じるが，この境界部

が可搬型設備の通行に影響がないか評価する。 

地山と埋戻部との境界の状況を第 5.4.3－3図に示す。 

第 5.4.3－3 図 地山と埋戻部との境界の状況 

ａ．評価方針 

  地山と埋戻部との境界部については，地山が岩盤の場

合，埋戻土の地震による揺すり込みや液状化による沈下に

より境界部での段差が想定されるが，東海第二発電所は，

岩盤の出現深度が深く，アクセスルート下の構造物の設置

においては地山は堆積層となり，両者とも揺すり込みや液

状化による沈下を起こすことから地山と埋戻部との境界部

の段差発生は小さいが，地山（堆積層）と埋戻土の沈下の

特性を考慮し，保守的に埋戻部のみに揺すり込みや液状化

による沈下が発生すると仮定し，可搬型設備の通行に影響

がないか評価する。 

揺すり込みや液状化による沈下のイメージ図を第 5.4.3

－4 図に示す。 

第 5.4.3－4 図 揺すり込みや液状化による沈下のイメージ図 

ｂ．地山と埋戻部との境界部 

(a) 評価方法

地山（岩盤）と埋戻部との境界部については，地山

を垂直に掘削した箇所及び地山に勾配を設けて掘削し

た箇所の評価を行う。第 4－18図に地山を垂直に掘削

した箇所における段差発生状況，また，第 4－19図に

地山に勾配を設けて掘削した箇所の傾斜発生状況を示

す。傾斜及び段差が生じる可能性がある地山と埋戻部

との境界部について，4箇所抽出した。抽出結果を第 4

－20図に示す。 

この抽出箇所において，3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に液

状化及び揺すり込みによる沈下を考慮し，両沈下量の

合計を総沈下量として埋戻部の沈下量の評価を行う。 

液状化及び揺すり込みによる沈下によりアクセスル

ート上に発生する地表面の傾斜及び段差量の評価基準

値については，緊急車両が徐行により登坂可能な勾配

（15%）及び走行可能な段差量（15cm）とする。 

第 4－18 図 地山を垂直に掘削した箇所における段差発生状況 

第 4－19 図 地山に勾配を設けて掘削した箇所の傾斜発生状況 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，地山

と埋戻部との境界部の

評価を実施する。な

お，建物周辺について

は，地盤改良若しくは

頑健な構造物（低圧原

子炉代替注水槽等）が

設置されており，沈下

が想定されないため，

評価を実施しない（以

下，本文-⑭の相違） 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，地山

は岩盤であるため，地

山（岩盤）と埋戻部と

の境界部の評価を実施 

地山

道路面

埋戻部

土留め壁

D

h 段差（埋戻部の沈下量）
D=h×3.5%(m)

道路面

埋戻部
地山

D

h
傾斜

最大沈下量
D=h×3.5%(m)
不等沈下による傾斜
S=D÷L×100(%)

L
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ｂ．評価方法 

  地中埋設構造物の埋設箇所については，埋戻部の沈下

量が 15 ㎝以上（緊急車両が徐行により走行可能な段差

量）発生すると想定される箇所を評価対象箇所として抽

出する。また，建屋周辺については，建屋設置に伴う掘

削範囲がアクセスルートと重なる箇所を抽出し，かつ，

埋戻部の沈下量が 15 ㎝以上発生すると想定される箇所を

評価対象箇所とする。 

  埋戻部の沈下量は，揺すり込みや液状化により沈下す

るものと仮定し，揺すり込みによる沈下率を 1.0％，液状

化による沈下率を 2.3％と設定（5.4.3(1)による設定値）

して沈下量を算出し，評価対象箇所を抽出する。 

第 4－20 図 地山と埋戻部との境界部の抽出結果 

【液状化による沈下量の算出法】 

3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に，飽和地盤の液状化によ

る沈下量は，地下水位以深の飽和地盤（埋戻土（掘

削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層及び旧表土）

を，保守的にすべて液状化による沈下の対象層と

し，その堆積層厚の 3.5%とした。 

【揺すり込み沈下量の算出法】 

3.(4)ｃ．⑤(a)と同様に，不飽和地盤の揺すり込

み沈下量は，地表～地下水位以浅の不飽和地盤を，

すべて揺すり込み沈下の対象層とし，その堆積層厚

の 3.5%とした。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑭の相違 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑫の相違 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑩の相違 

146



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

埋戻部の沈下量算出結果（地中埋設構造物）を第 5.4.3

－3 表に，建屋と埋戻部等との境界部の抽出結果を第

5.4.3－5図に，埋戻部の沈下量算出結果（建屋）を第

5.4.3－4表に示す。 

【地下水位の設定】 

3.(4)c.⑤(a)と同様に，沈下量の算出における地

下水位については，詳細設計段階で決定するため，

設置許可段階においては地下水位を地表面に設定す

る。（別紙(36）参照） 

(b) 評価結果

【沈下量の評価結果】 

沈下量の算定結果を第 4－14 表，第 4－15 表及び

第 4－21 図に示す。 

通行に支障のある段差の発生が想定される箇所に

ついては，あらかじめ段差緩和対策を行う（別紙

(30)参照）。万一，想定を上回る段差が生じた場合

は，迂回する，又は段差復旧用の砕石等を用いて，

重機により仮復旧を行う（別紙(9)参照）。 

なお，段差を応急的に復旧する作業ができるよう

重機・資材（段差復旧用の砕石等）の配備並びに訓

練を実施するとともに，復旧後車両が徐行運転をす

ることで通行可能であることを確認している（別紙

(9)，別紙(10)参照）。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，地下

水位を地表面に設定 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑭の相違 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，通行

に支障のある段差の発

生が想定される箇所全

てに対してあらかじめ

段差緩和対策を行うた

め，万一対応として整

理 

・設計方針の相違

【東海第二】 

 東海第二は，5.4.3

【（7）地中埋設構造物

の損壊】に記載 
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第 5.4.3－3 表 埋戻部の沈下量算出結果（地中埋設構造物） 

(1／2) 

第 4－14 表 地山と埋戻部との境界部（地山を垂直に掘削した箇

所）における沈下量（段差）算定結果 

第 4－15 表 地山と埋戻部との境界部（地山に勾配を設けて掘削

した箇所）における沈下量（傾斜）算定結果 

・設備の相違

【東海第二】 

プラントの相違に伴

う評価結果の相違 路面高
盛土部
下端

盛土部
層厚

地下水位 相対沈下量 車両通行可否

T.P.(m) T.P.(m) (m) T.P.(m) (m) 0.15m以下：○

1 2号炉循環水排水路建設時土留め部（放水槽側） 8.50 -4.00 12.50 8.50 0.44 ×

2 2号炉循環水排水路建設時土留め部（取水槽側） 8.50 -6.85 15.35 8.50 0.54 ×

通し番号 名称

：段差（相対沈下量）が15cmを超える箇所

地下水位 h L D 傾斜 車両通行可否

T.P.(m) (m) (m) (m) (%) 15%以下：○

1 2号炉原子炉建物南側 1:0.7 15.00 19.7 13.8 0.69 5.0 ○

2 2号炉原子炉建物西側 1:0.373 15.00 19.7 7.3 0.69 9.5 ○

掘削勾配通し番号 名称

：傾斜が15%を超える箇所

通し番号 
地山と埋戻部との境界部（地山に勾配を設けて掘削

した箇所） 

1． 

2 号炉原子炉建

物南側 

2号炉
原子炉
建物

地表面
（EL+15.0m）

傾斜：5.0%

h1

埋戻土

D1

L1

岩盤

評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 5.0%の傾斜発生

が想定されるが，可搬型設備の通行に及ぼ

す影響はない。 

2． 

2 号炉原子炉建

物西側 

2号炉
原子炉
建物

地表面
（EL+15.0m）

傾斜：9.5%

h2埋戻土

D2

L2

岩盤

評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 9.5%の傾斜発生

が想定されるが，可搬型設備の通行に及ぼ

す影響はない。  
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第 5.4.3－3 表 埋戻部の沈下量算出結果（地中埋設構造物） 

(2／2) 
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第 5.4.3－5 図 建屋と埋戻部等との境界部の抽出結果 

（図中の番号は，第 5.4.3－4表の建屋番号 

を示す） 

第 4－21 図 地山と埋戻部との境界部の沈下量評価結果 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑭の相違 
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第 5.4.3－4 表 埋戻部の沈下量算出結果（建屋）(1／2) 
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第 5.4.3－4 表 埋戻部の沈下量算出結果（建屋）(2／2) 
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ｃ．評価結果 

評価対象とする地山と埋戻部との境界部の評価結果

（地中埋設構造物）を第 5.4.3－5表に，建屋設置に伴う

掘削範囲図を第 5.4.3－6図に，地山と埋戻部との境界部

の評価結果（建屋）を第 5.4.3－6表に示す。 

第 5.4.3－5 表 地山と埋戻部との境界部の評価結果 

（地中埋設構造物）（1／2） 

評価対象とする地山と埋戻部との境界部の評価結

果を第 4-16 表に示す。 

第 4－16 表 地山と埋戻部との境界部の評価結果 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑭の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

プラントの相違に伴

う評価結果の相違 

通し番号 地山と埋戻部との境界部 

1． 

2 号炉循環水 

排水路建設時 

土留め部（放水槽

側） 
評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 44cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 

2． 

2 号炉循環水 

排水路建設時 

土留め部（取水槽

側） 
評
価
結
果

・埋戻部の沈下により，約 54cm の段差発生が想

定されるため，路盤補強の対象として抽出する。 
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第 5.4.3－5 表 地山と埋戻部との境界部の評価結果 

   （地中埋設構造物）（2／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

154



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 5.4.3－6 図 建屋設置に伴う掘削範囲図 

・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑭の相違 
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第 5.4.3－6 表 地山と埋戻部との境界部の評価結果（建屋） 

（1／2） 
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第 5.4.3－6 表 地山と埋戻部との境界部の評価結果（建屋） 

（2／2） 
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3） 側方流動による沈下

大湊側タービン建屋海側のアクセスルート上の段差評価に

おいて，地震時の液状化に伴う側方流動が段差評価に与える

影響を検討する。 

a． 評価方法 

(4) 側方流動による沈下

  ａ．評価方法 

ｃ．側方流動による沈下 

アクセスルート上の段差評価において，地震時の液状

化に伴う側方流動が段差評価に与える影響を検討する。 

(a) 評価方法

【側方流動の評価方法】 

側方流動による影響は，「道路橋示方書・同解説

Ⅴ耐震設計編（平成 14 年 3 月）」より，水際線か

ら 100ｍ以内の範囲とされていることから，海岸線

よりおおむね 100ｍの範囲に位置するアクセスルー

トにおいて，埋戻土の層厚，範囲等を考慮して検討

位置を選定する。 

海岸付近のアクセスルートのうち，埋戻土層厚が

厚く側方流動の影響が大きい断面として，３号炉北

西側におけるアクセスルートの横断図（①－①断

面)及び１，２号炉北側におけるアクセスルートの

横断図（②－②断面)を第 4－22 図に示す。 

①－①断面は，②－②断面と比較して埋戻土層厚

が厚いことから，液状化に伴う側方流動の影響が大

きい。 

また，②－②断面は，アクセスルートが防波壁

（多重鋼管杭式擁壁）に近接しており，液状化に伴

う側方流動が抑制される。 

以上を踏まえ，側方流動の影響検討範囲として３

号炉北西側におけるアクセスルートを選定し，詳細

に検討する。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，３号

炉北西エリアを選定し

評価を実施（以下，本

文-⑮の相違） 
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第 4－22 図 海岸付近のアクセスルート横断図 

３号炉北西側におけるアクセスルートの縦断図

（③－③断面）を第 4－23 図に示す。

③－③断面は，岩盤面の傾斜に伴い埋戻土（掘削

ズリ）の層厚が変化する区間１（埋戻層厚：約 0.9

～23.5ｍ）と，岩盤面がおおむね水平で埋戻土（掘

削ズリ）の層厚が厚い区間２（埋戻層厚：約 22.0～

24.7ｍ）に分類される。また，③－③断面全区間の

岩盤面の傾斜は最大１:0.7 程度であり，地下水位を

地表面とした場合の液状化及び揺すり込みによる傾

斜は最大５%程度のため，許容値 15％を下回る。 

以上を踏まえ，３号炉北西側アクセスルートの縦

断方向において可搬型設備の走行に影響はないこと

を確認した。 

また，側方流動の影響検討箇所は，埋戻土（掘削

ズリ）が最も厚い区間２から選定する。 

防波壁（波返重力擁壁）

消波ブロック

岩盤

埋戻土（掘削ズリ）

砂礫層改良地盤

EL. 15.0m

ＭＭＲ

アクセスルート

砂礫層

←海 陸→

EL. 6.5m

ケーソン

①－①断面 ３号炉北西側アクセスルート横断図※

EL. 8.5m

EL+ 15.0

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

埋戻土
（掘削ズリ）

改良地盤

←海 陸→

岩盤

消波ブロック
施設護岸

アクセスルート

②－②断面 １，２号炉北側アクセスルート横断図※

2
3
.7

m

9
.3

m

防波壁との離隔:27m 防波壁との離隔：３m

※両横断図を同縮尺で作図

159



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

③－③断面

最大傾斜部の拡大図 

第 4－23 図 ３号炉北西側におけるアクセスルート（縦断図） 

防波壁（波返重力擁壁）の縦断図を第 4－24 図

に，防波壁（波返重力擁壁）（改良地盤部）を第 4

－25図に示す。 

アクセスルート（区間２）における埋戻土（掘削

ズリ）の層厚はほぼ同等であるが，a－a 断面に示す

ように，アクセスルート北側における岩盤面が深

く，防波壁背面の埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層が

厚く堆積しており，側方流動の影響が大きいと想定

されることから，①－①断面を側方流動の影響検討

箇所として選定した。 

←北西

EL. 0m

EL.-10m

東→

埋戻土
（掘削ズリ）

最大傾斜部

岩盤

区間２区間１

①－①断面

EL. 6.5m

EL. 8.5m

C地点
B地点 A地点

縦横比１：１で作成

拡大部

最大傾斜
発生区間

4.8％

沈下後の
道路面

EL. 0m

EL.-10m

EL. 6.5m

L

h

最大傾斜発生区間における最大傾斜量
相対沈下量： D=h×沈下率=(7.09-5.09)×0.035=0.07(m)
不等沈下による傾斜： S=D÷L×100=0.07÷1.47×100≒4.8(%)
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側方流動の検討位置及び地質断面図を第 24‐1 図に示す。 

検討位置は，埋戻土の層厚を考慮して選定した。護岸からア

クセスルートまでの距離は約 130m である。

地震時の液状化に伴う側方流動が段差評価に与える影響につ

いて，二次元有効応力解析に基づく検討を実施した。液状化に

よる過剰間隙水圧の上昇が考慮できる有効応力解析には解析コ

ード「FLIP」を使用する。 

側方流動による影響は，道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震

設計編（平成 14 年 3 月）より，水際線からおおむね 100m

の範囲とされていることから，海岸線よりおおむね 100m

の範囲のアクセスルートを側方流動による影響の評価対

象とする。 

側方流動の評価範囲を第 5.4.3－7図に示す。 

第 4－24 図 防波壁（波返重力擁壁）（縦断図） 

第 4－25 図 【側方流動検討断面】①－①断面 

防波壁（波返重力擁壁）（改良地盤部） 

側方流動の検討位置及び地質断面図を第 4－26 図

に示す。 

検討位置における水際線からアクセスルートまで

の距離は約 40m である。 

地震時の液状化に伴う側方流動が段差評価に与え

る影響について，二次元有効応力解析に基づく検討

を実施した。液状化による過剰間隙水圧の上昇が考

慮できる有効応力解析には解析コード「FLIP」を使

用する。 

【地下水位の設定】 

3.(4)c.⑤(a)と同様に，側方流動の評価における

地下水位については，詳細設計段階で決定するた

め，設置許可段階においては地下水位を地表面に設

定する。（別紙(36）参照） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，水際

線からの距離，埋戻土

の層厚，範囲等から検

討位置を選定 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に二次元有効

応力解析を実施（以

下，本文-⑯の相違） 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，地下

水位を地表面に設定 

区間２

①－①断面

岩盤

埋戻土
（掘削ズリ）

東→←西

a－a断面 防波壁縦断図

東→←西

岩盤

EL. 6.5m

EL. 15m

ケーソン

MMR

改良地盤

防波壁

（波返重力 擁壁）

③－③断面 アクセスルート縦断図（区間２）

①－①断面

EL. -20m

EL. -25m

EL. 8.5m

防波壁（波返重力擁壁）

消波ブロック

岩盤

埋戻土（掘削ズリ）

砂礫層改良地盤

EL+15m

ＭＭＲ

アクセスルート

砂礫層

←海 陸→

EL+6.5m

ケーソン
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第 24‐1 図 側方流動検討位置及び地質断面図 

第 5.4.3－7 図 側方流動の評価範囲（1／2） 

側方流動検討位置図   検討位置の地質断面図 

第 4－26 図 側方流動検討位置及び地質断面図 ・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑮の相違 

40m 

アクセス

ルート

N← →S
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第 5.4.3－7 図 側方流動の評価範囲（2／2） ・設計方針の相違

【東海第二】 

本文-⑯の相違 
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解析モデルを第 24‐2 図，液状化パラメータを第 24‐3 図

に示す。 

解析用地盤物性値は工認物性を基本とし，当該箇所に液状化

対象層として分布する埋戻土，洪積砂質土層Ⅰ，洪積砂質土層

Ⅱについては液状化に伴う側方流動を考慮できるよう液状化パ

ラメータ（平均強度）を設定した。入力地震動には，基準地震

動 Ss を解析モデル下端（T.M.S.L.-60m）まで引き上げた波形

を用いる。 

第 24‐2 図 解析モデル図 

第 24‐3 図 液状化パラメータ 

解析モデルを第 4－27 図，液状化パラメータを第

4－28図に示す。 

解析用地盤物性値は工認物性を基本とし，当該箇

所に液状化対象層として分布する埋戻土（掘削ズ

リ），砂礫層については液状化に伴う側方流動を考

慮できるよう液状化パラメータを設定した。入力地

震動には，基準地震動Ｓｓを解析モデル下端

（T.P.-50m）まで引き上げた波形を用いる。 

第 4－27 図 解析モデル図 

第 4－28 図 液状化パラメータ 

ＭＭＲ；海水

改良地盤

；Ｌ型擁壁

消波ブロック
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b． 評価結果 

側方流動による地表面残留変形量評価結果を第 24‐4 図に

示す。 

二次元有効応力解析「FLIP」の結果，アクセスルートにおけ

る残留沈下量は小さく，側方流動による段差評価への影響はな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 24‐4 図 側方流動による地表面残留変形量評価結果 

ｂ．評価結果 

評価範囲のアクセスルート（取水構造物西側のアクセ

スルート）の東側は，鉄筋コンクリート防潮壁，鋼製防

護壁又は取水構造物が設置されており，護岸背面の地盤

改良を行うことから，側方流動は発生しないと考えられ

るが，当該アクセスルートは T.P.＋8m エリアと T.P.＋3m

エリアの境となる斜面の法肩付近に位置するため，地震

時の地盤変状が想定され，復旧に時間を要することか

ら，当該アクセスルートは地震時には使用しないものと

する。 

鉄筋コンクリート防潮壁は，水際線に並行する岩盤に

支持された地中連続壁基礎が設置されることから，本防

潮壁の西側は側方流動は発生しない。 

万一，側方流動の影響が想定範囲外に及んだ場合で

も，南側鉄筋コンクリート防潮壁の南西側ルートについ

ては，道幅が十分広い（約 11m）ことから，可搬型設備の

通行に影響はない。（別紙（15）参照） 

 

 

 

 

(b) 評価結果 

側方流動による地表面最終変形量評価結果を第 4－

29 図に示す。 

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基

準地震動（Ss-D,Ss-F1,Ss-F2）においては，繰返し応

力及び繰返し回数に着目し，水平最大加速度が大き

く，継続時間が長い地震動が液状化評価において最も

厳しいと考えられることから，Ss-D を選定した。 

また，地下水位を海水面とした評価結果において

も，側方流動に支配的な地震動は Ss-D である。 

二次元有効応力解析「FLIP」の結果，アクセスルー

ト（約 18m）のうち南側の 4mは一様に沈下しており，

北側へ向けて緩やかに傾斜しているが，南側における

鉛直方向の相対変形量は 8cm と小さく，側方流動によ

る段差評価への影響はない。 

なお，海岸付近のアクセスルートにおいて，万一，

想定を上回る沈下が発生し，通行に支障が生じた場合

は，段差復旧用の砕石等を用いて，重機により仮復旧

を行う（補足(20)参照）。 

 

 

 

 

第 4－29 図 側方流動による地表面最終変形量評価結果 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違に伴

う評価結果の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

最
終
水
平
変
位

(m
)

最
終
鉛
直
変
位

(m
)

アクセスルート

アクセスルート（約 18m）

4m

N← →S

4m

護岸からの距離(m)

護岸からの距離(m)

相対変形量：8cm

ＭＭＲ

被覆石（砕石を含む）

改良地盤

-3

-2.5

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

40 45 50 55 60

Ss-D（地下水位：海水面）

Ss-N1（地下水位：海水面）

Ss-N2(NS)（地下水位：海水面）

Ss-N2(EW)（地下水位：海水面）

Ss-D（地下水位：地表面）

消波ブロック
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⑦地中埋設構造物の損壊 

地中埋設構造物の損壊による道路面への影響について

は，中越沖地震時の当発電所において被害事例がないこと

から，陥没等の通行支障が発生する可能性は極めて低いと

考えられるが，念のため，地震時の地中埋設構造物の崩壊

による段差発生の可能性について検討した。 

 

 

 

 

なお，アクセスルート下の地中埋設構造物については，

建設工事の記録やプラントウォークダウンにより確認し

た。 

その結果，基準地震動 Ss に対して通行に支障となる地

中埋設構造物の崩壊はないことを確認した（別紙 13 参

照）。 

以上から，地中埋設構造物の損壊による影響はない。 

【（7）地中埋設構造物の損壊】 

地中埋設構造物の損壊による道路面への影響については， 

以下の条件に該当する地中埋設構造物を評価対象とする。 

  条件①：耐震性が十分ではない内空部が 15cm 以上のコン 

クリート構造物（鋼管は地震により潰れることは 

考え難いため，評価対象から除外する） 

 

 

 

 

  なお，アクセスルート上の地中埋設構造物については，図 

面確認やプラントウォークダウンにより確認した。 

評価結果を第 5.4.3－7表に示す。 

上記の条件に該当する地中埋設構造物については，段差緩 

和対策，又は，構造物内にあらかじめ土のうを敷き詰める等 

の対策の対象として抽出する。 

⑦ 地中埋設構造物の損壊 

地中埋設構造物の損壊による道路面への影響について検

討した。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，アクセスルート下の地中埋設構造物については，

建設工事の記録やプラントウォークダウンにより確認し

た。 

その結果，基準地震動Ｓｓに対して通行に支障となる地

中埋設構造物の損壊はないことを確認した（別紙(11)参

照）。 

以上から，地中埋設構造物の損壊による影響はない。 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

本文-③の相違 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に別紙(11)の

とおり検討を実施 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，地中

埋設構造物の損壊によ

る影響はない 
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 第 5.4.3－7 表 構造物損壊の評価結果（1／2） 
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 第 5.4.3－7 表 構造物損壊の評価結果（2／2） 
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   アクセスルートの路盤補強等の実施対象は，以下の①～④ 

 のいずれかの条件に該当し，かつ，⑤の条件に該当する箇所 

とする。 

整理結果を第 5.4.3－8表，第 5.4.3－9表に，路盤補強等 

  の実施箇所を第 5.4.3－8図及び補足説明資料（7）に，路盤 

補強のイメージを第 5.4.3－9図に示す。（別紙（42）参 

照） 

なお，地震時に通行を想定するルートについて，概略値に 

  よる評価や保守的な評価を行っているものは，必要に応じ詳 

細設計段階で精緻化する。 

条件① 不等沈下により 15cm 以上の段差発生が想定される 

    埋設物（第 5.4.3－1表より） 

条件② 液状化により 15cm 以上の浮き上がりが想定される 

    埋設物（第 5.4.3－2表より） 

条件③ 地山と埋戻部との境界部において車両の通行に影響 

    がある埋設物及び建屋周辺箇所（第 5.4.3－5表， 

    第 5.4.3－6 表より） 

条件④ 地中埋設物の損壊により 15cm 以上の段差発生が想 

    定される埋設物（第 5.4.3－7表より） 

条件⑤ 地震時に車両通行を想定するルート（緊急時対策所 

    から保管場所・取水箇所を経て接続口までのルー 

ト，第 5.5.1－1 図～  第 5.5.1－5 図参照）上の 

箇所 

 

 なお，地震時に通行を想定するルートのうち新規制基準対応 

工事範囲で 15cm 以上の段差発生が想定される箇所について 

は，路盤補強等の事前対策を行うものとする。  

 ・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に段差緩和対

策箇所および段差緩和

対策例を別紙(30)に記

載 
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 第 5.4.3－8 表 路盤補強等の対象構造物（1／2） 
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 第 5.4.3－8 表 路盤補強等の対象構造物（2／2） 
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 第 5.4.3－9 表 路盤補強の対象建屋（1／2） 
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 第 5.4.3－9 表 路盤補強の対象建屋（2／2） 
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第 5.4.3－8 図 アクセスルート及び路盤補強等実施箇所 

 

 

第 5.4.3－9 図 路盤補強のイメージ 
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⑧淡水貯水池の堰堤及び送水配管の損壊 

淡水貯水池の堰堤及び送水配管が周辺斜面の崩壊等の影

響により万一損壊し，溢水が発生したとしても，淡水貯水

池と 6 号及び 7 号炉の間には道路及び排水路が敷設され

ており，道路上及び構内の排水路を経て海域に排水され

る。また，第 25 図，第 20 表に示すとおり，仮に保守的

な想定として排水路の機能が期待できず全量が 6 号及び 7 

号炉を設置する敷地に流入するとしても，周辺の空地が平

坦かつ広大であり，周辺の道路上及び排水設備を自然流

下・拡散することから，アクセスルート及び可搬型設備の

走行への影響はない（別紙 10，30 参照）。 

 

 

第 25 図 淡水貯水池及び送水配管の位置図， 

溢水による被害想定 

 

第 20 表 溢水による被害想定 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 本文-④の相違 
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 屋外アクセスルートの評価結果より，第 2.5.2－3図に示し 

た基準地震動ＳＳの影響を受けないルート並びに第 2.5.2－4 

図に示した基準地震動ＳＳ及び敷地遡上津波の影響を受けない 

ルートは，周辺構造物の倒壊・損壊による影響がないこと，周 

辺斜面の崩壊及び道路面のすべりに対する影響がないこと及び 

沈下等に対する影響については事前対策を実施することにより 

可搬型設備の通行性が確保できることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙（38）を踏まえ，敷地の地質・地質構造に関する特徴か 

ら想定されるリスクについて検討した。 

ａ．重要施設設置において大規模な掘削・埋戻による地山と埋 

戻部の不等沈下については，前述の(3)「地山と埋戻部と 

の境界部の評価」にて個別箇所の影響を評価した。 

ｂ．砂質地盤に液状化を仮定すると噴砂によるアクセスルート 

の不陸が生じるが，避ける又は復旧作業を行うため，通行 

へのリスクは小さいと評価した。 

ｃ．岩盤の傾斜に伴う堆積層厚の変化による沈下量の場所的な 

変化については，岩盤上限面の傾斜が 1:1 以下であり，堆 

積層全層が沈下したとしても地表面の傾斜は 2％未満とな 

り，当該箇所のアクセスルートにこの傾斜を考慮しても勾 

配は登坂可能な勾配 12％を下回ることから，通行への影響 

はない。 

ｄ．岩盤深度の急変部付近の第四系の地層構成の変化により沈 

下量が場所的に変化するものの，変化が比較的大きい取水 

構造物西側付近の領域においても想定される傾斜は 4％程 

度であることから，通行への影響はない。また，堆積層厚 

の変化及び地層構成の変化を保守的に重ね合わせても 6％ 

アクセスルートの調査結果より，第 2－3図に示したルー

トは，周辺構造物の倒壊・損壊による影響がないこと，周辺

斜面の崩壊及び道路面のすべりに対する影響がないこと，並

びに沈下等に対する影響については事前対策を実施すること

により可搬型設備の通行性が確保できることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙(32)を踏まえ，敷地の地質・地質構造に関する特徴か

ら想定されるリスクについて検討した。 

ａ．発電所建設時において大規模な掘削・埋戻による地山と

埋戻部の不等沈下については，前述の b．「地山と埋戻

部との境界部」にて個別箇所の影響を評価した。 

ｂ．液状化を仮定すると噴砂によるアクセスルートの不陸が

生じるが，迂回又は復旧作業を行うため，通行へのリス

クは小さいと評価した。 

ｃ．岩盤の傾斜に伴う被覆層厚の変化による沈下量の場所的

な変化については，岩盤上限面の傾斜が 1:1 以下であ

り，被覆層全層が沈下したとしても地表面の傾斜は

3.5％以下となり，当該箇所のアクセスルートにこの傾

斜を考慮しても勾配は登坂可能な勾配 15％を下回るこ

とから，通行への影響はない。 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，東海

第二と同様に影響評価

結果の総括を記載 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，段差

緩和対策の実施及び周

辺構造物の損壊による

影響評価結果等を踏ま

えると，地震時に通行

不能となる被害は想定

されない（以下，本文-

⑰の相違） 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

本文-②の相違 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，東海

第二と同様に敷地の地

質・地質構造に関する

特徴から想定されるリ

スクについて記載 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 敷地の岩盤の相違 
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程度であり，通行への影響はない。 

さらに，事前対策として，使用するアクセスルートの確実性 

を高めるために，基準地震動ＳＳの影響を受けないルート並び 

に基準地震動ＳＳ及び敷地遡上津波の影響を受けないルートに 

対して路盤補強を実施（保管場所内ルート含む。）する。 

また，万一，想定を上回る沈下，浮き上がり，陥没が発生 

し，通行に支障のある段差が生じた場合に備えて，段差を応急 

的に復旧する作業ができるよう資材（土のう等）を保管場所又 

はアクセスルート近傍に配備する。なお，土のうによる段差復 

旧の訓練を実施し，車両が通行できることを確認している。 

（別紙（20），（21）参照） 

 

 

 

 

 

また，万一，想定を上回る沈下，浮き上がり，陥没が発

し，通行に支障のある段差が生じた場合に備えて，段差を応

急的に復旧する作業ができるよう資材（砕石等）を保管場所

又はアクセスルート近傍に配備する。なお，砕石による段差

復旧の訓練を実施し，車両が通行できることを確認してい

る。（別紙(9)，(10)参照） 
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(5) 地震時におけるアクセスルートの選定結果 

 

 

 

①～⑧の被害想定結果（別紙 23 参照）を踏まえ，優先的

に「仮復旧により通路が確保可能なアクセスルート」として

大湊側高台保管場所からは B ルートを，荒浜側高台保管場

所からは C ルートを選定した※（第 26 図）。 

ここでは，「仮復旧により通路が確保可能なアクセスルー

ト」である B ルート，C ルートについて，仮復旧に要する

時間を評価する※。 

※5 号炉東側保管場所からは，可搬型設備の運搬はない。 

5 号炉東側第二保管場所からは，仮復旧なしで 6 号及び 7 

号炉まで可搬型車両の寄りつきが可能。 

 

 

第 26 図 地震時におけるアクセスルートの選定結果 

5.5 地震及び津波時におけるアクセスルートの復旧時間評価結

果 

 

5.5.1 地震時の復旧時間の評価結果 

  地震時におけるアクセスルートの選定は，西側及び南側保 

管場所のうち，要員の集合場所となる緊急時対策所から遠い 

南側保管場所，重大事故等時の取水箇所（西側淡水貯水設 

備，代替淡水貯槽）を経て，各接続箇所までの以下の複数ル 

ートを選定し，各ルートの時間評価を行う。 

・地震の影響を受けないルート（第 5.5.1－1 図） 

・（1）～（7）の被害想定結果を踏まえ，地震時に発生する 

がれき等の復旧を行うルート（第 5.5.1－2図～第 5.5.1－5 

図） 

また，地震時の被害想定の一覧を別紙（22）に示す。 

 

 
第 5.5.1－1 図 緊急時対策所建屋～西側淡水貯水設備～ 

高所接続口（東側／西側）及び緊急時対策所建屋～ 

代替淡水貯槽～西側接続口までのアクセスルート概要 

 

 

 

(5) 地震時におけるアクセスルートの選定結果 

 

 

 

①～⑦の被害想定結果（別紙(19)参照）を踏まえると，緊

急時対策所～保管場所～２号炉までのアクセスルートについ

て，あらかじめ段差緩和対策を行うことで，仮復旧なしで可

搬型設備（車両）の通行が可能である。 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

 本文-②の相違 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文-⑰の相違 
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第 5.5.1－2 図 緊急時対策所建屋～代替淡水貯槽～東側接続

口，西側接続口までのアクセスルート概要 

 

 

第 5.5.1－3 図 緊急時対策所建屋～西側淡水貯水設備～ 

代替淡水貯槽までのアクセスルート概要 
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第 5.5.1－4 図 緊急時対策所建屋～西側接続口（可搬型窒素供

給装置接続口）までのアクセスルート概要 

 

 

第 5.5.1－5 図 緊急時対策所建屋～東側接続口（可搬型窒素供

給装置接続口）までのアクセスルート概要 
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(6) 仮復旧時間の評価 

1） 仮復旧方法 

第 27‐1 図，第 27‐2 図に地震時におけるアクセスルー

トを，第 27‐3 図に崩壊土砂撤去の考え方を示す。 

アクセスルート上に土砂が流れ込んだ箇所については，ホ

イールローダを用いて土砂を道路脇に運搬・押土することに

よりルートを仮復旧する。仮復旧道路の条件は以下のとお

り。 

 

・ 対象車両（代替原子炉補機冷却系熱交換器トレーラ

ー）の規格を考慮し，幅員 3m とする 

・ 掘削面勾配は 1:1.0 とする（第 27‐4 図） 

 

 

第 27-1 図 地震時におけるアクセスルート（大湊側高台保管場

所を使用する場合） 

 

 

第 27-2 図 地震時におけるアクセスルート（荒浜側高台保管場

所を使用する場合） 

 

 

 

 

(1) 復旧方法 

   地震時に発生するがれきや崩壊土砂について，アクセスル 

ートの復旧方法を以下に示す。また，第 5.5.1－6図に崩壊 

土砂撤去の考え方を示す。 

  ａ．がれき撤去 

    アクセスルート上の構造物倒壊によるがれきが堆積して 

いる箇所については，ホイールローダを用いてがれきをル 

ート外へ押出しすることによりルートを復旧する。（別紙 

（20），（23），補足説明資料（3）参照） 

 

ｂ．崩壊土砂撤去 

アクセスルート上の崩壊土砂が堆積している箇所につい 

ては，ホイールローダを用いて土砂をルート外へ押出しす 

ることによりルートを復旧する。（別紙（20），（23）， 

（24），補足説明資料（3）参照） 

復旧道路の条件は以下のとおり。 

   ・アクセスルートとして必要な幅員を確保する。（別紙 

（15）参照） 

   ・切土法面勾配は文献を参考に 1：1.0 とする。（第 5.5.1 

－6 図，第 5.5.1－7 図参照） 
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第 27‐3 図 崩壊土砂撤去の考え方 

 

 

 

 

 

自然地山ではないものの，掘削規模（高さ約 1m）を考慮し，

「日本道路協会：道路土工‐切土工・斜面安定工指針，2009」

における法高 5m 以下の砂質土を参考に 1:1.0 とした。 

 

 

第 27‐4 図 仮復旧方法のイメージ（拡大図） 

 

アクセスルート上に通行に支障がある 15cm を超える段差が発

生する可能性がある箇所については，あらかじめ段差緩和対策等

を行う（別紙 38 参照），又は段差復旧用の砕石を用いて，ホイ

ールローダによりルートを仮復旧する。 

 

第 5.5.1－6 図 崩壊土砂撤去の考え方 

 

 
※ 自然地山ではないものの，掘削規模（高さ約 1m）を考慮し，

「平成 21年 6月 道路土工切土工・斜面安定工指針（社団法

人日本道路協会）」における法高 5m 以下の砂質土を参考に

1:1.0 とした。 

 

第 5.5.1－7 図 復旧方法のイメージ（拡大図） 
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2） 仮復旧時間評価 

アクセスルート上の土砂流入箇所の仮復旧時間について

は，崩壊形状に応じて対象とする土量を算出し，ホイール

ローダの作業量を考慮し算出した（詳細は別紙 14 参

照）。 

なお，ホイールローダによる作業量（転圧含む）は文献

※1 を参考に設定した（詳細は別紙 15 参照）。 

アクセスルート上及び建屋直近における段差の仮復旧時

間については，段差の大きさに応じてホイールローダの復

旧時間を考慮し算出した（詳細は別紙 11,37 参照）。 

※1 日本道路協会：道路土工‐施工指針，1986 ほか 

 

3） アクセスルートの仮復旧に要する時間の評価 

アクセスルートの仮復旧に要する時間は，被害想定をも

とに，構内の移動時間や崩壊土砂撤去，段差復旧に要する

時間等を考慮し，設定したアクセスルートについて算出す

る（ケース 1）。 

また，6 号及び 7 号炉周辺までのアクセス確保の他に 5 

号炉原子炉建屋内緊急時対策所可搬型電源設備の給油作業

のためのアクセスを確保する必要があることから，5 号炉

東側保管場所までのアクセスルートの仮復旧に要する時間

を算出する（ケース 2）。 

さらに，可搬型設備を使用し，より早期に原子炉注水を

しなければいけない状況も想定すると，可搬型代替注水ポ

ンプにより淡水貯水池から送水する必要があるため，同様

に準備に要する時間を算出する（ケース 3）。 

各アクセスルートの仮復旧時間の詳細評価については第

28‐1 図～第 28‐7 図に示す。あわせて，仮復旧後の対応

を別紙 16 に，別途算出した除雪時間について別紙 27に，

除灰時間について別紙 28 に示す。 

 

(2) 復旧時間評価 

ａ．がれき撤去 

アクセスルート上のがれき堆積箇所の復旧時間について 

は，各建屋のがれき量を算出し，ホイールローダの標準仕 

様を参考に算出した。（別紙（23）参照） 

 

  ｂ．崩壊土砂撤去 

アクセスルート上の崩壊土砂堆積箇所の復旧時間につい

ては，崩壊形状に応じて対象とする土砂を算出し，ホイー

ルローダの作業量を参考に算出した。（別紙（23）参照） 

 

 

(3) アクセスルートの復旧に要する時間の評価 

ａ．がれき及び崩壊土砂撤去 

    アクセスルートの復旧に要する時間は，被害想定をもと

に，構内の移動速度や倒壊した構造物のがれき撤去及び崩

壊土砂の撤去に要する時間等を考慮し，設定した全てのア

クセスルートについて算出する。 
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＜条 件＞ 

・ 構内の移動速度は，重機（ホイールローダ）15km/h，

要員（徒歩）4km/h※2，要員（徒歩，崩壊土砂通行）

2km/h 

・ 重機操作要員は，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に

集合し，復旧作業を開始 

・ 重機操作要員は，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所か

らホイールローダの保管場所へ向かい，ホイールロー

ダを操作し崩壊土砂撤去（転圧含む），段差復旧を実

施※2 初動対応での作業であり格納容器ベント実施前

であるため，防護具は着けず移動することを想定。 

 

 

 

ｂ．条件 

・ホイールローダ等の可搬型設備の移動速度は，通常走行 

時：10km／h，がれき撤去時：30 秒／12m（別紙（23）参 

照），人員（徒歩）の移動速度は 4km／h とする。 

・アクセスルート確保要員は，緊急時対策所に集合し，復 

旧作業を開始する。 

・アクセスルート確保要員は，緊急時対策所から保管場所

へ向かい，ホイールローダを操作しがれき撤去を実施す

る。 

 

 

 

ｃ．評価 

地震によるがれき等の影響を受けないアクセスルートは

重機等による復旧を必要としない。（第 5.5.1－8図，第

5.5.1－9図，第 5.5.1－12 図，第 5.5.1－14 図） 

また，地震時に発生するがれき等の復旧を行うルートに

ついて，各アクセスルートの復旧時間を評価した。（第

5.5.1－10 図，第 5.5.1－11 図，第 5.5.1－13 図，第

5.5.1－15 図，第 5.5.1－16 図，第 5.5.1－17 図） 

あわせて，除雪時間については別紙（3），降灰除去時

間については別紙（4），崩壊土砂の復旧計画を別紙

（24）に示す。 
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第 28‐1 図 設定したルート及び仮復旧時間 

（ケース 1，大湊側高台保管場所利用） 

 

第 5.5.1－8 図 設定したＡルート及び復旧時間 

 

 

第 5.5.1－9 図 設定したＢルート及び復旧時間 
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第 28‐2 図 設定したルート及び仮復旧時間 

（ケース 1，荒浜側高台保管場所利用） 

 

 

第 5.5.1－10 図 設定したＣルート及び復旧時間 

 

 

 第 5.5.1－11 図 設定したＤルート及び復旧時間 
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第 28‐3 図 5 号炉東側保管場所へのルート及び仮復旧時間 

（ケース 2，荒浜側高台保管場所利用） 

 

 

第 28‐4 図 設定したルート及び仮復旧時間 

（ケース 3‐1，大湊側高台保管場所利用 

（原子炉注水開始までの復旧）） 

 

 

第 5.5.1－12 図 設定したＥルート及び復旧時間 

 

 

第 5.5.1－13 図 設定したＦルート及び復旧時間 
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第 28‐5 図 設定したルート及び仮復旧時間 

（ケース 3‐1，荒浜側高台保管場所利用 

（原子炉注水開始後からの復旧）） 

 

 

 

第 5.5.1－14 図 設定したＧルート及び復旧時間 

 

 

第 5.5.1－15 図 設定したＨルート及び復旧時間 
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第 28‐6 図 設定したルート及び仮復旧時間 

（ケース 3‐2，荒浜側高台保管場所利用 

（原子炉注水開始までの復旧）） 

 

第 5.5.1－16 図 設定したＩルート及び復旧時間 

 

 

第 5.5.1－17 図 設定した Jルート及び復旧時間 
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第 28‐7 図 設定したルート及び仮復旧時間 

（ケース 3‐2，大湊側高台保管場所利用（原子炉注水開始後から

の復旧）） 
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 5.5.2 津波時の復旧時間の評価結果 

地遡上津波時におけるアクセスルートについては，敷地

西側に西側淡水貯水設備，高所東側接続口及び高所西側接

続口を設置し，敷地遡上津波の影響を受けないルートが選

定できることから，復旧に要する時間の評価は不要であ

る。 

第 5.5.2－1 図にアクセスルート概要図を示す。 

また，敷地遡上津波時の重大事故等対応において選定する

アクセスルート（緊急時対策所建屋～保管場所～西側淡水

貯水設備～高所西側接続口）が津波による影響を受けない

ことを津波遡上解析の結果により確認している。 

第 5.5.2－2 図に敷地遡上津波時の最大浸水深分布を示

す。 

 

 

第 5.5.2－1 図 緊急時対策所建屋～西側淡水貯水設備～ 

高所接続口（東側／西側）アクセスルート概要 

 

 ・設計方針の相違 

【東海第二】 

 本文-②の相違 
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第 5.5.2－2 図 敷地遡上津波時の最大浸水深分布 
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(7) 屋外作業の成立性 

「重大事故等対策の有効性評価」における事故シーケンス

において，時間評価を行う必要のある屋外作業について想定

時間が一番厳しい作業を抽出し，外部起因事象に対する影響

を評価した結果，作業は可能であることを以下のとおり確認

した。 

なお，可搬型設備の保管場所及び屋外アクセスルート等の

点検状況について，別紙 25 に示す。 

 

 

 

 

1） 屋外アクセスルートへの影響 

a. 屋外アクセスルートの確認 

緊急時対策要員からアクセスルートの状況等の報告を受け

た緊急時対策本部の復旧班長は，通行可能なアクセスルート

の状況を緊急時対策本部内に周知する。 

 

 

 

万一，通行ができない場合は，応急復旧方法，応急復旧の

優先順位を考慮の上，アクセスルートを判断し，緊急時対策

要員へ指示及び当直長へ連絡する。 

 

アクセスルートの確認及び復旧については，以下の考え

方，手順に基づき対応する。 

①緊急時対策要員（現場要員）は，アクセスルート損壊状

況を確認し，緊急時対策本部に状況を報告する。 

②緊急時対策本部は，アクセスルートの復旧が必要な場

合，以下の優先順位に従い緊急時対策要員（現場要員）

に対し復旧を指示する。 

＜復旧の優先順位設定の考え方＞ 

1． 可搬型重大事故等対処設備の保管場所から車両の寄り

つき場所までのルートが確保されている場合，そのル

ートを第一優先で使用する。 

2． 可搬型重大事故等対処設備の保管場所から車両の寄り

つき場所までのアクセスルートがいずれも通行できな

い場合，道路の損壊状況を確認し，早期に復旧可能な

5.6 屋外作業の成立性 

「重大事故等対策の有効性評価」における重要事故シーケ

ンスでの時間評価を行う必要のある屋外作業について，外部

起因事象に対する影響を評価した結果，以下のとおり作業は

可能であることを確認した。 

 

なお，可搬型設備の保管場所及び屋外アクセスルート等

の点検状況について別紙(25)，敷地内の他設備との同時被災

時におけるアクセスルートへの影響を別紙(26)に示す。 

 

 

 

(1) 屋外アクセスルートへの影響 

ａ．屋外アクセスルートの確認 

敷地内に配置している周辺監視カメラ等により，アクセス

ルート等の状況を確認した災害対策要員から報告を受けた災

害対策本部の現場統括待機者は，通行可能なアクセスルート

の状況を災害対策本部内に周知する。 

 

 

要員からの報告後，影響を受けない優先ルートの状況を踏

まえて速やかにアクセスルート選択の判断を行うため，作業

の成立性への影響はない。 

地震発生時や津波発生時において，影響を受けないアクセ

スルート以外に通行が困難となる箇所がある場合は，がれき

等の撤去や応急復旧の優先順位を考慮の上，アクセスルート

確保要員へ指示及び発電長へ連絡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 屋外作業の成立性 

「重大事故等対策の有効性評価」における事故シーケンス

において，時間評価を行う必要のある屋外作業について想定

時間が一番厳しい作業を抽出し，外部起因事象に対する影響

を評価した結果，作業は可能であることを以下のとおり確認

した。 

なお，可搬型設備の保管場所，屋外のアクセスルート等の

点検状況について，別紙(21)，１～３号炉同時被災時におけ

るアクセスルートの影響を補足(6)，２号炉と同じ敷地内で

実施する工事における資機材，廃材等による影響を補足(13)

に示す。 

 

ａ．アクセスルートへの影響 

(a) アクセスルートの確認 

緊急時対策要員からアクセスルートの状況等の報告

を受けた緊急時対策本部の復旧班長又は指示者※は，通

行可能なアクセスルートの状況を緊急時対策本部内に

周知する。 

※ 初動体制は指示者，要員参集後は復旧班長が周知 

する。 

万一，通行ができない場合は，応急復旧方法，応急

復旧の優先順位を考慮の上，アクセスルートを判断

し，緊急時対策要員へ指示及び当直長へ連絡する。 

アクセスルートの確認及び復旧については，以下の

考え方，手順に基づき対応する。 

① 緊急時対策要員は，アクセスルート損壊状況を確

認し，緊急時対策本部に状況を報告する。 

 

② 緊急時対策本部は，アクセスルートの復旧が必要

な場合，以下の優先順位に従い緊急時対策要員に

対し復旧を指示する。 

＜復旧の優先順位設定の考え方＞ 

１．可搬型重大事故等対処設備の保管場所から車両

の寄りつき場所までのルートが確保されている

場合，そのルートを第一優先で使用する。 

２．可搬型重大事故等対処設備の保管場所から車両

の寄りつき場所までのアクセスルートがいずれ

も通行できない場合，道路の損壊状況を確認

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，初動

体制と要員参集後で対

応者が変わるため，対

応者を併記のうえ※に

て詳細を記載 
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ルートの復旧を優先する。 

 

3． 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所から可搬型重大事故

等対処設備の保管場所までのアクセスルートを復旧す

る。 

4． アクセスルートの複数ルート通行可能となるようにす

る。 

③緊急時対策要員（現場要員）は，アクセスルートの復旧

の優先順位に従い，アクセスルートを復旧する。 

 

要員からの報告後速やかにアクセスルートの判断を行うた

め，作業の成立性への影響はない。 

 

 

b. 屋外アクセスルートの復旧 

 

 

 

地震時におけるアクセスルートの被害想定の結果，要員 4 

名でホイールローダによる崩壊土砂の撤去及び段差の復旧を

行う時間を評価した結果，約 5 時間 30 分で保管場所から 6 

号及び 7 号炉までのアクセスルートの復旧が可能である

（第 28‐1 図，第 28‐2 図参照）。 

また，全交流動力電源喪失に加え，逃し安全弁が漏えいす

るシナリオ（以下「TBP シナリオ」という。）は，より早期

に淡水移送に必要なホースの敷設を行う必要があるため，同

様に要員 4 名でホイールローダによる崩壊土砂の撤去を行

う時間を評価した結果，約 3 時間 30 分で淡水移送に必要な

ホースを敷設し，約 6 時間で保管場所から 6 号及び 7 号炉

までのアクセスルートの復旧が可能である（タービン建屋直

近の段差復旧を含めると約 7 時間 20 分となる。）（第

28‐4 図～第 28‐7 図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．屋外アクセスルートの復旧 

アクセスルートは幅員が約 5m～10m の道路であり，地震，

敷地遡上津波の影響を受けないアクセスルートについては，

復旧は不要である。 

また，地震時におけるアクセスルートの被害想定の結果，

地震に伴い発生するがれき等はホイールローダ等の重機によ

り撤去を行うことで，可搬型設備の運搬等，重大事故等対処

が確実に実施できるアクセスルートを確保可能である。 

なお，アクセスルート上に地震に伴い発生したがれきが堆

積した場合でも，最大約 20 分で被害想定箇所の復旧は可能

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し，早期に復旧可能なルートの復旧を優先す

る。 

３．緊急時対策所から可搬型重大事故等対処設備の

保管場所までのアクセスルートを復旧する。 

 

４．アクセスルートの複数ルート通行が可能となる

ようにする。 

③ 緊急時対策要員は，アクセスルートの復旧の優先

順位に従い，アクセスルートを復旧する。 

 

緊急時対策要員からの報告後，速やかにアクセスル

ートの判断を行うため，作業の成立性への影響はな

い。 

 

(b) アクセスルートの復旧 

 

 

 

地震時におけるアクセスルートの被害想定の結果，

地震時に通行不能となるアクセスルートはないため，

仮復旧は不要である（別紙(19)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

万一，アクセスルートの復旧が必要な場合，がれき

撤去，段差解消等を行う。アクセスルート復旧作業は

EL8.5m・15m エリアを１名，EL44m エリアを１名で分担

して実施することとしている。 

作業安全については，他作業の要員がアクセスルー

ト仮復旧作業と同時にアクセスし，後方から安全確認

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

 本文-②の相違 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-⑰の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，段差

緩和対策の実施及び周

辺構造物の損壊による

影響評価結果等を踏ま
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c. 車両の通行性 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクセスルートの復旧後の通行幅は 3m で片側通行となる

が，タンクローリを除き，可搬型設備は設置場所に移動する

際の往路のみとなるため，車両の通行性に影響はない。 

 

 

 

 

なお，タンクローリについても，約 7 日間はプラント側

の軽油タンクで補給することが可能なため初動対応において

影響はないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

また，段差については，液状化及び揺すり込み不等沈下に

より 15cm を越える段差の発生を想定しているが，あらかじ

め段差緩和対策等を行う，又は重機を用いアクセスルートを

復旧した上で，車両が徐行運転をすることでアクセスは可能

である（別紙 11,12,38 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．車両の通行性 

アクセスルートは幅員が約 5m～10m の道路であり，地震，

敷地遡上津波の影響を受けないアクセスルートについては，

車両の通行性に影響はない。また，地震時におけるアクセス

ルートの被害想定の結果，地震に伴い発生するがれき等はホ

イールローダ等の重機により撤去を行うことで，可搬型設備

の運搬等，重大事故等対処が確実に実施できるアクセスルー

トが確保可能であることから，車両の通行性に影響はない。 

 

アクセスルートの復旧作業を実施した場合は，必要な幅員

を復旧するため復旧箇所は片側通行となるが，可搬型設備は

設置場所に移動する際の往路のみとなるため，車両の通行性

に影響はない。 

 

 

 

タンクローリは可搬型設備へ給油するために可搬型設備の

設置場所と保管場所近傍の可搬型設備用軽油タンクを往復す

るが，アクセスルートの復旧後に移動することから，車両の

通行性に影響はない。 

 

 

 

 

 

 

なお，アクセスルート復旧後の道路の状況は，液状化によ

る不等沈下等を考慮してあらかじめ路盤補強等の対策を実施

することから，15cm を上回る段差の発生はないと想定して

いるが，万一，想定を上回る沈下量が発生したとしても土の

う等による仮復旧を実施し，車両が徐行運転をすることでア

を行うこと及び作業員・本部要員からの連絡により状

況把握可能であることから，作業安全を確保可能であ

る。 

 

 

 

 

(c) 車両の通行性 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震時のアクセスルートの通行幅は少なくとも３ｍ

で片側通行となるが，タンクローリを除き，可搬型設

備は設置場所に移動する際の往路のみとなるため，車

両の通行性に影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，アクセスルートのうち道幅が狭い箇所を各車

両が通行する場合は，無線通信設備（携帯型）を使用

し相互連絡することにより，交互通行が可能であるこ

とから，車両の通行性に影響はない。 

 

 

また，段差については，液状化及び揺すり込み不等

沈下により 15cm を越える段差の発生を想定している

が，あらかじめ段差緩和対策を行うことでアクセスは

可能である（別紙(30)参照）。 

 

えると，地震時には通

行不能となるアクセス

ルートはないが，万

一，アクセスルートの

復旧が必要な場合の対

応を記載 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

 本文-②の相違 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-⑰の相違 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，地震

時に仮復旧なしでアク

セスルートの通行幅３

ｍが確保可能 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-⑰の相違 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，可搬

型設備（車両）の交互

通行する際の運用を記

載 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，通行
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斜面の崩壊土砂の撤去にあわせて転圧を行うが，万一転圧

が不足している場合は，更に追加でホイールローダにより転

圧を行う，又は自主設備であるショベルカー，ブルドーザー

のクローラーを用いて転圧を行うことで車両の通行は可能で

ある。 

 

 

 

 

 

重大事故等対応のためのホースを敷設する場合において

も，ホースブリッジを設置することで，アクセスルート上の

通行は可能であることを確認している（詳細は別紙 24 参

照）。なお，ホースブリッジの設置は，ホース敷設完了後の

アクセス性を考慮し，作業完了後の要員にて実施するため有

効性評価に影響を与えるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 現場における操作性 

緊急時での対応作業を円滑に進めるため十分な作業スペー

クセスは可能である。（別紙（21）参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対応のためのホース又はケーブルを敷設した場

合でも，ホース又はケーブルを敷設していないルートを通行

可能であることから，車両の通行性に影響はない。 

なお，ホースブリッジを設置する場合は，ホース敷設完了

後のアクセス性を考慮し，作業完了後の要員にて実施するた

め有効性評価上の作業時間に影響を与えるものではない。

（別紙（27）参照） 

 

ｄ．作業環境 

現場での作業を安全に実施するため事故時の作業環境につ

いて，あらかじめ想定しておくことが重要である。災害対策

要員は，アクセスルート復旧後における可搬型設備の設置，

ホース又はケーブルの敷設等の作業の実施に当たって，現場

の安全確認を考慮し作業を実施する。また，現場の作業環境

が悪化（照明の喪失，騒音，放射線量の上昇等）しても作業

を可能とするための装備として，ヘッドライト，LED ライ

ト，耳栓，放射線防護具を携帯する。（補足説明資料（4）

参照） 

 

 

ｅ．現場における操作性 

緊急時での対応作業を円滑に進めるため十分な作業スペース

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対応のためのホースを敷設する場合にお

いても，ホースブリッジを設置することで，アクセス

ルート上の通行は可能であることを確認している（別

紙(20)参照）。なお，ホースブリッジの設置は，ホー

ス敷設完了後のアクセス性を考慮し，作業完了後の要

員にて実施するため有効性評価に影響を与えるもので

はない。 

 

(d) 作業環境 

現場での作業を安全に実施するため事故時の作業環

境について，あらかじめ想定しておくことが重要であ

る。緊急時対策要員は，アクセスルート復旧後におけ

る可搬型設備の設置，ホース又はケーブルの敷設等の

作業の実施に当たって，現場の安全確認を考慮し作業

を実施する。また，現場の作業環境が悪化（照明の喪

失，騒音，放射線量の上昇等）しても作業を可能とす

るための装備として，ヘッドライト，懐中電灯，ＬＥ

Ｄライト，耳栓，放射線防護具及び薬品防護具を携帯

する。 

 

(e) 現場における操作性 

緊急時での対応作業を円滑に進めるため十分な作業

に支障のある段差が生

じる箇所全てに対して

あらかじめ段差緩和対

策を行うため，地震時

の段差復旧作業は不要 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，周辺

斜面の基準地震動によ

るすべり安定性評価結

果より土砂の発生が想

定されないため，崩壊

土砂の撤去作業は発生

しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，現場

での作業を安全に実施

するため事故時の作業

環境について記載 
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スが確保されていることが重要である。作業スペース確保の

ため，操作場所近傍には不要な物品等を保管しないこととす

る。また，現場操作に対し工具を必要とするものは操作場所

近傍（可搬型設備は可搬型設備近傍）に保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

地震による地盤の沈下の影響を受けても，可搬型設備の接

続口への接続や弁操作等，必要な作業ができるよう，可搬型

設備のホース，電源ケーブル等十分な長さを確保するととも

に，作業場所へのアクセス性を確保する（別紙 37 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）アクセスルート通行時における通信連絡設備及び照明の確保 

 

現場要員から発電所対策本部への報告，発電所対策本部から

要員への指示は，通常の通信連絡設備（送受話器（警報装置を

含む。）及び電力保安通信用電話設備）が使用できない場合で

も，無線連絡設備，衛星電話設備（可搬型）等の通信連絡設備

にて実施することが可能であり，屋外作業への影響はない。 

 

夜間における屋外アクセスルート通行時には，重機・車両に

搭載されている照明，ヘッドライト，懐中電灯，LED ライト及

が確保されていることが重要である。作業スペース確保のた

め，操作場所近傍に不要な物品等を保管しないこととする。ま

た，現場操作に対し工具を必要とするものは可搬型設備の保管

場所に保管又は可搬型設備に車載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作に対し知識・訓練を必要とするものについては，教育・

訓練により必要な力量を確保する。 

 

 

 

 

 

(2) アクセスルート通行時における通信手段及び照明の確保 

 

重大事故等対応要員から災害対策本部への報告，災害対策本

部から重大事故等対応要員への指示は，通常の連絡手段（送受

話器（ページング）及び電力保安通信用電話設備）が使用でき

ない場合でも，無線連絡設備，衛星電話設備等の通信手段にて

実施することが可能であり，屋外作業への影響はない。 

 

夜間における屋外アクセスルート通行時には，ホイールロー

ダ等の重機・車両に搭載されている照明，ヘッドライト，LED

スペースが確保されていることが重要である。作業ス

ペース確保のため，操作場所近傍には不要な物品等を

保管しないこととする。また，現場操作に対し工具を

必要とするものは可搬型設備の保管場所に保管又は可

搬型設備に車載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作に対し知識・訓練を必要とするものについて

は，教育・訓練により必要な力量を確保する。 

 

 

 

 

 

ｂ．屋外のアクセスルート通行時における通信連絡設備及び

照明の確保 

緊急時対策要員から緊急時対策本部への報告，緊急時対

策本部から緊急時対策要員への指示は，通常の通信連絡設

備（所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備）が使

用できない場合でも，無線通信設備，衛星電話設備等の通

信連絡設備にて実施することが可能であり，屋外作業への

影響はない。 

夜間における屋外のアクセスルート通行時には，重機・

車両に搭載されている照明，ヘッドライト，懐中電灯，Ｌ

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，工具

は可搬型設備の保管場

所と同じ保管場所に保

管又は可搬型設備に車

載する 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の接続口

周辺は地盤改良された

地盤若しくは頑健な構

造物上であり地震によ

る地盤の沈下の影響を

受けないため，アクセ

ス性は確保されている 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，教

育・訓練により必要な

力量を確保することに

ついて記載 
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び可搬型照明設備等の照明設備を使用することが可能であり，

屋外作業への影響はない（別紙 20 参照）。 

 

 

 

3）作業の成立性 

復旧作業の実施を考慮した上で第 21‐1 表，第 21‐2 表に

示すとおり，要求時間内に作業は実施可能である。TBP シナリ

オにおける作業の成立性評価結果は，第 21‐3 表に示すとお

り，要求時間内に作業は実施可能である。外部起因事象考慮時

の対応手順と所要時間を第 21‐4 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライト等を使用することが可能であり，屋外作業への影響はな

い。（別紙（28），（29）参照） 

 

 

 

(3) 作業の成立性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震，敷地遡上津波時に重大事故等対処を実施するための屋

外アクセスルートは，地震及び敷地遡上津波の影響を受けない

ルートが確保でき，かつ，ホイールローダ等の重機によるがれ

き等の撤去を行うことでも確保可能であり，第 5.6－1表に示

すとおり，有効性評価の想定時間が最も厳しい重要事故シーケ

ンスの要求時間内での作業が可能である。 

以下に重要事故シーケンスにおける可搬型設備を用いた屋外

作業の成立性の評価条件を示す。 

ａ．以下の屋外作業について成立すること。 

(a) 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系 

（可搬型）の起動準備操作 

 

 

 

 

 

(b) 可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給操作 

 

(c) タンクローリによる燃料補給準備 

(d) 可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給操作 

ｂ．重要事故シーケンスにおける作業成立性を評価するルート

ＥＤライト等の照明設備を使用することが可能であり，屋

外作業への影響はない。（別紙(16)参照） 

 

 

 

ｃ．作業の成立性 

緊急時対策所～保管場所～２号炉までのアクセスルート

について，仮復旧なしで可搬型設備（車両）の通行が可能

であることから，有効性評価における作業の成立性に影響

を与えない。 

 

 

 

 

 

 

 

地震時に重大事故等対処を実施するためのアクセスルー

トは，地震の影響を受けないルートが確保でき，第 4-17 表

に示すとおり，有効性評価の想定時間が最も厳しい重要事

故シーケンスの要求時間内での作業が可能である。 

 

 

以下に重要事故シーケンスにおける可搬型設備を用いた

屋外作業の成立性の評価条件を示す。 

(a) 以下の屋外作業について成立すること。 

・低圧原子炉代替注水系（可搬型）準備操作 

 

・原子炉補機代替冷却系準備操作（資機材配置及びホ 

 ース敷設起動及び系統水張り） 

・格納容器代替スプレイ系（可搬型）準備操作 

・燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）に 

よる燃料プール注水 

・輪谷貯水槽（西１／西２）から低圧原子炉代替注水 

 槽への補給 

・燃料補給準備 

・可搬式窒素供給装置準備 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，段差

緩和対策の実施及び周

辺構造物の損壊による

影響評価結果等を踏ま

えると，地震時に通行

不能となる被害が想定

されず，仮復旧作業が

不要 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 本文-②の相違 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-⑰の相違 
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は，屋外アクセスルート設定の方針，水源の優先度等を踏

まえ，以下のとおりとする。 

(a) 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可 

搬型）の起動準備操作 

    ・西側淡水貯水設備を水源とした可搬型代替注水中型ポ

ンプによる原子炉注水（第 5.5.1－9 図） 

(b) 可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給操作 

    ・西側淡水貯水設備を水源とした可搬型代替注水中型 

ポンプによる代替淡水貯槽への水源補給（第 5.5.1－12

図） 

(c) タンクローリによる燃料補給準備 

    ・可搬型設備用軽油タンク（南側保管場所近傍） 

(d) 可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給操作 

    ・西側接続口への可搬型窒素供給装置を用いた格納容器

内窒素供給操作（第 5.5.1－14 図） 

ｃ．作業の起点となる重大事故等対応要員の出発点は緊急時対

策所とする。なお，作業の起点前に必要となる以下の事項

は成立性評価として作業時間に含める。 

(a) 事務本館又は緊急時対策室建屋から緊急時対策所まで

の徒歩時間（15 分） 

(b) 状況把握（5分） 

ｄ．可搬型設備は，緊急時対策所から離れている南側保管場所

から出動する。 

ｅ．地震に伴い発生するがれき等の影響を受ける可能性があっ

ても人力によるホース敷設が可能な以下の箇所について，

人力によるホース敷設時間を成立性評価として作業時間に

含める。 

・廃棄物処理建屋換気空調ダクト上（注水用ホース敷設作

業時間：10 分，窒素供給用ホース敷設作業時間：15

分） 

ｆ．地震に伴い発生するがれき等の影響を受けるルートは，ホ

イールローダ等の重機により車両通行やホース敷設等に必

要な幅員を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 作業の起点となる緊急時対策要員の出発点は緊急時対 

策所とする。 

 

 

 

 

(c) 可搬型設備は，緊急時対策所から離れている第３保管 

エリア及び第４保管エリアから出動する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 本文-⑰の相違 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 本文-⑰の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 21‐1 表 有効性評価の想定時間のある可搬型設備 

を用いた作業の成立性評価結果 

（荒浜側高台保管場所～可搬型設備設置場所） 

（TBP シナリオを除く） 

 

 

 

 

 

 

第 21‐2 表 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所可搬型電源設備 

への給油作業の成立性評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6-1 表 屋外作業の成立性評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違によ

る有効性評価における

対応手段の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第21‐3 表 有効性評価の想定時間のある可搬型設備を用いた 

作業のうちTBP シナリオの場合の成立性評価結果 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 21‐4 表 外部起因事象考慮時の対応手順と所要時間 
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